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ケース１ ㈱メディヴァ 

 

１ 会社概要 
会社名：   株式会社メディヴァ  

代表取締役：  大石佳能子  

本社所在地： 東京都世田谷区用賀 2-32-18-301 

設立：     平成 12 年 6 月  

資本金：    7900 万円  

株主：     大石佳能子他、個人 11 人 

 
２ 事業の思い（着想、経営理念） 

本企業は、2000 年 6 月に「患者視点での医療変革」を目指して、マッキンゼー・アンド・カンパ

ニー出身のコンサルタントと医師が共同で設立。 

また、本企業は「医療サービスのあるべき姿」を追求している。「よりよい医療サービスを受けたい」、

という患者の思いと、「よりよい医療を提供したい」、という医師の思いを実現し、経営的にも成功さ

せることが（株）メディヴァの使命。上記を実現するために、（株）メディヴァは医療界と医療界外の

ノウハウ、ネットワークを融合させる。 

 
３ 事業概要 
（１） 新規開業支援 

（２） 診療所経営サポート 

（３） 病院コンサルティング 

（４） 病・診・患連携システム 

（５） メディカル・プロデュース＆コンサルティング 

 
４ 病・診・患連携システムの内容 

平成 13 年度経済産業省補正予算（MEDIS）受託事業（下記①及び②）として、病診連携、患者と

の情報連携システムを開発。 医療機関のニーズに合わせ、低コストで、導入しやすく、医療的・経営

的効果が高いシステムを提供。 

①メディメール（医療機関間情報共有化システム）  

 複数の医療機関の間で、患者のカルテ・画像を共有化するためのシステム。 

データセンターを介して、セキュリティが確保された安全なネットワークを構築し、電子カルテ、電

子画像システムの有無、および導入機種に関わらず、情報の共有化が可能（インターネットのみのド

クターも参加可）。  

②オープンカルテ（診患間情報共有化システム） 

 患者がインターネットを通して自分のカルテにアクセスし、フィードバックを返すことのできるシ

ステム。 患者が自分の病状を理解する、経過を記録するなどのために使用できる。また、患者に医療

機関としての自信とオープンな姿勢を伝える手段として、患者増に非常に有効な手だてとなる。 平成
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13 年グッドデザイン賞受賞。 

③ メディカルＳＮＳ  

 本企業のＡＳＰサービスで、インターネット上で構築するコミュニティー空間の一つで、信頼性の

高いネットワーク実現のために、実名と参加者同士の紹介・承認によるネットワークを実現している。

本企業で運営する「Ｍｅｄｉ－ｗａ」をはじめとして、専門職同士などの専用コミュニティーを作成

可能。 

 
５ 新規開業支援の内容 
（１） 開業支援のコンセプト 

①定量的なデータと客観的な判断 

 定量的なデータと分析を重視し、マクロ情報（患者調査、住民基本台帳）の詳細な分析に加え、 

現地ヒアリングによる競合調査や損益分岐シミューレション、開業後資金繰りシミュレーションを実

施し、検査機器一つ一つの購入までその採算性に踏み込んで判断。 

②明確なコンセプトに基づく「売り」のある開業 

 先生ご自身の思いやスキルを棚卸し、同時に医療界のトレンドを押さえることで、開業時のコンセ

プトを明確にし、「家庭医型グループ開業」「病児保育併設ファミリークリニック」「婦人科健診自由診

療」「痛みと癒しの整形外科」といった、売りを作り込む。 

③他分野の事業者との幅広い提携 

 医療界出身ではないコアメンバーの成り立ちを活かし、病院とビジネス界との提携プランを構築。

例えば、コールセンターと組んだ労働コンサルティング、地域中核病院へのＩＴ導入と連携の強化、

地方紙・地域コミュニティへのマーケティングルート確保などである。 

（２） 開業支援のフロー 

開業支援のフローは、企画・調査から開始して、建築要件定義・行政申請までを含む、開業までの

必要な支援すべてとなる。特に最初の企画・調査と開業直前から開業後のマーケティングに力を入れ

ており、市場ニーズとマッチした病院の差別化された強みの「売り」を作り上げる。 

第１フェーズ 企画調査   医師の開業の構想の棚卸し 

第２フェーズ 施設開発   立地・市場調査  資金計画・調達  

第３フェーズ 作り込み   建築・内装 人事・採用 ＩＴ設計・導入 

第４フェーズ マーケティング・患者獲得   行政機関への申請 マーケティング 

第５フェーズ 開業 

 
６ 成功事例の２ケースのポイント 

次に、新規開業に成功したと本企業が考えている病院、クリニックの成功のポイントについてのヒ

アリング結果を以下に紹介。 

事例１ A クリニックの成功の要因 
＜概要＞  

① 23:30 までの夜間透析と CT、カラードップラーエコーの導入 

② 電子カルテ、画像診断システムで完全電子化を行い、カルテ開示も実施 

③ 透析は早期に集患に成功、外来患者も獲得 
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＜成功の要因＞ 

① 情報の開示（オープンカルテ）＝診療の品質管理 

 単に患者参加型とか患者指向型ではなく、医療の品質管理を指向することが目的であり、医療のコ

ンプライアンスを保持 

② 最新機器の導入＝高機能な医療を実現 

 CT を導入し、高機能医療技術を用いた高い診療レベルの医療を家庭医が日常的な症状を対象に行

う。「CT を撮ってください」等の問い合わせは頻繁 

③ 口コミや情報交換が活発なコミュニティーに立地 

④ 「データに基く診療」の実施＝個々の患者様にあった治療 

⑤ 社会への貢献＝地域活動への貢献 

  各地域にて料理教室や・学習会を開催し、患者様の心のケアから病気、疾患に対する正しい理解

と知識を持って頂くことに寄与。 

⑥ 一般外来と予約外来の実施 

⑦ 23：30 までの透析＝透析患者への社会復帰 

⑧ 充実したスタッフ 

事例２ B 診療所の成功の要因 
＜概要＞ 

①郊外の新興マンション群におけるマンション敷地内診療所 

②呼吸器科の女性医師が、広く研鑽を積み、内科～小児科に幅広く対応 

③駅から徒歩 10 分と離れた場所にありながら、早期に患者増を実現し、半年で黒字化 

＜成功の要因＞ 

① 駅前にこだわらず、駅から遠いが十分に周辺住民を見込めるエリアを探し出し、競合となる診療

所の少ない開業を実現 

② 内装を温かく癒しの空間とし、家庭的な雰囲気を演出。待合室やトイレの広さは十分確保 

③ 開業当初は、保母さん出身の受付などを採用し、子供への気配りにも配慮 

④ あえて院内薬局を採用し、収支は悪化するが、患者サービスには寄与 

⑤ 開業前に市場調査を実施し、見込み患者数と合うような物件の条件を確保。結果収支の確保を早

期に実現 

⑥ レセコン一体型の電子カルテ（小規模）を採用し、スタッフ数をぎりぎりまで詰める一方で、職

種にこだわらず少人数でチームワークよく動ける、組織を作ることができたこと 

 

７ 病院・診療所の新規開業成功のポイント 
本企業がこれまでのコンサルティング実績から内科、小児科等の病院・診療所の新規開業成功の主

なポイントを以下のようにまとめている。 

（１）立地条件では、主に１Ｆや駅前、街道沿いの目立つ所で駐車場完備し、周辺環境の良い所選定。 

（２）施設では、待合室をゆったり取り、患者の居心地の良さに配慮したレイアウトにする。 

（３）医療機器では、最新の医療機器を意識して、クリニックの売りになるようにする。 

（４）スタッフはクリニックの顔であり、電話応対、受付応対などの接遇に努める。採用段階から人

当りの良さを意識し、人材育成に努める。 
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（５）経営のあり方では、開業は経営者になることであり、経営意識が重要になる。若い内の開業は

資金的にも無理が利くが、50 代の開業の場合はリスクを小さくした方がベター。 

 
８ 本研究のフレームワークから見た評価 

本企業は、2000 年 6 月に「患者視点での医療変革」を目指して、マッキンゼー・アンド・カンパ

ニー出身のコンサルタントと医師が共同で設立し、「医療サービスのあるべき姿」を追求している。具

体的には「よりよい医療サービスを受けたい」という患者の思いと、「よりよい医療を提供したい」と

いう医師の思いを実現し、経営的にも成功させることが本企業の使命であるとしている。これを実現

するために、医療界と医療界外のノウハウ、ネットワークを融合させることを強みとしている。 

このような着想の下、本企業は、日本で最先端の成功する良質の新規病院開業支援、また、既存病 

院の経営改革支援、等を行っているが、その支援メニューも多彩で、既に述べた①メディメール（医

療機関間情報共有化システム）、②オープンカルテ（診患間情報共有化システム）を経済産業省の補助

事業として開発運用し、また、新規に③メディカルＳＮＳも提供している。 

特に、新設の成功する病院・クリニックの支援フローを確立しており、その手順は、①企画調査（医

師の開業の構想の棚卸し）、②施設開発（立地・市場調査、資金計画・調達）、③作り込み（建築・内

装、人事・採用、ＩＴ設計・導入）、④マーケティング・患者獲得（行政機関への申請、マーケティン

グ）、⑤開業、のフェーズを設けて支援している。中でも最初の「企画・調査」と「開業」直前から「開

業」後のマーケティングに力を入れており、市場ニーズとマッチした病院の差別化された強みである

病院の「売り」を作り上げることに注力して、サービス供給上の優位性を構築している。 

これは本研究の全体フレームワークと対応しており、小型の病院システムの特定の地域での立地選

定までを含めた機能チェーンの全体最適化に向けた開発、設計のフレームワークとなっている。 

いずれにしても、日本の医療制度改革と連動しているこのような既存病院の経営改革支援、優良な

新規病院の成功する開業支援への取組は、今後の少子高齢化社会を乗り切っていくために必要なコン

サルティングサービスであり、このようなコンセプトを生かした新規の病院開業、また、既存病院の

経営改革がなされることが期待されている。 
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ケース２ ㈱ヴァイタス 
 

１ 会社概要 
株式会社 ヴァイタス 

会社住所 東京都文京区本郷 2 丁目 17 番 17 号井門本郷ビル 4 階 

会社設立  2004 年 7 月 12 日 

資本金   2 億 5,750 万円 

社長   曽根伸二 

社員数    13 名（2007 年 6 月 29 日現在） 

 
２ ミッション 
医療の中心は、病院や医師ではなく、診察・治療を受ける患者さん本人である。  

いつも“人が”“患者が”真ん中にいて、笑っている。  

そのような医療環境を一日でも早く実現するために、個人の医療・健康情報をセキュアに一元管理し、

一人ひとりがそれらをワンストップで利用できる さまざまな仕組みづくりを始めている。これがヴァ

イタスの約束、ミッションである。  

 
３ 経営理念 

医療と『ヒト』のあいだに 常に最適なソリューションの組み合わせに最善を尽くし、 医療と『ヒ

ト』が共生できる情報力を提供します。 

 
４ 事業内容 
（１）医療機関および医療関連企業に対するコンサルティング業務  

（２）情報処理に関するソフトウェアおよびハードウェアの開発・販売業務 

（３）情報処理記録データの保管・管理および管理運用のコンサルティング業務 

（４）デジタルコンテンツの配信および制作・配信システムの開発・販売・コンサル 

ティング業務  

（５）電話回線およびインターネットを利用した各種情報提供サービス 

（６）健康回復・維持・増進プログラムの提供および教育業務 

（７）フィットネスクラブの運営および加盟店への指導業務 

（８）リハビリテーション施設の運営および加盟店への指導業務 

（９）健康食品・サプリメントの輸入および販売業務 

（10）集金代行業務 

（11）広告代理業 

（12）インターネットを利用した通信販売業務 

（13）人材派遣業 

( 14 ) その他付帯業務 
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５ 会社経営の成長経過 
2004 年 07 月 株式会社 CMR ソリューションズ設立 資本金 1,000 万円 

2004 年 09 月 資本金を 2,000 万円に増資 

2004 年 10 月 株式会社ヴァイタスに社名変更 

2005 年 6 月  本社移転 

2005 年 10 月 資本金を 1 億 1250 万円に増資（民間のベンチャーキャピタルが増資の引受け） 

2006 年 06 月 「スマイルネットみやぎコンソーシアム」 

平成 18 年度  経済産業省 サービス産業創出支援事業（健康サービス分野）採択候補選定  

2006 年 08 月  大阪営業所開設  

2007 年 04 月 資本金を 2 億 5,749 万 9,000 円に増資  

2007 年 07 月  本社移転  
 
６ 成長戦略 
（１） 現状のベッドサイド端末に関連するビジネスの地域的拡大。 

国内には、まだ 120 万床のベッドがあるので、業務拡大の余地大。 

（２） これと電子カルテ業務の合体によるサービス提供へと業務の拡大。 

（３） 今後、病院の経営投資、個室・病棟マネジメントへと質的展開を図る。 

（４） いずれにしても株式市場への上場（IPO）が当面の目標で、これに向けて全力を尽くしていく。 

 
７ サービスモデル革新の内容 
（１） 基本フレーム 

ヴァイタスは、患者を中心とした医療環境とアメニティ環境の融合を目指すヘルスケア・サービス

「ＭＥ＆ｉ」 （呼称：ミー・アンド・アイ「メディカル・エンタテインメント・アンド・インフォメ

ーション」）を通して、患者・医療機関・地域社会に"笑顔"を創造する。 

（２）「ME&ｉ」のサービス内容 

以下の 4 点を通して、皆様の笑顔を創造していくサービス提供プロジェクトの総称。 

①「ＭＥ＆ｉポータルサービス」 

医療機関向けＶＯＤ配信をはじめ、インターネットやメール、施設案内、医師・スタッフの紹介、

食事の選択、さらにベッドサイドにおける電子カルテの閲覧など、院内アメニティ環境と医療環境の

融合を図るサービス。 

②「ＭＥ＆ｉストレージサービス」 

セキュリティを確保した独自回線で専用データセンターへ医療情報のストレージを行うサービス。 

③「ＭＥ＆ｉネットワークサービス」 

個人情報保護法に準拠した地域医療ネットワークを構築・運営するサービス。 

具体的には、宮城県脳卒中ネットワークがある。これでビジネスモデル特許の出願済み。 

④「ＭＥ＆ｉコンディショニングサービス」 

リハビリセンターにおけるコンディショニング・プログラムを提供するサービス。 

（３）ビジネスモデルのイメージ 

モデルは以下の 3 層になると考えられる。また、患者、医者、看護師、等へのコアサービスと付帯サ
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ービス、情報・アメニティ提供、等に区分して考えることが必要。 

① 患者、医師、看護師、等のユーザーレベル 

ⅰ 患者 

－医者の医療サービス 

手術説明、検査説明、麻酔説明等 

－看護師の医療サービス 

 入院療養計画説明、ケアプラン説明、体温等のバイタルサインの入力、傷口管理 

－付帯サービス 

入院生活情報、栄養管理、売店配達、医学書情報、等 

－情報通信、アメニティー環境の享受 

インターネット、テレビ、ビデオ、コンビに注文、タクシー配車、等 

ⅱ 医師 

－電子カルテ：診断準備、画像診断の高速化、 

－ベッドサイド端末：上記の検査説明、手術説明、麻酔説明、等 

ⅲ 看護師 

－入院、診療計画の説明、クリティカルパスの説明、ケアプラン説明、等 

－薬剤指導、等 

－リハビリテーション 

－食事指導 

② 病院の経営者、事務当局 

経営者は、上記の需要サイドの安心、快適、アメニティーの満足，等の顧客の満足確保に向けた

供給サービスを差別性（新規性）、品質、コスト、納期、オペレーションの容易さ・メンテナンス

問題、等の条件を勘案して、病院経営の観点から経営選択して、導入・オペレーションを実施。

また、今後は、病院経営の共同事業者として、個室収支の分担等、共同事業者としての収益モデ

ル形成に貢献。 

③ ヴァイタス等の供給ネットワーク連携体 

供給ネットワーク連携体のサービス供給上のビジネスモデルの全体構成は、以下の通り。 

ⅰ ヴァイタスが、必要なイ.サーバー、端末機器の開発・調達、ロ.関連ソフトの開発とライセンス

購入、ハ.アメニティー・コンテンツの調達・利用、を受け持って、リース事業者と共同で設置し

ている。 

ⅱ また、電子カルテメーカー、外部営業パートナー企業、等と連携。 

ⅲ 以上の供給ネットワーク連携体のコア企業として、国内各地の先進的な総合病院、地域の中核医

療センター、等に向けて、提案営業を行っている。 

ⅳ トータルの電子カルテ、ベッドサイド端末のハード・ソフトの提供コストは、利用収入をベース

に広告料収入が見込めるため、単独にハード・ソフトを設計開発、供給するよりも大幅に削減で

きる。 

 

８ 組織設計の状況 
  機能別組織である。社長の下に、管理部、技術部、営業部、事業開発部の 4 部構成となっている
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が、兼任状態になっている。 

 
９ 組織・チーム能力 
  未だ社員 13 名のベンチャー企業であるため、組織と言うよりは、チーム能力の状態である。 

 社長は、GE メディカルで 8 年間医療機器を東大病院等に営業してきているが、社長が営業マンで

率先垂範している。社員は、薬剤師、医療情報技師、健康管理師の資格を有するプロ集団で、社員

全員の目が患者へのホスピタリティーの改善の方向に向いている。 

 

10 新連携プロジェクトの現状、成果、課題、今後の見通し 
（１）事業計画のポイント 

患者は入院時には、好きな映画やテレビ番組を見ることができないばかりか、必要なものを買うこと

さえままならない、不自由な生活が余儀なくされている状況。本サービスは、患者アメニティ環境と

医療環境の双方の向上を目指す。 

①具体的には、ベッドサイドに設置された情報端末を通じ、テレビ番組や映画、音楽等のアミューズ

メントに加え、コンビニエンスストアや通信販売等のショッピングなど、療養生活を日常生活に近づ

ける多彩なコンテンツの利用が可能。 

②また、ベッドサイドで投薬等の最終処置オーダーの確認が可能となり医療過誤リスクの低減が見込

めるほか、診療計画、薬、リハビリ計画等とのインフォームドコンセントに利用可能。 

③このように情報端末をベッドサイド電子カルテ端末として兼用することにより、 

  医療機関側のコスト削減も実現。 

（２）連携の機能分担 

①コア企業 

㈱ヴァイタス： 販売チャネルの提供 VOD 関連機器販売 

・医療機関への営業活動 

・電子カルテメーカーとのインテグレーション 

②参加企業 

ゴールデン・マイクロ・システムズ㈱： ハードウエアの開発・保守 

・サーバ及び端末機器の開発、製造 

・サーバ及び端末の保守 

アクシスソフト㈱：  アプリケーションの開発・保守 

・サービス専用ブラウザの開発、保守 

・Web 型医療情報システムの開発 

・VOD 関連アプリケーションの開発、保守 

㈱ＴＢＳビジョン：  コンテンツの調達・管理・提供 

・ VOD 配信用コンテンツの調達、管理、提供 

・ＴＢＳ関係地方局関連企業を活用した 販売促進支援 

（３）連携の目的 

 患者アメニティ環境と医療環境との融合を図る。両環境の連携ノウハウを有するコア企業と、ハー

ドウェア、アプリケーション、コンテンツの分野で強みを発揮する各企業との連携。 
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（４）新事業の内容、ビジネスモデル 

ベッドサイドの情報端末を通じ、患者は豊富なコンテンツを楽しみ、医療側はインフォームドコンセ

ント等に利用。両者にメリットをもたらす。 

（５）市場性の見通し 

ターゲットは、大学病院、総合病院、総合医療センター等の中核的医療機関。既に、複数の病院で本

サービスの導入を決定。 

（６）支援予定メニュー 

① 事業化・市場化補助金 ②政府系金融機関の低利融資（商工中金） 

（７）効果と課題 

 新事業スキームの対象に取り上げられ、ネームヴァリューも上がり、感謝している。具体的には、

先般の日経新聞での記事により、民間のベンチャーキャピタルから複数の出資の申し出があった。 

（８）今後の見通し 

 18 年度以降も引き続き、支援事業を予定しており、支援を希望する。 

 
11 サービスモデル革新の評価 
 本企業は患者・医療関係者への IT 活用の情報・コンテンツ提供サービスを創造して、具体的に市

場開拓に努めている企業である。全体フレームをベースに、以下、確認、評価していくこととする。 

（１）本サービスのメリット、特色 

 本サービスは、①患者、②病院内の医師、看護師、③病院経営者、等のこれまでの病院モデルへの

不満、ニーズを深く把握して、病院としての①コアサービス、②付帯サービス、更には③情報・アメ

ニティーの享受の側面からサービスメニューを形成して、従来の病院モデルにおける提供者の人員と

時間の制約から解放されたワンストップオペーレーション可能なプラットフォーム（端末）の運用に

より、日本で初めての統合的な上記サービスの供給を実現している。 

また、この提供する差別化されたユニークなサービス価値に関しては、ⅰ提供者（営業員）の病院

経営に関する専門知識・技能の存在、ⅱ病院の患者、医師、看護師、等へのホスピタリティーの心、

等により形成されているためであろう。 

 一般にサービス提供企業としては顧客の享受するトータルのサービス価値が、提供価格との対比で、

顧客の要求水準を上回り、これを継続的に追求する必要があるが、本ケースではこれが実現している。 

（２） サービスマネジメントの内容 

 本企業は、曽根社長のユニークな「着想」に基き、「サービス戦略」を立てて、事業目的を明確化し、

新連携を活用し「サービス供給システム」を形成して、「サービス・パッケージ」として提供サービス

を特定化し、社長と営業員がホスピタリティーを持って顧客満足のための取組みを実行して、成果を

あげるよう努めている。 

 この「サービス供給システム」では、本企業と外部連携企業との間で連携する機能チェーンの全体

最適化に向けた仕組が構築され、参加者の間でＷＩＮ－ＷＩＮな関係が構築されている。 

今後、本企業が、成長・発展するためには、まず第一に患者、医療機関、地域社会への貢献を考え、

次に、供給企業グループとして、顧客価値創造のためⅰ企業と顧客の外部サービス、ⅱ企業と従業員

の内部サービス、ⅲ顧客と従業員のインタラクティブサービスの向上のため、これらの統合的なマネ

ジメントが必要であろう。 
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（３）今後の展開の方向 

 サービスイノベーションにおいては、この新しいサービス供給モデルをベースに、継続的な顧客の

獲得に成功する。また、社会でのこのサービスの必要性、意義を明確化して、このサービスモデルを

広域に展開し、次に、現状のサービスのバージョンアップ(改善)、関連サービス・事業への展開を図

る。これらの進展に応じ、必要な人材育成、経営組織の改革を継続的に実施する。 

 このようなサービスイノベーションを持続的に成功させるためには、既に述べたサービス経営の実

施にとって必要な要素を理解して、常に顧客満足の拡大のために経営的に常に進化する企業である必

要がある。 

 

12 市場での成果の状況 
（１） 受注実績 

医療法人 蜂友会はちや整形外科病院 

財団法人 脳神経疾患研究所 附属 総合南東北病院 

医療法人 才全会 伊都クリニック 

特定医療法人 新生病院 

（２） 売上、営業利益の動向 

17 年度、2 億 4000 万円の売上を目標にし、この達成は可能であろうが、今年度の利益動向は赤

字の見通し 

 
13 人材育成と研修の方向 

企業として、設立の際のミッション、理念を忘れないようにしている。 

社員の相手方とのコミニュケーションスキルの改善に努めている。 

患者、医療関係者の些細なニーズが一杯あり、これら不満を如何に汲み上げるかが商機でもあり、こ

の能力育成が課題であろう。 

 

14 総合評価 

本企業は日本で初めて、患者・医療関係者への IT 活用の統合的な情報・コンテンツ提供サービス

を創造して、具体的に市場開拓に努めているベンチャー企業である。 

 本サービスのメリット、特色は、①患者、②病院内の医師、看護師、③病院経営者、等のこれまで

の病院モデルへの不満、ニーズを深く把握して、病院としての①コアサービス、②付帯サービス、更

には③情報・アメニティーの享受の側面からサービスメニューを形成して、従来の病院モデルにおけ

る提供者の人員と時間の制約から解放されたワンストップオペーレーション可能なプラットフォーム

（端末）の運用にあり、これらにより、日本で初めての統合的な本サービスの供給を実現している。 

また、この提供する差別化されたユニークなサービスは、ⅰ提供者（営業員）の病院経営に関する

専門知識・技能の存在、ⅱ病院の患者、医師、看護師、等へのホスピタリティーの心、等により形成

されているためであろう。 

 一般にサービス提供企業としては顧客の享受するトータルのサービス価値が、提供価格との対比で、

顧客の要求水準を上回り、これを継続的に追求する必要があるが、本ケースではこれが実現している。 

 本企業は、曽根社長のユニークな「着想」に基き、「サービス戦略」を立てて「サービスモデル形成」
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を行い、新連携を活用し「サービス供給システム」を形成して、「サービス・パッケージ」として提供

サービスを特定化し、社長と営業員がホスピタリティーを持って顧客満足のための取組みを実行して、

成果をあげるよう努めている。 

 この「サービス供給システム」では、本企業と外部連携企業との間で、連携する機能チェーンの全

体最適化に向けた仕組を構築してサービス供給上の優位性を構築し、参加者の間でＷＩＮ－ＷＩＮな

関係を形成して、市場での成果を上げている。 

今後、本企業が、成長・発展するためには、まず患者、医療機関、地域社会への貢献を考え、次に、

供給企業グループとして、顧客価値創造のためⅰ企業と顧客の外部サービス、ⅱ企業と従業員の内部

サービス、ⅲ顧客と従業員のインタラクティブサービスの向上のため、これらの統合的なマネジメン

トが必要であろう。 

今後のサービス経営の拡大においては、この新しいサービス供給モデルをベースに、継続的な顧客

の獲得に成功する。また、社会でのこのサービスの必要性、意義を明確化して、このサービスモデル

を広域に展開し、次に、現状のサービスのバージョンアップ(改善)、関連サービス・事業への展開を

図る。これらの進展に応じ、必要な人材育成、経営組織の改革を継続的に実施する、等の経営上の進

化が必要になる。 

 このようなサービスモデル革新を持続的に成功させるためには、既に述べたサービス経営の実施に

とって必要な要素を理解して、顧客満足の拡大のために経営的に常に進化する企業である必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 13

（株）ヴァイタスのサービスモデルイメージ図 
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ケース３ やさしい手㈱ 

 

１ 会社概要 
会社名   やさしい手株式会社 

  代表者名  代表取締役 香取 幹  

本社所在地 東京都目黒区大橋 2-24-3 中村ビル４階  

  設立年月日 平成 5 年 10 月１日   

  資本金    4 億 8,989 万円 

  社員数    常勤 516 名 (平成 17 年 12 月現在) 

  年商     約 72 億円 （平成 17 年 6 月期）  

  業務内容 

（１） 指定居宅サービス事業  訪問介護（滞在・巡回）／訪問入浴介護／通所介護／ 

       福祉用具貸与・販売・住宅改修  

（２） 指定居宅介護支援事業  

（３） 委託事業 患者搬送サービス／障害者施設入浴／在宅介護支援センター  

（４） 有料職業紹介事業  

（５） 一般労働者派遣事業  

（６） フランチャイズ事業  

（７） 東京都指定ホームヘルパー養成講座１級・２級・３級  

（８） 福祉用具販売  

（９） 損害保険代理店  

 
２ 経営組織 
  多事業本部制 （ 介護事業本部、開発本部、住環境事業本部、関西事業本部、等 ） 

 
３ 企業理念 

やさしい手は、年とっても住み慣れた地域社会で、ご家族と共に安心して暮らせるよう、総合的な

在宅サービスを行っております。お客様の尊厳を守り、幅広いニーズをくみ上げ、自立を支援する事

で、お客様が安らかな日常生活を楽しみ、ご満足頂けるよう心がけております。  

わたしたちは、いつでも・どこでも、お客様のご要望に沿って、速やかに対応することをモットーに、

利用しやすい在宅サービスと施設における介護・看護サービスを目指しております。 

ご家族が介護に疲れ、精神的な負担とならないように、必要なときに必要なサービスを利用できる体

制を備えております。   

やさしい手の専門スタッフは、より質の高いサービスとお客様やご家族にとって親しみやすい介護・

家事・看護のサポーターとして、日ごろから鋭意努力し、より高度で専門的な学習や研修を積み、ケ

ースマネージメントシステムで、継続的な支援サービスを行っております。  

お客様に信頼され、誰からも期待される社会評価の高い会社「やさしい手」となることを基本理念と

して、活躍していきます。 
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４ 社長挨拶 
 私は、「人間」大好きで、大学を卒業したその時から、「人」の困っているのを見ていられず、思わ

ずお世話したのがきっかけとなり、（株）大橋サービスで、人材紹介の仕事を始めて以来、多くの方々

に喜ばれて参りました。おかげさまで会社の実績評価も広く認めていただけるようになりました。 

「21 世紀はご高齢者の時代」、世のため、人のために長い間貢献されたご高齢者の尊厳をお守りしな

がら、「お力になりたい」「お年寄りを大切にしたい」、そんな思いを込めて平成５年 10 月に民間シル

バーサービス事業、株式会社やさしい手を創設いたしました。これからは、在宅福祉サービスのため

の保健、医療、福祉の専門職の方々の大活躍が期待されています。  

やさしい手は、「年老いても、介護が必要になっても、顔なじみのご近所の方々や家族に囲まれて、住

み慣れた我が家で安心していつまでも暮らしつづけたい。」という願いをかなえるための元気なヘルパ

ーの会社です。 私たちは、いつでも、どこでも、誰にでも、お客様のいろいろなニーズに、速やかに、

お答えすることをモットーに利用しやすい在宅サービスと、施設における介護・看護サービスを目指

しております。 

 
５ 事業内容 
（１）指定居宅介護支援事業 

   平成 12 年 4 月から施行された介護保険制度において、サービス提供の要となる機関。所属のケ

アマネジャー（介護支援専門員）が、要介護認定を受けた利用者の依頼を受け、要望に合ったケ

アプラン（介護計画）を作成したり、福祉サービスの他、保健医療サービスを適切に利用出来る

よう便宜を図り、他機関との連絡調整等を行う。また利用者の依頼を受けて要介護認定の申請を

代行したり、区市町村から要介護認定の１次判定代行調査の依頼を受けることもある。 

（２）訪問介護サービス  

訪問介護に関する専門知識と技術をそなえた有能な担当ヘルパーをご自宅に派遣。質の高い介

護で日常生活のあらゆるお手伝いを 24 時間体制でおこなう。  

介護保険適用、 介護保険適用外（上乗せ部分として個人契約）、 新規個人契約（要介護認定自

立の方等が対象）、 自治体委託（心身障害者（児）・生活支援）  

（３）訪問入浴介護サービス  

移動入浴車で訪問し、ご家庭に組立式の浴そうを搬入して行う入浴サービスと、施設までの送

り迎えを行い、施設内の浴そうを使用する施設入浴サービスがある。移動入浴車によるサービス

は、看護婦 1名とスタッフ 2名が担当し、健康チェックをするとともに主治医と連絡を取りなが

らおこなう。 

介護保険適用、 介護保険適用外（上乗せ部分として個人契約）  

（４）通所介護サービス  

     虚弱など身体的な理由や一人暮らしのため、家庭に引きこもりがちな概ね 65 歳以上の方を対象

に、趣味生きがい活動、レクリエーション、体操、生活相談、健康増進などのプログラムを提供

し、居宅での生活の支援、ご家族の介護負担の軽減を図る。 

  介護保険適用、介護保険適用外（上乗せ部分として個人契約） 

（５）介護機器販売・レンタルサービス事業 

   利用者が、在宅で快適な生活が送れるための様々な介護機器・用品を用意した。家庭でも使いや
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すい介護機器・介護用品を必要なときに必要な数量で注文できる。 

（６）住宅リフォーム事業  高齢者向け住宅リフォーム 

  住宅改修とは、お客様の住まいに手すりの取付けや段差をなくす工事を行なうことにより、今よ

り自立した生活がしやすくなるようお手伝いするサービス。介護保険が導入されたことにより 20

万円（自己負担額１割）までの工事が可能となった。 

 やさしい手は、各支店及びフリーダイヤルにて常時受付ており、即訪問・見積・工事にて対応し

ている。工事は、手すり一本取付から対応。まずは最寄りの支店にお電話いただくか、ケアマネジ

ャーに相談。見積のため訪問する。 

（７）ホームヘルパー1級・2級・3級養成研修事業 

   東京都指定の通信課程の養成講座。訪問介護におけるマンパワーの要として、注目されている質

のよいホームヘルパーを育成。  

（８）介護予防運動指導員養成講座 

  『介護予防運動指導員養成講座』は東京都老人総合研究所が構築した老化研究のプログラムを基

にした講座。介護予防運動指導員養成講座では、「効果的なトレーニング」や「生活活動向上を支援

する介護予防」を指導、提供する人材を育成。 

（９）「おまかせさん」サービス 

  介護保険サービスだけでは、質・量とも足りない方、保険にとらわれないサービスをしてほしい

方、保険適用外の家事・介護・チャイルドケアをご希望のお客様やケアマネジャーの声に応えて、「お

まかせさん」サービスを用意。  

①おまかせ家事コース  

掃除・洗濯・買い物・調理、ベッドメイク・薬の受取、アイロンがけなど、日常生活における家

事一般 

②おまかせケアコース  

見守り・外出の付き添い、入浴介助・食事介助、水分補給 ・排泄介助、移動介助・体位変換、口

腔ケア・話し相手など  

③おまかせチャイルドコース  

送迎（保育園・幼稚園など）、見守り・食事介助・洗面介助、着替え・入浴介助・排泄介助、 

遊び相手など 

 

６ フランチャイズシステム 
（１）２１世紀に入り、高齢者および高齢者予備世代の増加に伴い、ますます介護サービス市場は広

がりをみせ、魅力ある市場として多くの企業が参入している。 

（２）本企業は ISO9001 準拠の品質マネジメントシステムを確立し、その他の介護事業運営に関わ

る経営管理システム、事業運営ノウハウを培ってきた。 

（３）この本企業の企業理念を共有し、各地域で高く評価されるやさしい手グループ構築にともに邁

進していただける、フランチャイズ加盟店を募集。 

（４）自社で開発した「品質マネジメントシステム」（サービス品質をＰＤＣＡサイクル的に向上させ

るシステム）「サービス提供管理プロセス」（訪問介護員に関する利用者とのマッチングシステム）

などを通して、やさしい手グループの共存共栄を図り、常に介護業界の先駆的存在であり続ける
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よう加盟オーナー様と共に邁進する。 

（５）現在の加盟状況は、全国で 24 法人、48 拠点となっている。 

 
７ さくら友の会 

やさしい手の訪問介護員としてご活躍いただいている方々を中心に結成された。お客様に対するマ

ナーや介護の方法、精神的なフォローをどうしたらよいか等、訪問介護の仕事をする上での疑問や悩

みに対して、お互いに情報交換をしたり、ケアマネジャーを交えてケースカンファレンスを行い、ア

ドバイスを得て励まし合う場。  

日頃、胸に留めて他人には話せないことでも、同じ利用者に接している仲間に気がねなく相談でき

ます。また、専門的な知識や技術を身に付けるため、スーパーバイザーの先生による勉強会や自分の

仕事を振り返り、ステップアップのための研修が受けられる。  

 
８ 企業成長の経過 

平成  5 年 10 月 会社設立 

平成  5 年 11 月 在宅介護サービス及び介護機器販売レンタルサービス業務開始 

平成  5 年 12 月 訪問看護サービス開始（保険外サービス） 

平成  6 年  1 月 在宅入浴サービス業務開始 

平成  6 年  7 月 在宅介護サービスシルバーマーク認定証受領 

平成  7 年  4 月 「目黒区ホームヘルプサービス事業（滞在型）」受託 

平成  8 年  6 月 やさしい手全国提携 FC ネットワークシステム開始 

平成  8 年  7 月 やさしい手華陽（岐阜県岐阜市）開設 

平成 11 年 5 月 やさしい手甲府（山梨県甲府市）開設 

平成 12 年 12 月 ISO9001 認証取得 

平成 13 年  7 月 （株）大橋サービスを（株）やさしい手に吸収合併 

平成 16 年 10 月 やさしい手札幌（北海道札幌市）開設 

平成 17 年 8 月 住環境専門店 住環境住まいの整備館吉祥寺北町店（東京都武蔵野

市）開設 

平成 17 年 10 月 予防介護 目黒スタジオ（東京都品川区）開設 

平成 18 年 4 月 目黒区北部包括支援センター、杉並区地域包括支援センターケア

24 上荻、新宿区上落合地域包括支援センター開設 

 

９ サービスモデル革新の内容 
 企業独自の取組によるサービスイノベーション、サービスモデル革新の内容を以下の諸点を確認し

ながら記述する。 

（１） 新しいサービス事業のアイデアの着想 

 ① 平成 5 年会社設立当時、請負形式の新たな介護サービスプランを提供したが、この請負形式の

介護事業は、これまでの人材紹介事業等を越えた新規性のあるサービスであった。人材紹介事

業の形態では事業者に雇用責任が無く、介護サービスを行うに当たっては利用者保護の観点か

ら、雇用管理の責任を明確化した。 
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② 平成 8 年から自社の人に優しいサービスパッケージを全国に広めるため、また、企業成長の手

段としても、他社に先駆けてフランチャイズチェーン展開を開始した。 

（２） サービス戦略の形成   

① 訪問介護に経営資源を集中して、差別化を図ってきている。 

② ＩＴ活用の組織的サービスマネジメントによる顧客満足の向上を図る。 

（３） フランチャイズチェーン戦略 

① 展開のフェーズによる事業の性格の変遷 

ⅰ おまかせサービスの展開期 平成 8 年 7 月 1 号ＦＣ やさしい手華陽（岐阜）開設 

ⅱ 訪問介護パッケージの展開期 平成 11 年 5 月 やさしい手甲府開設 

ⅲ ＩＴ活用のサービスマネジメント展開期 平成 16 年 10 月 やさしい手札幌開設 

② 経営方式 

ⅰ 基本方針 

本部が加盟店との間でフランチャイズ契約を締結して、本部が加盟店に対し、自らが開発したフ

ランチャイズパッケージを提供し、各加盟店は対価としての加盟金、ロイヤリティー等を支払うと

ともに資金投入等必要な開業のための負担を行い、各加盟店は全国的に統一の取れた同質のビジネ

スコンセプトで事業を開始・運営し、市場で成功を収める仕組み。 

 加盟金として 210 万円、研修費 52.5 万円、保証金 50 万円を用意してもらう。これらを含めオー

ナー企業は開業時、全部で 3,000 万円程度の資金を用意するのが標準。ロイヤリティーは、売上の

5%と抑えている。 

ⅱ フランチャイズパッケージの内容 

  商標、サービスマークの提供、加盟店の経営・運営をサポートする各種システム（マネジメント、

マーケティング）を体系的に開発し提供、効率的運営に向けたシステム運営上のノウハウの提供、

これらを体系的に整理した各種マニュアルの提供、事業成功に向けての継続的な経営指導・援助、

等を提供している。 

ⅲ 地域展開方式 

 A 地域： 地域については、直営は首都圏に集中し、その他地域はＦ．Ｃ．展開を基本。 

 B 事業パートナー ： 最近は原則法人としている。また、法人で規模の効果の働く複数営業拠点

を持つ企業を好む。 

C 進出場所・業態 ： 県庁所在地以上の地域を希望し、店舗形態は原則自由。 

ⅳ 管理システム 

 A コンピュータシステム 

  本部のサーバーで出先のパソコンをＡＳＰ管理している。最近のブロードバンド化により、ＩＰ

－ＶＰＮ使い、北海道、沖縄まで直営店と同じ感覚でＩＴマネジメント可能になった。 

 Ｂ 経理サポート 

  売上は、各拠点単位に計上し、ロイヤリティーは、別途、各オーナーに請求する仕組み。 

ⅴ 連携する業務ルーティーン 

  本部と直営店、ＦＣ店との間で、多店舗のＫＰＩを見ることが出来、ゲーム感覚で品質管理・業

績の競争を行っており、また、利用者個別のサービス提供プロセスについて個別案件毎にＰＤＣ

Ａサイクルによるサービス品質の良品検査を行って、連携するルーティーンを確保。 
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ⅵ チェーン展開の状況 

  現在、全国に 24 法人、48 営業拠点に展開がなされている。 

（４） 新サービスの開発 

  現在、これまでのＩＴ活用の労働集約型で、サービス品質を確保するサービスマネジメント能力

を生かして、最新のＩＴを活用した従来のサービスの隣接領域での新業態を開発している。 

（５） 市場での売上   

（ 最近 3 年の売上、対前年比 ） 

                  単位： 千円、% 

         平成 15 年 6 月    平成 16 年 6 月    平成 17 年 6 月 

            5,975,491             7,007,000            7,244,078 

                      126                   117                  103 

 
10 サービスモデル革新の成功要因 
（１） 情報システムのスピードが格段に向上し、ＩＰ－ＶＰＮを使って、全国を高速につなげられ

るようになり、本部と全国の各営業拠点のヘルパーさん達とが、常時、個別に確認できるよ

うになった。 

（２） 各営業拠点の中で、小さいセル型の多能工化した 3 人位の集団で業績の設定、達成、管理を

自ら戦略形成して実践している。 

（３） この提供するＡＳＰシステムによる管理ツールで間接業務に従事する管理職が不要となり、

生産性向上、コスト削減を実現している。 

（４） 今回の介護予防サービスについても、お客様各自の介護予防サービスについて目標とその達

成度についてＰＤＣＡサイクル的に実践して、個別の顧客満足度を高めるようにしており、

このようなサービスマネジメントが、顧客の支持を得てきている。 

（５） フランチャイズチェーンのマネジメントにおいて、本企業をコア企業とするバーチャルな組

織体を形成して、機能チェーンの全体最適化に向けた仕組みを構築し、全国一律の高いサー

ビス品質の提供するための対応する共有化された業務ルーティーンにより事業運営してきて

いる。これらのサービスに対する顧客の支持を得て、本企業、各オーナー企業、介護スタッ

フ、サービス利用者の間でＷＩＮ―ＷＩＮな関係が構築されている。 

 
11 サービスモデル革新の効果 

（１） 既存のサービスとの対比での供給体制側の効果、利用者に与える効果 

従来の訪問介護員とサービス利用者とのマッチング業務、また、訪問介護員の個人の技術に

依存したビジネスモデルから、上記の組織的なサービスマネジメントによるサービス供給へと

進化させてきている。これが、利用者の支持を得てきている。 

品質面：利用者個人ベースでのＰＤＣＡサイクルシステム導入による満足度の拡大 

納期面：介護員の大量の社内での養成による人材供給 

コスト、生産性： 介護員の長期キャリアプランに基く人材育成による能力向上とＩＴシステ

ム活用による生産性向上、コスト削減を実現 

（２） 需要創造 
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 本サービスにより、社会的に大きい潜在需要を顕在化させるとともにこの個別のサービスマ

ネジメントが利用者の支持を得て、既存サービスからの乗換えも起きている。 

（３） 社会に与える価値 

   本企業として、高齢化社会の到来を迎え、個別の利用者にやさしく、各人が希望を持って前

向きに生きてもらえるように働きかける本サービスシステムを日本中に広め、本企業としての

社会的役割、社会的価値の実現に貢献する。 

 
12 総合評価  

本企業の母体は、東京目黒区で看護婦家政婦紹介所として有名であった大橋サービスであるが、そ

の後、平成 5 年、ホームヘルパーの請負の在宅介護サービス業へ転換し、さらには介護保険制度の導

入に応じ、多様なサービスメニューの拡大に努めてきており、その事業内容も介護保険事業、これに

該当しない事業も含め、既に述べているように 9 事業も展開している。また、平成 8 年からフランチ

ャイズチェーンシステムを開始して、その事業展開に努めてきている。 

平成 5 年会社設立当時、請負形式の新たな介護サービスプランを提供したが、この請負形式の介護

事業は、これまでの人材紹介事業等を越えた新規性のあるサービスで、平成 8 年からフランチャイズ

チェーン展開も他社に先駆けて実施され、自社の人に優しいサービスパッケージを全国に広めている。 

本企業のサービスモデル革新・イノベーションの成功の要因を個別に見ると、①情報システムのス

ピードが格段に向上し、ＩＰ－ＶＰＮを使って、全国を高速につなげられるようになり、本部と全国

の各営業拠点のヘルパーさん達とが、常時、個別に確認できるようになったこと、②各営業拠点の中

で、小さいセル型の多能工化した 3 人位の集団で業績の設定、達成、管理を自ら戦略形成して実践し

ていること、③この提供するＡＳＰシステムによる管理ツールで間接業務に従事する管理職が不要と

なり、生産性向上、コスト削減を実現していること、④今回の介護予防サービスについても、お客様

各自の介護予防サービスについて目標とその達成度についてＰＤＣＡサイクル的に実践して、個別の

顧客満足度を高めるようにしており、このようなサービスマネジメントが、顧客の支持を得てきてい

ること、等が上げられる。 

このようなフランチャイズチェーンのマネジメントにおいて、本企業をコア企業とするバーチャル

な組織体を形成して、機能チェーンの全体最適化に向けた仕組みを構築し、全国一律の高いサービス

品質の提供するための対応する共有化された業務ルーティーンにより事業運営してきている。このサ

ービスに対する顧客の支持を得て、本企業、各オーナー企業、介護スタッフ、サービス利用者の間で

ＷＩＮ―ＷＩＮな関係が構築されている。 

 今後高齢化社会の到来を間近に控え、この領域の社会的ニーズは拡大の一途を辿ると想定されるが、

そのサービス供給における品質確保、生産性の向上の課題への更なる対応が望まれている。 

いずれにしても、本企業は、今後ともそのフランチャイズチェーン展開を進めて行くことになろう

が、本企業が本事業領域において中小企業から事業拡大して、多様な事業メニューの運営と蓄積した

事業経験によるフランチャイズチェーン展開に成功している企業として、今後に続く各地域の介護事

業者の経営改革のモデルとしての役割を果たしていかれることが期待される。 

 また、現在、本企業は、これまでのＩＴ活用による労働集約型でサービス品質を確保するサービス

マネジメント能力を生かして、最新のＩＴ活用の従来のサービスの隣接領域での新業態の開発に着手

しているが、今後、サービス業の生産性向上のためにもこのような取組がなされることが期待される。 



 21

ケース４ ㈱サンフォーレ 

 

 

１ 会社概要 
(1) 概要 
① 会社名 株式会社サンフォーレ 

② 住所  神奈川県藤沢市鵠沼石上１‐１‐１ 

③ 設立年  １９８８年３月 

  創業年  １９９２年２月 

④ 社長   堀井利修 

⑤ 資本金  ５，５００万円 

⑥ 従業員数  ２１０名（２００７年４月現在） 

(2) 経営理念 
① 経営理念 

『地域との調和の中でシニアサービスパラダイムの変革を通して、お客様の期待や想像を超えた自由

で楽しく生きがいのある高齢社会創りに貢献する』 “笑顔が一番 サンフォーレ湘南物語” 

② 基本方針 

１）シニアルネッサンス 

シニアは一人ひとり固有の人生を歩んでいます。年老いても他から束縛された生活を強いられること

なく、自分なりの人生を貫き、自らの人生を完成させたいと望んでいます。 

これを支えるのが、サンフォーレの人生完成期における『いつくしみの介護』です。  

２）街角ルネッサンス 

２１世紀の超高齢者社会はシニアの増大で社会全体を重い社会にしてはならない。老いも若きも自

己実現の可能性を持つ、フレキシブな社会でありたい。そのためには高齢者の増大を“負”の概念か

ら“正”の概念の構築、すなわち市場の創造に結びつけたい。 

市場の原点は雇用であり、地域社会の活性化です。サンフォーレはシニアサービスを通じてコミュニ

ティビジネスを創造し、地域社会の活性化に力を注ぎ続けます。  

(3) 経営組織 
機能別組織 

(4) 事業内容 
小規模シニアホーム付多機能ケアシステムの運営・管理、及びこれに関するコンサルテイング・オ

ペレーションサーポートサービスの提供 

(5) 企業成長の経過 
１９８８年 在宅サービス事業の準備のため会社設立  

１９９１年 事業構想に基づく実験館候補決定  

１９９２年 実験館「サンフォーレ鎌倉」（シニアホーム）開設  

１９９６年 第 1 回神奈川県新企業創出オーディション優秀賞受賞  

神奈川県が有望なベンチャー企業を育成・支援するためのオーディションを開催 
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し、全国から 200 社余りが参加した。当社は実験成果、将来性、事業計画、起 

業精神等の面で最優秀の評価を受けた結果、神奈川県の支援企業になった。 

１９９７年 実験完了に基づく本格的事業展開として、「サンフォーレ鵠沼」（有料老人ホーム）を開設 

           第 8 回ニュービジネス大賞優秀賞受賞 

             全国レベルで優秀な起業家の支援活動を行っているニュービジネス協議会 

（NBC） が実施した NB 大賞選考において、当社の「小規模なシニアホーム 

を拠点とした介護サービス」のコンセプトとその実践が高く評価され、97 年 

度優秀賞を受賞した。 

１９９８年 シニアホーム「神の庭サンフォーレ」（秦野）開設  

１９９９年 グループリビング「リーラの家・辻堂」開設  

       公的介護保険適用事業所認定（鵠沼・鎌倉・秦野） 

２０００年 シニアホーム「サンフォーレ南林間」開設 

（株）ユニバーサルホームとの共同出資により、グループホームの建設・運営会社 

「（株）リーラの家」設立 

２００１年 シニア ホーム「サンフォーレ材木座」開設 

２００２年 グループリビング「リーラの家・鵠沼松が岡」開設 

２００３年 グループリビング「リーラの家・鵠沼鵠洋」開設  

ターミナルホーム「サンフォーレ鎌倉栗田」開設  

      SunNET１号事業所グループホーム「リーラの家・しこく」開設 

      「地域福祉私募債」を発行、サンフォーレの信用評価と資金調達に新たな道を開く 

２００４年 グループホーム「街角の家・南林間」１０ホーム目として開設  

２００５年 デイサービス「まちかど大船」開設 

２００６年 小規模多機能型居宅介護「まちかどメンバーズ倶楽部・鵠洋」開設 

２００６年 「まちかど大船」を発展させ、小規模多機能型居宅介護「まちかど 

メンバーズ倶楽部・大船」開設 

第２回「地域福祉私募債」を発行、外部評価を継続的に得る 

２００７年 秦野にグループホーム及び小規模多機能型居宅介護ホーム開設準備中 

 

2 サービスモデル革新のプロセス 
(1) 着想、新機能形成 
① 着想 

 社長は家族の在宅ケアを 26 年も行い、これを契機に新時代のケアを地域社会のコミュニティーで

解決する方法をライフワークで取組む夢を持った。 

 それを実現するために在宅ケアを供給する小規模シニアホームを実験的に建設する計画を立て、ソ

フト開発を中心に実験館を 5 年間運営し、黒字経営を実証し、その後の本格展開につなげてきている。 

② 新機能の内容・性格 

２０世紀の平等、自己抑制的な滞在型の介護サービスに対し、本企業は２１世紀の多様な価値観が

展開される時代に基づく自分達の老後創り、一人ひとり自分らしい生きるという視点で以下の３つの

サービス革新を実施している。 
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ⅰ 家庭介護から地域介護へ転換 

ⅱ 身体ケア中心から心のケア中心へ、このため大規模（郊外）サービスから小規模（街角）サービ

スへの転換を行っている。 

ⅲ 従来の単機能サービスに比べ、複合的な多機能サービスメニューを提供している。 

(2) 新サービスモデル形成 
① 差別化の要素 

ⅰ 自由で、楽しく、生きがいあるシニアライフを実現する「いつくしみのスキル」を形成。 

ⅱ 連続２０年黒字経営のサンフォーレウェイ「小規模多機能」ビジネスモデル 

② 収益性確保のメカニズム 

ⅰ 21 世紀の老後は今の形のままでは満足できず、自分たちはその生き方、サービスモデルを提案し、

各地域の方々の理解と賛同を得ようとしている。 

ⅱ 現在 14 モデルまで来ており、3 ヵ年計画で 21 モデルまで拡充し、外部に対し、New Sun net 

    でチェーン展開を予定している。 

(3) 新サービス開発・内容 
① 新サービスの分類 

シニアホームのコンセプトは、サービスの基本として街角での立地、小規模ホーム、共生、バリュ

ー、マンツーマンケア、心のケア、フリーステイ、フリーサービスを提供する。また、その経営に当

たってはシニアの雇用、女性の雇用と登用、サービス市場の拡大、シニア文化の創造を念頭に置いて

いる。以下の入居一時金は、賃料の前払い的な性格のお金で、これを含む顧客の全体的な支払いプラ

ンは顧客との相対の相談で、決めていく。以下の利用料には食費、管理費、居室清掃、下着類洗濯、

等を含む。以下に 11 施設の特徴的な機能別にサービス提供内容、期間、資金負担の方法を説明。 

ⅰ コミュニティでの老後     
サンフォーレ鎌倉〈シニアホーム〉 

入居期間：短期、長期(5 年) 入居一時金：長期で 5 年分相当 利用料負担 

サンフォーレ鵠沼〈有料老人ホーム〉 

入居期間：短期、長期(10 年) 入居一時金：長期で 10 年分相当 利用料負担 

サンフォーレ南林間〈シニアホーム〉 

入居期間：短期、長期(1 年､10 年) 入居一時金：長期で 1 年､10 年分相当 利用料負担 

サンフォーレ材木座〈シニアホーム〉 

入居期間：短期、長期(5 年､10 年) 入居一時金：長期で 5 年､10 年分相当 利用料負担 

サンフォーレ鎌倉栗田〈ターミナルホーム〉 

入居期間：短期、長期(1 年､5 年) 入居一時金：長期で１年､５年分相当 利用料負担 

ⅱ 仲間との老後                  
神の庭サンフォーレ（サンフォーレ秦野）〈シニアホーム〉 

入居期間：短期、長期(1 年､10 年) 入居一時金：長期で 1 年､10 年分相当 利用料負担 

リーラの家 鵠洋〈シニアホーム〉 

入居期間：短期、長期(1 年､10 年) 入居一時金：長期で 1 年､10 年分相当 利用料負担 

リーラの家 鵠沼松が岡〈シニアホーム〉 

入居期間：短期、長期(1 年､10 年) 入居一時金：長期で 1 年､10 年分相当 利用料負担 
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ⅲ グループホーム  
 グループホームのコンセプトは、痴呆シニアを対象としヨーロッパで始められた方式で、非常に小

規模のホームで家庭の延長のような部屋とサービスで従業員と家族同様の生活を行うサービス形態を

基本としている。                

街角の家 南林間〈グループホーム〉 

入居期間：特に定めない 入居一時金：48 万円  利用料負担 

ⅳ 小規模多機能型居宅介護 
 特定地域の特定会員に提供するサービスで、18 年度改正の介護保険法ではじめられた 1 つの事業所

デイサービスを中心に、随時、訪問介護サービスや短期宿泊を組合わせた介護サービスを提供する。        

まちかどメンバーズ倶楽部 鵠洋〈小規模多機能型居宅介護〉 

利用法   料金負担 

まちかどメンバーズ倶楽部 大船〈小規模多機能型居宅介護〉 

利用法   料金負担 

ⅴ New Sun NET  
 本企業のこれまでの建築から運用までのノウハウを集積した仕組をフランチャイズとして 

国内各地域へ提供を開始。 

② サービスモデル上の本部と各施設の業務の棲み分けと機能連携の仕組 

ⅰ 施設での日常のケアの基本の仕組 

 入居者の毎日の a 居室での生活、b 食事、c 入浴、d 各種アクティビティーへの参加、等の 

動線について、施設内の常勤・パートの従業員が、お年寄りのこだわりの生き方に配慮して顧客接点

での顧客経験・満足を高めるように、多機能型で職員連携の介護サービスを提供している。 

ⅱ 本部と各施設の役割分担 

 本企業のサービスモデルの基本は、フロントオフィスの顧客接点でのプロセスの管理は、各施設で

分散してサービス供給。バックオフィスの見えないサービス業務は本部での集中処理実施。 

＜本部の主たる業務＞ 

a  事業の企画･開発、 

b 人事・研修・経理・財務・IT （資材の一括調達と一括支払い等） 

c 知覚品質の管理 

d  各施設の食事メニューの開発、食材の集中調達 

＜各施設＞ 

食事、掃除、洗濯、お風呂、等の生活サービスの供給、食事の調理は各施設で行い、温かい食事を提

供。顧客参加の各種の行事等のアクティビティーの実施。 

ⅲ 顧客接点の管理 

a  慈しみの介護を目指し、個々人の人間像・老後での基本的なこだわりを解明して家庭介護から地

域介護に転換し、身体のみならず心を支える。（家庭による家族介護から仲間による仲間介護に転

換である） 

b  顧客の現在家庭でのライフスタイル上の 5 つの重点項目・こだわりを把握して、職員間で情報共

有して、顧客満足・感動に向けてのカスタマイズサービスに努めている。 

ⅳ 生産性向上への取組 
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 建築を行う子会社を設立し、資材を自前で買い付けて、コストダウンを図っている。また、福祉器

具を他社と共同開発し、自社用途以外に他社にも販売し、この福祉サービスを総合サービス化するビ

ジネスモデルを確立して、生産性向上、低価格でのサービス供給に効果をあげている。 

 従業員に地域の主婦を活用し、アクティビティーを中心にボランティアを活用している。 

地域密着型サービスであり、口コミによる集客に成功し、マーケティング費用が低減できている。 

ⅴ 連携する施設間の取組 

 藤沢地域の 4 拠点間での人材のプール化によるフレキシブルな勤務管理を実施。 

ⅵ 資金構造の基本 

 施設は地主の理解を得て、地主からのリース契約にて提供を受け、利用料を支払う。入居一時金は、

賃料の先取りであるが、主な支出費用は、職員の人件費である。サンフォーレウェイ「小規模多機能」

ビジネスモデルを確立して、連続２０年、黒字経営を実践している。 

③ 新サービスの評価 

上記の本部と直営の各種施設間の地域内供給システムは、以下のように整理できる。 

ⅰ 事業全体を本部のバックオフィス的機能の集中・統合実施と各施設での地域密着型のフロントオ

フィス的な生活サービス機能の分散実施に分けて実施している。 

ⅱ 生産性向上に向けて、本部主導のバックオフィス業務の集中実施、ハード施設の共同開発、等を

実施している。 

ⅲ サービス品質向上に向けて、本部主導の現場での知覚品質の向上に向けての取組、従業員の研修、

人材育成、等を実施している。 

これら活動は、本企業のような地域密着型の事業運営において、顧客情報共有をベースとし、 

本部と各施設の間で生産性向上、サービス品質の向上、ブランド向上、等のため、その機能チェーン

の統合的で全体最適化に向けた仕組・即ちその業務運営システムを構築し、サービス供給上の優位性

を構築して、さらに適切な顧客接点のマネジメントを通じて、入居者の顧客満足・感動の獲得に成功

している。 

(4) 開業と顧客接点のマネジメント 
① 開業 

 湘南地域での開業地点選定のポイントは、駅から歩いて 10 分、駅の南・海側の住宅地域を意識し

ている。これまでは、そこで主婦層、等の雇用が確保できた 

② 顧客接点での経験のマネジメント 

a  慈しみの介護を目指し、個々人の人間像・老後での基本的なこだわりを解明して家庭介護から地

域介護に転換し、身体のみならず心を支える。 

b  顧客の現在家庭でのライフスタイル上の 5 つの重点項目・こだわりを把握して、職員間で情報共

有して、顧客満足・感動に向けてのカスタマイズサービスに努めている。 

(5) 市場での顧客満足・顧客感動の確保への取組と評価 
① 最近の本企業の実施したアンケートでは、本企業の施設での終末期の看取りを希望する件数 

が増えて来ており、究極の顧客満足のサインと見られる。 

② 地域密着型のサービスであり、日々の希望の実現・苦情処理において、個別対応している。 

(6) 経営上の成果 
 20 年連続して、黒字経営を果たしている。 
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(7) 安定成長・産業化の方向 
① 従業員満足への取組 

 現在は、サービス人材が不足気味で、人材獲得競争になっている。職員のやりがいを刺激する対応

が基本である。 

 同業他社の資格制度による給与の格付けを超えて、社内で階層別研修を実施している。研修受講者

が試験を受けて、社内ランクを上昇していくと、給与が上がる仕組である。 

② 出店・成長戦略 

 本企業は会社を大きくすることが目的ではなく、シニアが自分らしく地域で生きていけるモデルを

地域社会に提供していく。21 位のビジネスバリエーションモデルが必要と考え、現在もモデル開発の

途上である。 

③ 経営改革 

 2007 年 8 月からの CS21 計画を策定・実施に入っている。 

 

3 サービスモデル革新の効果 
(1) 既存サービスとの対比での供給サイドの効果 

本企業の以下の 3 点のサービス革新は、同業他社モデルから差別化されたものとなっている。 

① 家庭介護から地域介護への転換 

② 身体ケア中心から心のケア中心へ、このため大規模（郊外）サービスから小規模（街角）サービ

スへの転換を行っている。 

③ 従来の単機能サービスに比べ、複合的な多機能サービスメニューを提供している。 

(2) 需要サイドに与える効果 

 施設入居者の立場からみると、その方の晩年を自分らしく生きることを支える。 

 平等なサービスではなく、個々人のニーズに対応したカスタマイズした心のケアを追及。 

(3) 社会、環境に与える効果 

 本企業はシニアサービスを通じてコミュニティビジネスを創造し、地域社会の活性化に力を注いで

いる。 

 

４ 成功の要因 
(1) 経営者の体験、先見性、危機感から本サービスモデルが形成され、その人らしい老後を送れるよ

う支援してきている。 

(2) この差別化モデルを 20 年間実施して、地域での評価を得て、20 年間黒字経営できた。 

(3) 平等の介護からその人らしい老後の実現にむけての介護への転換を世の中の流れより早く実践し

て、最近、やっと社会、制度が追いついてきた。 

 

５ 総合評価 
本企業は､1988 年設立・1992 年創業の神奈川県を中心に 13 施設の事業所でシニアホーム付ケアシ

ステムの運営・管理、等を行っている福祉・介護型のベンチャー企業である。 

本企業の事業化に向けての着想は、社長が自ら家族の在宅ケアを 26 年も行い、これを契機に新時

代のケアを地域社会のコミュニティーで解決する方法をライフワークで取組む夢を持ったことである。
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それを実現するために在宅ケアを供給する小規模シニアホームを実験的に建設する計画を立て、ソフ

ト開発を中心に実験館を 5 年間運営し、黒字経営を実証し、その後の本格展開につなげてきている。 

この間、シニアホームのコンセプトをベースに、サービスの基本として街角での立地、小規模ホー

ム、共生、バリュー、マンツーマンケア、心のケア、フリーステイ、フリーサービスを提供する。ま

た、その経営に当たってはシニアの雇用、女性の雇用と登用、サービス市場の拡大、シニア文化の創

造を念頭に置いて事業展開してきている。現在まで 13 施設を運営してきており、最近では「N-Sun 

NET」のビジネスモデルで、本企業のこれまでの建築から運用までのノウハウを集積した仕組や食

材・研修等各々アイテム毎でもサンフォーレウェイとして国内各地域へ提供を開始している。 

本企業の提供サービスを本研究のフレームワークで評価すると会社の本部と直営の各種の事業所の

地域内供給システムは、①本企業の自由で、楽しく、生きがいあるシニアライフを実現する「いつく

しみのスキル」、②連続 20 年黒字経営のサンフォーレウェイ「小規模多機能」ビジネスモデルをベー

スに、以下のように整理できる。 

(1) 事業全体を本部のバックオフィス的機能の集中・統合実施と各施設での地域密着型のフロントオ

フィス的な生活サービス機能の分散実施に分けて実施している。 

(2) 生産性向上に向けて、本部主導のバックオフィス業務の集中実施、ハード施設の共同開発、等を

実施している。 

(3) サービス品質向上に向けて、本部主導の現場での知覚品質の向上に向けての取組、従業員の研修、

人材育成、等を実施している。 

これら活動は、本企業のような地域密着型の事業運営において、顧客情報共有をベースとし、本部 

と各施設の間で生産性向上、サービス品質の向上、ブランド向上、等のため、その機能チェーンの統

合的で全体最適化に向けた仕組・即ちその業務運営システムを構築し、サービス供給上の優位性を構

築して、さらに適切な顧客接点のマネジメントを通じて、入居者の顧客満足・感動の獲得に成功して

いる。 

 市場での経営上の成果も順調に黒字を示してきている。 

 いずれにしても、本企業の提唱・提供する『いつくしみの介護』は、21 世紀の高齢化・少子化社会

において、シニアの人生の完成期における福祉・介護のあり方であり、この基本コンセプトをベース

に、今後とも着実な事業展開に努めて、本企業の地域密着型で地域コミュニティーと連携する福祉・

介護のビジネスモデルを多様化し、完成させていくことが望まれている。 
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ケース 5 キュービーネット㈱ 

 

１ 会社概要 
（１）概要 

社名 キュービーネット株式会社 

代表者  代表取締役社長 岩井 一隆 

本社所在地   東京都中央区銀座二丁目 8番 15 号 銀座通り共同ビル 8階  

設 立   平成 7年 12 月 20 日  創 業   平成 8年 11 月 1 日  

資本金   235,600,000 円   従業員数   53 名（平成 19 年 6 月末現在）  

事業内容    

・ヘアカット専門店「ＱＢハウス」の直営店（156 店）事業 

・FC 加盟店（143 店）やビジネスパートナー店（58 店）への設備リース事業 

・ノウハウ提供による FC 加盟店からのロイヤルティ事業 

・FC 加盟店への消耗品等の物販事業  

（２） 経営理念 

「時間産業のパイオニア」として人々に「時間」の価値をリーズナブルに提供する企業とな

る 

（３） 社是 

   時間を意識し、無駄を排除する者だけに利益がある。 

   常に変わり続けること。 

   誰も追いつけないコスト意識が、成功につながる。 

（４） 経営組織 

 本社     機能別組織 （ 営業本部、管理本部、ＣＳ本部 ） 

グループ企業 

  ㈱キューアンドビー  （平成 14 年設立） 

   所在地  東京都中央区銀座三丁目 13 番 5 号 

   事業内容 

        QB ハウス設備のリース、レンタル事業 

        QB ハウス独立希望者への融資事業 

  QB NET INTERNATIONAL PTE．LTD（平成 14 年設立） 

所在地  32 Maxwell Road,White House #03-03A, Singapore 069115 

   事業内容  QB ハウス事業の海外展開 

（５） 企業成長の経過 

平成 7 年 12 月  キュービーネット株式会社を東京都千代田区永田町二丁目 17 番 5 号に設立。  

平成 8 年  9 月  本社を東京都中央区銀座二丁目 14 番 12 号に移転。また、ＱＢハウス研修センター

を開設。各種器具・材料及び技術実験を開始。「ＱＢハウス」の名称を決定。  

        11 月  ＱＢハウス第 1 号店「神田美土代店」をオープン。  

平成 9 年  4 月  FC 第 1 号店「水道橋店」がオープン。  
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平成 10 年 1 月  中国地方に初進出となる、「岡山桑田町店（現、倉敷店）」をオープン。  

          3 月  九州地方に初進出となる、「大分駅前店」をオープン。  

          4 月  近畿地方へ初進出となる、「南海堺駅店」・「近鉄難波店」をオープン。 

               あわせて、大阪事務所を開設。  

         7 月  東日本キヨスク株式会社と契約、神田駅に FC 店をオープン。  

平成 11 年 2 月  1998 年度ニュービジネス大賞および 1998 年度 ASIAN INNOVATION AWARDS 

受賞。  

          5 月 モービル（トレーラーハウス）タイプの初出店となる「モービル中野店」をオープン。 

平成 12 年 2 月   東北地方へ初進出となる、「青森みどり店」をオープン。  

          3 月   第 50 号店となる「蒲田東口パート店」をオープン。 

続いて、初の改札内店舗となる「西武池袋駅店」をオープン。  

         4 月  本社を東京都中央区銀座三丁目 14 番 1 号に移転。  

平成 13 年 1 月  第 2 次店舗管理システムを導入。  

          9 月  第 100 号店となる「金町駅前店」をオープン。  

平成 14 年 3 月  従来型の理容店との併設型（ハイブリッド型）店舗「溜池山王店」をオープン。  

          4 月  本社を東京都中央区銀座二丁目 8 番 15 号（現在所在地）に移転。 

               初の海外店舗となる「日立タワー店」をシンガポールにてオープン。  

         6 月  高速道路サービスエリア内への初出店となる、「海老名サービスエリア店をオープン。  

平成 15 年 4 月  北海道初進出となる、「札幌駅北口駅前」「函館駅前」「キャポ大谷地」の 3 店舗を

同時オープン。  

          9 月  環境にやさしい新素材のくし（可燃ごみとして廃棄可能）を導入。  

         12 月  マレーシア初出店となる「IKEA 店」をオープン。  

平成 16 年  2 月  初の改札内外から入店が可能な「小田急中央林間駅店」をオープン。  

平成 17 年  2 月 第 3 次店舗管理システムの導入。 

      香港初出店となる「ヨーマテイ店」をオープン。 

6 月  第 300 号店となる「Do！栄店」をオープン。 

タイ初出店となる「タニヤ店」をオープン。 

     12 月 新業態女性向けブランド「Ｑｕａｔｒｅ Ｂｅａｕｔｅ（キャトルボーテ）」を開業 

平成 18 年  1 月  ビジネスパートナー店舗が 50 店舗突破した。 

  

２ サービスモデルの内容 
（１） 時間産業への可能性 

 小西会長のメッセージとして、以下の見解が表明されている。 

「私どもが、ＱＢハウスであつかっているのは「時間」です。技術革新と経済の発展により、すべて

を手に入れることができた現代人。しかし、時間だけは、ますます手に入れにくくなっています。Ｑ

Ｂハウスでは、「わずか 10 分でできること」を具体的な形で提案し、その大切さを問い直すきっかけ

をご提案できたと確信しています。ＱＢハウス事業にご参加いただき、今までにない「時間」産業の

可能性を共に切り拓いて参りましょう。」 

（２） モデルの概要 
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① 一般のサロンで行うシャンプー、シェービング等、お客様ご自身で出来ることをサービスから除

外し、カットのみに特化したサービスを提供するヘアカット専門店のモデルである。これに要す

る時間は 10 分で、代金は 1000 円（税金込み）にて提供している。 

② サービスの内容 

  ヘアカットとエアーウオッシャー（吸引力で髪を吸い取る機械）のサービスで、シャンプー、ブ

ロー、パーマ、カラーリング、シェービングをサービスから除外。 

  すぐ伸びる髪に対し伸びた分だけカットして髪型を極端に変えることなくスタイルを維持するカ

ットスタイルを提案。 

③ 10 分、1000 円で出来る理由 

  洗練された技術スタッフ、スタッフの動きをサポートするシステムユニット、オリジナルな 

  エアーウオッシャー機器、お客様の協力による。 

④ 衛生面へのこだわり 

  1 回しか使わない櫛（使用後お客様に無料で贈与）、衛生的なユニフォーム、1回使用のネックペ 

ーパー 

（３） 新サービス形態の追求 

① 海外向けに開発された QBShell（貝殻）の改良版。 

従来のユニットよりファッショナブルになり、カットをするお客様の正面に、様々な情報配信

が可能な液晶モニターを設置。 カットイスの下部に位置していたダストボックスを廃止し、キャ

ビネットに内蔵したフロアクリーナーで吸い取るようにした。 

 平成 17 年 2 月の第 3 次店舗管理システムの導入以降、このタイプの機器を導入しており、現

在、100 店舗に導入済みである。 

② 女性向けの新業態店舗「Ｑｕａｔｒｅ Ｂｅａｕｔｅ（キャトルボーテ）」の開設 

  東京メトロ表参道駅構内のスペースに女性の美を追求するための 20 分、2000 円（税込み）で

予約無し、洗練された技術で、ヘアカット及びスタイリングを提供するモデルを提示している。 
首都圏で今後年 2－3 店舗ずつ開業を計画している。 

 

３ サービスモデル革新の内容  
 開業時点に遡り、企業独自の取組によるサービスモデル革新の内容を以下の諸点を確認しながら記

述する。 

（１）新しいサービス事業のアイデアの着想 

 当初、本ビジネスを開業しようとした際の問題意識、着想のポイントは以下の通り。 

①お客さんが不満を持っていることはすべて解決する。 

  髭剃りもシャンプーも家でできるからカットだけしてくれればいい。 

  カットだけにすることで半日仕事だった散髪を短時間（１０分）に。 

  自分の荷物は目の前のキャビネット内に入れることで店員に預けなくて済むから安心。 

待ち時間が長いのはいやだが 10 分で髪を切る店だから待たなくて済む。 

②ＱＢハウスはＩＴと人の連係で動き、情報管理、資金管理はすべてコンピュータで実行。 

③ここでは働く人に歩かせない。これから生きていけるのは、そういう時間管理のできる会社では

ないか。 
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④私たちは、「家業」を「企業」にしようとしており、「企業」ならば 365 日オープンできる。 

 サービス業として定休日などの設定は供給側のエゴである。 

⑤どこでも同じ技術・サービスで、この店に入ればまず間違いないという店にしたい。 

（２）サービス戦略の形成、開発、開業の方向 

 本企業は、平成 5－7 年位で当初の事業化戦略を構築したが、会社設立と同時にフランチャイズ展

開戦略を実施しようと準備しており、新店舗での業務サービス設計を作っていた。即ち、提供するサ

ービスパッケージの内容、特に時間、価格、品質、マーケティング戦略は出来ていた。  

 一般的なフランチャイズチェーンの発展モデルのフェーズ１の 「フランチャイズ店舗の業態開

発・設計」の内の「事業の差別化等、事業モデルの確立」、「店舗概要の整備」が完了していた。 

平成 7－8 年になって、フェーズ１の残りとフェーズ２の「本部機構の構築」とフェーズ３の「加盟

店のオーナー開発」を同時に開始しようとした。 

 ただ、フランチャイズオーナーの理解を得る事が難しく、直営店を 3 店出店した後、平成 9 年 4 月

にオーナー店 1 号店の出店が実現した。平成 10 年位から、本格的に加盟店の拡大に向けての出店計

画策定、事業開発が機能し始めている。 

（３）フランチャイズ事業（事業の産業化）の概要 

① 基本方針 

本部が加盟店との間でフランチャイズ契約を締結して、本部が加盟店に対し、自らが開発した

フランチャイズパッケージを提供し、各加盟店は対価としての加盟金、ロイヤリティー等を支払

うとともに資金投入等必要な開業のための負担を行い、各加盟店は全国的に統一の取れた同質の

ビジネスコンセプトで事業を開始・運営し、市場で成功を収める仕組みを構築している。この内、

オーナーの負担は、加盟保証金 200 万円、加盟登録料、初期店舗工事費 500 万円程度がかかり、

セットの機器・ソフトはリース契約となっている。ロイヤリティーは売上の 10%としている。 

 ② フランチャイズパッケージの内容 

  「QB ハウス」という商標を提供し、加盟店の経営・運営をサポートする IT システム等各種シス

テムを体系的に開発し提供している。また、効率的運営に向けたシステム運営上のノウハウを提

供し、これらを体系的に整理した各種マニュアルの提供、事業成功に向けての継続的な経営指導・

援助も行っている。 

 ③ 現在の地域展開方式 

  ⅰ 地域  全国の 7 大都市地域を念頭に置いている。 

  ⅱ 相手方 創業当初は個人のオーナーを募っていたが、最近では法人又はＱＢハウスで働くス

タッフが独立する制度を活用したビジネスパートナーに限っている。法人としては、

鉄道事業のサービス企業、大規模小売店舗企業、等としている。 

  ⅲ 進出場所 鉄道施設内、大規模小売店舗内が多い。 

④ 管理システム 

  ⅰコンピュータシステム 

   毎日ベースで売上情報を時間別、性別、年齢別に把握している。 

   月次ベースで一括入金している店舗売上金からロイヤリティー等を差し引いた資金が計上精算

される。 

  ⅱ資材サポート 
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   ほとんどの資材を本部が大量仕入れベースで各店舗に供給している。 

 ⑤ 業務マニュアルを配布して、研修を行っている。 

⑥ 連携する業務ルーティーン 

  各店舗間でカットの技術レベル、接客術の高位の同質化を目指している。 

  間接業務は可能な限り省略化し、本部のシステム活用で対応する。 

⑦ チェーン展開の状況 

   これまでのチェーン展開の状況を以下に示す。 

チェーン展開の状況（ 期末店舗数と来客者の推移 ） 
                              単位：千人、店舗 

      10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年  19 年（各年 6月末） 

 来客者数   277  684    1398  2337   3522  4979   6492  8034 9527  10591 

 店舗数      16   36      57    91    137   182    229   291  335     357 

（４） 事業の東アジア展開の状況 

① シンガポールの海外統括会社が 100%子会社で香港に QB 香港を設立するとともにタイで現地

資本との合弁で QB タイランドを設立して事業運営している。タイではライセンス供与の形に

なっており、ライセンスフィーが海外統括会社に入る仕組みとなっている。 

② 国別に見ると、シンガポールでは直営店が 14 店舗で 10 シンガポール$（700－750 円）で提

供し、香港では香港子会社の直営店が 9 店舗で 50 香港$（750 円）で提供し、タイでは合弁

企業の店舗が 6 店舗で 100 バーツ（300 円）で提供しており、各国において需要を確保でき

各々の事業はそれぞれ収益を上げている。 

③ 海外事業全体の収益状況は、初期投資の累損が残っているが、単月では黒字化している。 

④ 現在、世界 22 カ国から出店依頼のオファーが来ており、今後も東アジアの大都市をターゲッ

トに出店を検討していく。 

（５） 新サービスの開発 

上記の女性向けの新業態店舗の展開に努めていく。 

 
４ サービスモデル革新の成功要因 
（１） 時間ビジネスの価値を見出し、新サービスとして価値創造につなげた。 

（２） サービス内容について、カット業務に集中しその他サービスを削ぎ落として、10 分間の中に

顧客の必要なニーズを適正な価格でサービス供給する新モデルを市場に新規投入して、顧客

の支持が得られた。 

（３） 本システムの運用において、本企業が本企業をコア企業とするバーチャルな企業体を組織形

成して、その全体最適に向けたサービス供給の仕組を形成し、全国で均質なサービス供給の

業務ルーティーンの確保に成功し、結果として来客者増・売上増を示し、①本部、②FC オー

ナー、③カットスタッフ（給料アップ、シャンプーやパーマ液による手荒れなどの職業病な

し）、④資材の供給元の中小メーカーのそれぞれの利益拡大が図られる WIN-WIN な関係を構

築した。 
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５ サービスモデル革新の効果 
（１） 既存のサービスとの対比での供給体制側の効果 

１店舗一人当たりの生産性が向上し、多数の顧客をカットするためその技術が向上。 

待ち時間についても QB シグナルという混雑状態を示すアラームシステムを導入。 

（２） 需要創造 

  顧客の中の本サービスに対する潜在需要を発掘・確保し、結果既存需要からの乗換えも行

われている可能性が高い。 

（３） 需要家に与える効果 

10 分で適正なサービスが受けられるという時間節約効果がある。 

（４）  社会に与える効果 

    本ビジネスの定着後、マッサージ、駐車場等の分単位の時間サービスの業態が増加し、そ

れをリードしたと考えられる。 

 
６ 総合評価 

本企業は、平成 8 年の創業以来、時間産業のビジネスコンセプトでフランチャイズチェーン展開を

行い、国内各地域、各地域内の各セグメント毎に緻密な出店戦略を計画的に実行して市場で成功を収

めているベンチャー企業である。 

 理・美容店という家業的な対人技術提供サービスにおいて、顧客に対するサービス提供機能・プロ

セスの内、顧客自身で出来ることはカットしヘアカット専門とし、従業員の時間効率を高めるための

補助器具の開発、徹底した IT による業務、経理サポートを実施。 

 これらにより、QB ハウスの時間当たりサービスの付加価値額は通常の理髪店の数倍になっている。

また、理・美容店内の業務プロセスを徹底的に見直して、無駄を排除して不必要な設備費用を削減し、

提供する物品、資材コストについてもチェーン全体の大量購入のメリットを共有している。 

こうした本ビジネスが市場で成功した要因を挙げると、まず、時間ビジネスの価値を見出し、新サ

ービスとして価値創造につなげたこと。次に、そのサービス内容について見ると、カット業務に集中

しその他サービスを削ぎ落として、10 分間の中に顧客の必要なニーズを適正な価格でサービス供給す

る新モデルを市場に新規投入して、顧客の支持が得られたこと。 

最後に、本システムの運用において、本企業が自社をコア企業とするバーチャルな企業体を組織形

成して、その機能チェーンの全体最適化に向けた仕組を形成してサービス供給上の優位性を構築し、

全国で均質なサービス供給の業務ルーティーンの確保に成功した。 

結果として来客者増・売上増を示し、①本部、②FC オーナー、③カットスタッフ（給料アップ、

シャンプー無しでの手荒れなし）、④資材の供給元の中小メーカーのそれぞれの利益拡大が図られる

WIN-WIN な関係を構築できている。 

 また、その東アジア展開についても、シンガポールの海外統括会社が 100%子会社で香港に QB 香港

を設立するとともにタイで現地資本との合弁で QB タイランドを設立して事業運営している。 

現在、世界 22 カ国から出店依頼のオファーが来ており、今後も東アジアの大都市をターゲットに出

店を検討していく予定である。 

 最近の政府の新経済成長戦略でもサービス業におけるサービス品質の確保と生産性向上に向けて、

ビジネスモデル改革・サービスイノベーションの推進が求められているが、本企業は平成 8 年からこ
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のサービスイノベーションを実践する形でのサービスモデル革新とフランチャイズチェーン展開を行

ってきている。 

今後とも、本企業はその国内でのチェーン展開、東アジアでの事業展開を継続的に行い、このニュ

ーサービスの先進的モデル企業として本事業の事業拡大とこれに伴う必要な構造改革に努めるととも

に、企業成長に伴なう必要な経営組織改革を通じてその安定的な成長・発展が期待される。 
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ケース６ ㈱公文教育研究会 

 

 

１ 会社概要 
（１） 概要 
会社名 株式会社 公文教育研究会 

住所  大阪：大阪市北区梅田 1 丁目 2 番 2 号 大阪駅前第 2 ビル 9 階 

東京：千代田区五番町 3 番地 1 五番町グランドビル 

創立年 1958 年 7 月(昭和 33 年) 

設立年  1962 年 8 月(昭和 37 年) 

社長  代表取締役社長  角田 秋生 

資本金 44 億 1,800 万円 

従業員数 2,678 人(KUMON グループ全体) 
（２）経営理念 
① 経営理念 

 われわれは個々の人間に与えられている可能性を発見し、その能力を最大限に伸ばすことにより、

健全にして有能な人材の育成を図り地球社会に貢献する。 

② ビジョン 

私たちの究極の目標は世界平和、「教育を通じての世界平和」である。 

2014 年には、世界のあらゆる国と地域で、ＫＵＭＯＮメソッドで学ぶ機会を提供し、学習者が夢や

目標に向かって自分から学習している状態を目指す。 

（３）経営組織 
① 組織構造 

㈱公文教育研究会を親会社・持株会社とする地域本社とその個別海外子会社とのグローバルなグルー

プ経営。本社の組織形態は機能別組織 

② 地域本社 

  南米公文、北米公文、日本公文教育研究会、中国公文、アジア・オセアニア公文、ヨーロッパ・

アフリカ公文 

   ＜日本公文教育研究会 概要＞ 

設立：2000 年 10 月(平成 12 年) 

    資本金：4 億円 

    事務局：全国 91 か所 

③ 事業会社 

  くもんサービス、くもん出版、公文エルアイエル、くもん学習療法センター、くもんスピードリ

ーディングセンター 

④ 機能会社 

  公文公教育研究所、くもん人財開発センター、くもんファシリティーズ 
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（４）グループの事業概要 
①算数・数学、英語、国語、フランス語、ドイツ語、日本語、書写等のプログラム教材の研究開 

 発、制作、指導法の研究、ならびに教室の設置・運営管理 

②物流事業および公文式教材の製版・印刷事業 

③児童書、絵本などの出版および教具、知育玩具など教育関連商品の開発ならびに販売 

④公文式の特長 

ⅰ学び方 

「自分で学ぶ、自分で解く」がすべての基本、年齢別や学年別ではなく、個人別の学習 

ⅱ教材 

プリント形式の教材一枚一枚に、「自分から学習」のためのさまざまな工夫 

ⅲ教え方 

 自分で学んで行けるように、子供たち一人ひとりをきめ細かくサポート 

（５）教育関係事業規模 (2007 年 3 月現在) 
＜国内＞ 

教室数：17,600 教室 

指導者数：15,200 人 

学習者数：1,480,000 人 

＜海外＞ 

教室数：7,800 教室 

学習者数：2,640,000 人 

＜普及地域＞ 

世界 45 の国と地域 
（６） 内外での企業成長の経過 
1958 年 大阪数学研究会創立、大阪事務所開設 

1962 年 （有）大阪数学研究会設立 

東京で第一号教室を新宿区に開設 

1963 年 東京事務所開設 

1974 年 海外（ニューヨーク）で初めて算数教室開設 

「公文式算数の秘密」（廣済堂出版）がベストセラーとなる。 

1975 年 （有）公文数学研究センター設立 

 台湾に事務所設立 

1977 年 ブラジル サンパウロに事務所設立 

1980 年 英語教室スタート 

1981 年 国語教室スタート 

 （有）大阪公文数学研究会、（有）東京公文数学研究会をそれぞれ株式会社に組織変更 

 ドイツ デュッセルドルフに事務所設立 

1983 年 （株）公文数学研究会より（株）公文教育研究会に社名変更 

 アメリカ ロサンゼルスに事務所設立 

1984 年 日本語教室スタート 
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 オーストラリア シドニーに事務所設立 

1988年 ㈱くもん出版設立 

公文式算数が米国アラバマ州の公立小学校の正課として導入される 

1990 年 スイス レザンにスイス公文学園高等部開校 

1991年 イギリス ロンドンに事務所設立 

1996 年 ㈱公文エルアイエル設立 

2000 年 グループ経営体制に移行 

 （株）公文公教育研究所設立 

 （株）くもん人財開発センター設立 

2001 年 第一回世界リーダー会議開催 

 新ＫＵＭＯＮロゴ誕生 

2004 年 （株）くもん学習療法センター設立 

 （株）くもんスピードリーディングセンター設立 

 インド ニューデリーに事務所設立 

 

２ グローバルなサービスモデル革新のプロセス 
（１）着想、新機能形成 
① 着想 

 公文式教育法は、創業者である公文公氏が、ご子息のために、独自の算数・数学教材を作成したこ

とが原点である。誰でも毎日無理なく自学自習できるようなスモールステップの教材を特徴とし、学

年や年齢に関係なく、自分にちょうどあったところから個人別に学習するという方法をとっている。

目指すのは、生きる力を持った人材を社会に輩出することである。 

② 新機能の内容・性格 

 他の学習指導塾が、受験又は補修目的の一斉授業方式が一般的である一方、本研究会は、個人別の

「ちょうどの学習」を可能とした教材・指導方法等により、自ら学ぶ力を有した人材の育成を可能に

している。 
（２）新サービスモデル形成 
① 差別化の要素 

 公文式教育法は、上記のとおり、人材育成・能力開発の仕組みであり、本質的に、人類共通に適用

可能なものである点が、他の仕組みとの大きな違いである。 

② 収益性確保のメカニズム 

ⅰ グローバルに普遍的な指導・教室運営方式を確立しており、本方式に基づき参加国・指導教室数

を増やす。 

ⅱ 国内では事業の関連多角化を行ってきている。 

ⅲ 教材・物品の作成・調達は、例えば教材印刷は原則として地域本社内での地域内最適地での印刷

と配送を実施して、規模の経済・生産性向上・効率向上に努めている。 

ⅳ 海外諸国の母国語教材開発は、海外現地法人スタッフを含めた社内で開発を行っている。 

（３）グローバルな新サービス開発・サービス供給システム 
① グローバルなチェーン展開 
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ⅰ 国内 

 日本公文教育研究会が、教室の指導者とフランチャイズ契約を締結して、全国９１の事務局を通じ

て、教材提供、指導法の支援、開業支援等を行い、必要なロイヤリティーを受取る。 

ⅱ 海外 

 本社、地域本社の下の各国・地域内の現地法人と傘下の教室の指導者とが所要の契約を締結して、

日本同様、教材提供、指導法の支援、開業支援等を行い、契約上定められた収入（以下、「ロイヤルテ

ィ」と呼ぶ。）を受け取る。（海外では、制度上の違い等から、必ずしもフランチャイズ契約を前提と

はしていない。） 

② 機能別要素の体系 

 本部と各地の指導教室をつなぐシステムは内外共通であるが、原則として以下の通り。 

ⅰ 教材、指導支援 

 教材は本社および現地法人が開発を行っている。 

 各国単位で、教室の指導者に対し、指導法の助言・支援を木目細かに実施。 

ⅱ 研修 

 開業前、開業後に種々の研修を実施（内容は後述。）。 

ⅲ 情報・ＩＴ支 

a  公文 HP は、ブランド管理を念頭に作成・運用。 

b  内外の社員間はＥメールとイントラネットでの情報共有。 

c 各国法人・国内事務局は、教室との間で、毎月、在籍の生徒数、各学習者毎の学習情報を共有して、

ロイヤルティー支払いの根拠、教科別の指導指標に照らして子供たちへの指導法の助言・カウンセ

リングに役立たせている。 

ⅳ 資金 

 毎月、現場の教室からロイヤルティー支払いを受け、グループ全体での経理基準に応じて、各 

国法人から本部に資金が還流される。 

③グローバルなネットワーク運営についての評価 

本企業のグローバルなネットワーク運営について評価すると、国内でベースとなる教材開発、指導

者の養成システム、教室での教育方法、等を確立・形成してコアのサービス供給システムを形成して

いる。そのシステムを民族文化の異なる諸国にネットワーク展開し、本社と地域本社、各国法人、各

教室との間で、全体最適な教育支援システムを形成し、差別化された高い優位性のある教育サービス

の供給を行っている。 

このサービスシステムの供給によって、各国における学習者の自学自習の能力形成を促し、その学

習者の成長を体感した家族の満足・感動を引き起こし、さらなる学習者の持続的能力向上を実現する

という成果を生み出し、新たな学習者を呼び込み、グローバルな経営上の好循環を生み出している。 

（４）開業と顧客接点のマネジメント 
① 開業 

 各国での教室の開業に当たっては、指導者の採用（試験、面接）、立地選定、教室確保、事前研修（集

合研修、教室実習、教材解法）を行う。 

② 顧客接点での経験のマネジメント 

 この顧客満足・感動への対応を研修で身につけてもらい、教室開設後も、地区担当が助言を行う。 
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（５）グローバルな市場での顧客満足・顧客感動の確保への取組と評価 
① 指導者と生徒及び保護者との個別面談を推奨し、その実施を通じて顧客の声の把握に努力。 

② いわゆる営利企業のおこなう顧客満足に向けての仕組化よりは、各教室での学習者の向上成長に

注力する。 

③ 世界指導者研究大会など指導方法の水準向上に向けた数多くの学び・経験共有の場を設定。 

（６）経営上の成果 
18 年度の連結の経営状況を見ると、売上高 724.7 億円、経常利益 71.4 億円、純利益 40.1 億円の

規模になっている。   

（７）安定成長・産業化の方向 
① グローバルな従業員満足への取組と顧客満足・感動確保の関係の評価 

 日々の事務局・現地法人と教室指導者のよいコミュニケーションに努めている。 

② 成長戦略 

 マクロな指標としては、世界のあらゆる国・地域での教室開設を目標にしている。ミクロな視点で

は、顧客満足を持続して、学習科目数拡大、学習期間の長期化が収益拡大につながる。 

 国内では来年が 50 周年に当り、ポピュラーになった公文のブランドイメージをより高めるため、

新しい公文のイメージを発信できるよう準備している。 

③ 人材育成・研修 

ⅰ 指導者向け 

 各国内で教育・指導法に関する自主研究グループが形成されている。 

このＧ単位で研究論文を作成、発表の機会を設けており、地域本社単位での選抜、日本での世界指導

者研究大会の開催等を実施。 

ⅱ 社員向け 

 世界の社員向けでは、グローバルな社員の人材育成を目指して、世界人材開発会議、次世代のリー

ダー開発に向けてのワールドブランドタスクフォースを結成している。 

 

３ グローバル経営 
（１）海外進出の背景・動機 
 創始者の公文公は、ある時点から、公文式の国際展開、グローバル展開を念頭に置いていたようで

ある。 

（２）親・子会社関係と連携する組織能力 
 既に２(３)で述べているように本社、地域本社、各国法人、指導教室の各レベルでの業務分担と業

務支援の体系が明確化され、内外の関係法人間で連携する組織能力形成が十分なされている。 

（３）現地の地域文化への対応 
 本方式は、グローバルに普遍的な要素を強く持っているが、各国の制度・システム間の相違で調整

を行っている例がある。 

 例えば、米国では、教室間で同一の料金体系を取ることを強制していない。また、イスラム社会で

は、今後発生する問題として、男女同一の教室運営が困難であること、等がある、 

（４）グローバル市場での成果の特色 
 18 年度末現在、日本以外で、生徒数の多い順 5 カ国（地域）を上げると、韓国、米国、ブラジル、
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台湾、タイの順となっている。 

国内での教室数拡大に限界がある中で、国によっては高い市場成長率を示している。 

公文ブランドは、各国での導入期には比較的高所得層に受け入れられているが、一方、公文研究会側

として、低所得階層に対して、アウトリーチプログラム等を通じて導入を図ってきている。 

（５）今後の課題と展望 
① 経営のグローバル化 

従来から経営理念、ミッションの共有、公文ウェイの実践に努めてきている。 

経営の現地化を基本として、各国法人のトップを現地化するよう順次人材育成を進めている。最近の

例をあげると、メキシコ法人のトップにメキシコ人を登用している。 

②今後の発展戦略 

基本的には、ビジョンにあるように世界のあらゆる国・地域への進出を目標としている。 

 

4 グローバルなサービスモデル革新の効果 
（１）既存サービスとの対比での供給サイドの効果 

 既に述べているように他の学習指導塾は、受験又は補修目的であるのに対して、公文式は生徒の全

人格的な生きる力を養成することを教育目標としている。 

（２）需要サイドに与える効果 

 このため、単なる受験指導ではなく、夢や目標を持って、自分から意欲的に何かに挑戦し続け、生

き生きと生きていく力を養成するために高い基礎学力と自己肯定感、自ら学ぶ力が付与されることが

期待できる。 

（３）社会、環境に与える効果 

 世界各国の教育水準のレベルアップに加え、各国リーダーの育成に貢献している。各国の有能な人

材のなかに公文式の経験者が出てきている。 

 

5 成功の要因 
（１） 公文式が普遍的な要素を持ったユニークな人材育成の方式であること。 

（２） 経営者、社員、教室の指導者が、現場からの智恵・経験に学びつつ、互いに手を取り合って 

 発展させてきたこと。 

（３） 成功・発展へのサイクルを「教室発展サイクル」として、見える化して、受講者・家族の顧 

客満足に向けて努力してきたこと。 

（４） グローバルなネットワークをうまく機能させてこれたこと。 

 

6 総合評価 
本企業は、1958 年創立・1962 年設立で、創設者がユニークな公文式学習法を発案して子供たちの

生きる力の育成に努め、結果、国内各地のみならず世界 45 カ国・地域に事業展開しているグローバ

ルな教育サービス企業である。 

本企業は、経営者、社員、各教室の指導者が互いに手を取り合って、その教育サービス活動の成功・

発展へのサイクルを「教室発展サイクル」として、見える化して地道な普及活動に取り組み、受講者・

家族の顧客満足に向けて努力してきた。 
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本企業のグローバルなネットワーク運営について評価すると、国内でベースとなる教材開発、指導

者の養成システム、教室での教育方法、等を確立・形成してコアのサービス供給システムを形成して

いる。そのシステムを民族文化の異なる諸国にネットワーク展開し、本社と地域本社、各国法人、各

教室との間で、グローバルな機能チェーンの全体最適化に向けた教育支援上の仕組・システムを形成

し、差別化された高い優位性のある教育サービスの供給を行っている。 

このサービスシステムの供給によって、各国における学習者の自学自習の能力形成を促し、その学

習者の成長を体感した家族の満足・感動を引き起こし、さらなる学習者の持続的能力向上を実現する

という成果を生み出し、新たな学習者を呼び込み、グローバルな経営上の好循環を生み出している。 

また、公文式という日本の市民社会から生まれた教育サービスの世界への普及の過程は、グローバ

リゼーションの進展する時代における「人つくり」と「国つくり」のあり方等教育と世界の平和につ

いての数多くの教訓が得られる。 

公文式学習法を通じて、世界の子供たちに統一的で持続的な教育環境が与えられ、子供たちが目標

の達成を通じて高い経験価値さらには変身(能力の状態の持続的上位シフト)の実現を示す例が多い。 

今後の発展への課題としては、対象国数の拡大に向けての社員の人材育成、多様な国々の持つ種々

のリスク対応、経営のさらなる現地化・グローバル化に向けての対応等が挙げられるが、今後とも本

方式の持つ普遍的な教育価値のグローバルな普及に向けて、必要な人材育成、経営改革、等を行って、

経営者、社員、教室の指導者、等関係する人々が一丸となって努力されることが期待されている。 
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ケース 7 笹屋ホテル 

 

１ 会社概要 
（１） 概要 

 ① 代表者  坂井 永一 

 ② 会社   ㈱八光のホテル事業部 

③ 会社及びホテル事業部の所在地   長野県千曲市大字戸倉温泉 3055 

④ 従業員数 63 名 

⑤ 年商 8 億円 

（２） ㈱八光の概要 

  ㈱八光は、メディカル事業部及び同営業本部、電熱器営業本部とホテル事業部である本ホテ 

  ルを多角化経営している。同時にこの㈱八光、㈱八光電機製作所、㈱アズシェル八光が八光グル

ープとしてグループ経営している。 

（３） 笹屋ホテルの経営理念、心の標語、経営方針・行動規範 

① 経営理念 

 「より心豊かなひととき」を創り出し、社会に貢献する 

② 心の標語 

   「いらっしゃいませ」、「ありがとうございました」 

③ 経営方針・行動規範 

  ⅰ 「他では味わえないサービス」でお客様一人一人の満足にお応えする。 

     ONLY ONE  ＆ EVERY  ONE 

  ⅱ 文化と伝統を踏まえ新しい創造をする。 

  ⅲ 社員がプライドの持てる職場、社風、商品を創る。 

  ⅳ 人材開発、活性化により「心」「知」「味」「美」をセンスアップする。 

  ⅴ 良さをお客様に伝える積極営業をする。 

  ⅵ 旅館、飯店を礎に新しい事業展開を出来る組織を創る。 

（４） 企業成長の経過 

1903 年 笹屋ホテルの前身の戸倉温泉開業 

戦  前 笹屋ホテルの基本構造が完成 

1964 年 万松閣、本館、別荘オープン 

1969 年 藤雲閣完成 

1994 年 坂井永一が支配人就任 

1997 年 大改装完成して笹屋ホテルグランドオープン 

       第 1 次館内システムの運用開始 

1998 年 長野冬季オリンピック 

2003年  創業 100 年 

2004 年 第 2 次館内システムの運用開始 
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２ サービス経営の現状 
（１） 経営戦略 

① 顧客ターゲットを団体客から個人、グループに、また、女性及び富裕層へと絞り込む。 

② 経営理念と経営方針にあるとおり、お客様に対しホスピタリティーの高いサービスを提供する。 

③ 地域別戦略では、首都圏の顧客を中心ターゲットとしている。 

④ お客様に喜んで頂けるサービスを実現するための従業員の心の姿勢、能力・専門性の向上、 

それを支える各種システム、制度を構築し、運用している。 

 ⑤ 社員に対する給与、処遇、評価、研修に力を注いだ。 

（２）館内施設構成 

① 大浴場 2 つ 

② 豊年虫 本格的数寄屋作り 遠藤 新 の設計 

③ 本館，清涼館（7Ｆ），万松閣（4Ｆ），奥別荘 

④ 食事処 （ 和、中華 ） 

（３）サービスパッケージと付帯サービス 

① 通常の宿泊プラン（一泊二食、ホテル型ルームチャージプラン ） 

② 母娘プラン、2 世帯・3 世帯プラン、レディースデー、サマープラン（夢二プラン） 

③ オリジナルバスツアー 

④ ロビーコンサート 

⑤ 専用無料シャトルバス（池袋ー笹屋ホテル） 

⑥ コンシエルジュサービス 

（４）サービス品質・ホスピタリティー 

① 歓待の景観、静寂の空間、風情溢れる時間 

② 経営理念、心の標語をベースとしたホスピタリティーの涵養と全従業員の対応 

③ コンシエルジュサービスによる顧客の個別の注文への対応。 

（５） 需給・価格 

① 週末の通常の定価宿泊に加え、週日、季節別に差別価格・サービスパッケージの導入。 

② また、旅行代理店経由、インターネット経由での差別価格・サービスパッケージの導入 

（６） マーケティング 

① 旅行代理店、インターネット、雑誌、等を活用した新規顧客の獲得 

② 既存顧客のリピーターの確保（メール、郵送、キー顧客への個別訪問）  

 
３ 館内システムの導入による経営・業務改革 
 本ホテルは、日本旅館の多様なサービスを円滑に行うため、1997 年に第 1 次館内システムの運用

開始し、その後様々な工夫、レベルアップを行って、2004 年 7 月、第 2 次館内システムの運用を開

始した。これによる経営・業務改革の状況と今後の課題を以下に述べよう。 

（１）顧客接点のプロセスと IT マネジメントの方向 

 旅館における顧客接点のプロセスの順番は、主に予約―チェックイン―部屋休憩―お風呂―夕食―

売店―バーで歓談ー就寝―朝食―チェックアウトの通り。  

通常、旅館では従業員の全員参加型のリレー方式のホスピタリティーにあふれた顧客サービスの提
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供が命である。 

本ホテルでは、以下に述べるとおり、伝統的な極上のサービス提供のノウハウに裏打ちされた自社

固有の旅館サービス提供システムにおいて、中型で複数の機能を持つ宿泊施設（純和風、鉄筋ビル、

等）、レストラン、お風呂、等を持つ複合サービス施設を舞台として、全員が顧客情報を共有し、その

機能チェーンの全体最適化に向けた仕組を形成して、対応する顧客単位での効果的・効率的な業務ル

ーティーンの実践によるホスピタリティーの高いサービス提供を実現している。 

（２）第 2 次館内システムの内容と効果 

① 主な動作環境 

  本システムは、マイクロソフト社のクライアントサーバー方式によるサーバーと端末により 

構成され、ＤＢシステムも含まれている。 

② 主なシステム構成 

 各システムを顧客接点のプロセスに対応して並べると以下の通りとなり、お風呂以外のプロセス

は、全て対応している。 

 ⅰ 予約システム（バックオフィス、中華レストラン） 

 ⅱ フロントシステム（フロント、売店、バー） 

 ⅲ 配膳システム（和食厨房、旅客棟） 

 ⅳ 館内インフラ・自動ポケベル呼び出し 

（フロント、コンシェルジュ、バックオフィス、旅客棟、サービス担当） 

 ⅴ 顧客システム（コンシエルジュ、売店、中華レストラン、バー） 

 ⅵ 中華レストランにおける POS システム 

③ システムの運用の内容と効果 

  「予約システム」から顧客情報が入り、「フロントシステム」での対応に加え、これに基き、「配

膳システム」で調理と配膳時間の最適化を図る。また、「館内インフラ」で顧客の館内での移動状

況を関係者全員が把握し、自動ポケベル呼び出しで、各担当者が迅速に自主的に情報確認する。

さらに、「顧客システム」で必要な場所での顧客情報の確認、ホスピタリティーの高いコンシェル

ジュサービスを実現。 

  旅館サービスが、団体客対応から、個別の客の差別化されたニーズ（女性、男性、家族、カッ

プル、等）への対応が迫られており、このような情報システムを構築し運用することで、これを

実現している。 

④ 個別システムの課題と対応 

 ⅰ 予約システム 

  旅館の予約は、部屋だけ予約するのではなく、沢山の施設、手配物件を予約する。 

  基本予約でも部屋、食事内容、食事専用個室の 3 点を予約することになる。また、予約ソースが、

旅行代理店、インターネット予約サイト、等多岐に渡っており、先方主導の予約システムが多重化

し、オペレーターの操作での多様な予約情報の管理を行い、全館の空室管理に注力しているが、こ

れへの旅館側の自主的な対応が今後の課題である。 

 ⅱ 配膳管理システム 

  調理した食事を適切なタイミングで、食事処に配膳するため、各食事処の食事開始時間、同一開

始時間の人数制限を実施。 これにより調理・配膳時間の平準化、結果として調理後早いタイミン
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グでの配膳が可能になる。また食事の進行具合による事後調整も指示出しが可能になっている。 

 ⅲ 館内インフラシステム 

  お客様係りを中心に、a 顧客の到着、出発の予定、布団の上げ下げ、顧客の要望事項、等の情報

共有、b ポケベル連絡と各所に配備のＰＣ画面での業務指示の確認による各担当に対する指示の迅

速な確認と実行が行われている。これにより、従来の担当からお客様係りへの指示のための探索、

復信、指示連絡という時間ロスを解消して、サービス提供の迅速化とホスピタリティー向上への専

心が可能となる。 

（３）ＩＴ活用の経営改革の内容とその成功要因 

① 経営改革の方針、内容 

ⅰ ルーティンワークの内、接客業務と作業業務を区分して、業務体系を区分した。 

ⅱ 個別の客への対応のバリエーションの拡大に応じられるようにする。 

ⅲ 女性従業員間で情報共有して、個別対応からグループでの業務対応を行う。 

ⅳ これらにより、サービス品質の向上と生産性の向上を両立させる。 

ⅴ 業務改革の手段としてＩＴシステムを使い、若い人材でも業務対応可能な仕組作りを行い、 

  結果として従業員数もかなり（20 人程度）減少できた。 

② その成功要因 

ⅰ 業務改革の方針が明確で、手段としてＩＴを使った。 

ⅱ 経営者のＩＴ活用に対する認識の先行と現場人材のオペレーション能力の高さ。 

（４）ＩＴ活用の経営改革の効果 

① 品質面では、だれでも高品質のサービス提供が可能となった。 

配膳において、オンタイムに出来たての料理が出せるようになった。 

結果として、コスト減、生産性が向上した。 

② 団体客から個人・グループ客への社会的な需要の変化にうまく対応できた。 

  また、サービス提供価格がある程度維持できた。 

③ 個別の顧客に対するサービス提供が可能となり、顧客満足度が向上した。 

（５）今後の本旅館のＩＴシステム構築と運用上の課題 

① 現在、本ホテル独自の予約システム（電話、インターネット経由）と外部の旅行代理店の予約シ

ステム、各種インターネット予約システムが同期化しておらず、これをオンデマンド化すること

が課題となっている。 

② また、個別システムとしてあるその他の財務、勤務管理システム等とこの館内システムと 

 の統合が課題となっている。 

 
４ 総合評価 
 本ホテルは、創業 100 年を超え、皇族方もお泊りになる長野の伝統に裏打ちされた極上のサービス

提供で有名な中規模旅館である。社長は、最近、信州大学経営大学院修士課程を卒業して、サービス

経営の実践と理論の融合を図ろうとしている理論家でもある。 

 本地域は、1998 年の長野冬季オリンピックの開催以降、地域での目玉となる大型イベントが計画さ

れておらず、地域全体としての国内に加えて、グローバルな集客に向けての取組が求められている。 

こうした中にあって、本ホテルは、2004 年 7 月から笹屋ホテル第２次館内システムの運用を開始
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したが、通常旅館では、従業員の全員参加型のリレー方式のホスピタリティーにあふれた顧客サービ

スの提供が命である。 

本ホテルでは、既に述べたとおり、伝統的な極上のサービス提供のノウハウに裏打ちされた自社固

有の旅館サービス提供システムにおいて、中型で複数の機能を持つ宿泊施設（純和風、鉄筋ビル、等）、

レストラン、お風呂、等を持つ複合サービス施設を舞台として、全員が顧客情報を共有し、その機能

チェーンの全体最適化に向けた仕組を形成して、対応する顧客単位での効果的・効率的な業務ルーテ

ィーンの実践によるホスピタリティーの高いサービス提供に向けてのサービス供給上の優位性を構築

している。 

具体的には、「予約システム」から顧客情報が入り、「フロントシステム」での対応に加え、これに

基き、「配膳システム」で調理と配膳時間の最適化を図る。また、「館内インフラ」で顧客の館内での

移動状況を関係者全員が把握し、自動ポケベル呼び出しで、各担当者が迅速に自主的に情報確認する。

さらに、「顧客システム」で必要な場所での顧客情報の確認、ホスピタリティーの高いコンシェルジュ

サービスを実現している。 

現在の旅館サービスでは、団体客対応から、個別の客の差別化されたニーズ（女性、男性、家族、

カップル、等）への対応が迫られており、このような情報システムを構築し運用することで、タイム

リーにこれを実現している。 

今後の旅館経営の高度化を図るためには、マーケティング機能、新規顧客獲得機能のさらなる強化

が必要である。その際、従来の外部サービス依存だけではなく、旅館側からのＷＥＢサービスによる

電子予約システムでの予約管理、顧客管理、在庫管理が不可欠の状況となってきている。 

 本ホテルとして、それを差別化の源泉として自社単独でどこまで行うかの経営判断が求められてい

る。これを地域又は業界全体で整然とこれを行うためには、そのための各種プロトコール、商品コー

ド、等の標準化、統一化を実現して、業界としてのプロトコールの統一とＷＥＢサービス提供を行う

仕組を形成して運用する必要があろう。 

また、個別の企業努力に加え、地域の集客交流への環境整備として、変化・多様化する観光・集客

ニーズや環境変化に対応したこの地域、信州の市場ターゲットの明確化、独自の魅力づくりへの取組

や地域観光資源の発掘と商品化を促進することにより、地域全体として地域資源の魅力の開拓や向上

を図ることが極めて重要である。 
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ケース８ 営業創造㈱ 

 

１ 会社概要 
会社名 営業創造株式会社  

代表者 代表取締役 伊藤 一彦（中小企業診断士） 

本社所在地 〒530-0047  大阪市北区西天満 3丁目 4番 15 号 公冠ビル 5Ｆ   

会社設立 2002 年 3 月 6 日  

資本金等 1 億 5,800 万円（内資本準備金 4,500 万円含む）  

従業員数 35 名（パート・アルバイト含む）  

主要事業 IT 営業アウトソーシング事業、 

 IT ソリューション事業、 

戦略創造事業  

主要取引先 日本電気株式会社（NEC）、ソニー株式会社、京セラコミュニケーションシステム株式

会社、西日本電信電話株式会社（NTT 西日本）  

主要株主 伊藤 一彦、投資事業組合 オリックス 9号（オリックス・キャピタル株式会社） 

大阪投資育成第 2号投資事業有限責任組合（大阪中小企業投資育成株式会社） 

許認可 特定労働者派遣事業（特 27-300674） 

 プライバシーマーク認定事業者（ 認定番号 10861424(01) ）  

表彰等 平成 16 年 8月  経営革新計画承認企業（中小企業経営革新支援法） 

大阪府指令経支第 1100-74 号 

平成 17 年 1月  大阪産業創造館ビジネスプラン鑑定団 AA 認定  

平成 17 年 4月  中小企業基盤整備機構 事業化支援認定事業 

 

２ 企業理念、社是 

（１）企業理念 

お客様には営業力を、社員には成長の場を提供することで社会経済の発展に貢献します。 

（２）社是 

自主創造・勇往邁進・誠心誠意 

 

３ 経営組織 

本社  多事業部制 

東京支店、名古屋支店 

 

４ 企業成長の経過 

2002 年 3 月 営業創造株式会社(BCC)設立  

2002 年 3 月 法人向けインターネットサービス｢bit-drive｣の代理店として事業開始 

2003 年 3 月 人員増加にともない、大阪本社移転・拡大 

2004 年 8 月 経営革新計画承認企業(中小企業経営革新支援法)大阪府指令経支第 1100-74 号  
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2005 年 1 月 ベンチャーキャピタル向けの第三者割当で資本金 6,250 万円に増資 

2005 年 1 月 大阪産業創造館ビジネスプラン鑑定団 AA 認定 

2005 年 4 月 中小企業基盤整備機構 事業化支援認定事業 2004-2-36  

2005 年 4 月 IT 営業アウトソーシング事業の本格展開を開始  

2005 年 6 月 事業拡大および個人情報保護法への対応のため、大阪本社を大阪市北区西天満に移

転・拡大  

2005 年 6 月 東京支店を東京都中央区日本橋に開設 

2005 年 10 月 初の自社開発製品 バランス･スコアカード（BSC）戦略策定支援ソフトウェア｢戦略創

造.light｣提供開始 

2005 年 10 月 著書｢小さな会社にも活用できるバランス･スコアカードの創り方｣(同友館)出版 

2005 年 10 月 名古屋支店を名古屋市中区錦に開設 

2006 年 1 月 ｢戦略創造.light｣初期出荷 200 ユーザー突破 

2006 年 2 月 事業拡大および個人情報保護法への対応のため、東京支店を東京都中央区 

 日本橋箱崎町に移転・拡大 

2006 年 6 月 著書「ベンチャーキャピタルからの資金調達」（中央経済社）出版 

2006 年 12 月 株式会社上場ドットコムと「戦略創造 light」の販売に関して業務提携 

2007 年 2 月 BSC 解説 DVD「見てわかるバランス・スコアカードの創り方」提供開始 

2007 年 6 月 著書「[新版]小さな会社にも活用できるバランス・スコアカードの創り方」(同友館)

出版 

20007 年 8 月 ベンチャーキャピタル向けの第三者割当で資本金等 1 億 5,800 万円(内資本準備金

4,500 万円含む)に増資 

 

５ IT 営業アウトソーシング 

（１）概要 

当社独自の教育プログラムで、ソリューション営業ができる人材を育成し特定派遣制度（正社員の

派遣）によって、大手 IT メーカーに営業力を提供する。 

（２）経過 

IT 営業アウトソーシング事業は 2005 年 4 月から本格展開し、現在 23 名派遣している。 

システム営業の担当者を本社で教育・派遣する。このような営業の派遣事例は少ない。 

 

６ IT ソリューション 

大手 IT メーカー・SI ベンダ様の商品・サービスを従業員 300 名以下の中小企業に紹介・取次する

ことで、販売手数料を得ている。 

主にソニーの法人向けインターネットサービス「bit-drive」などの代理店業務でのソリューション

ビジネスを展開し、既に 700 社超の企業に導入実績を有している。 

 
７ 戦略創造事業 
（１）製品の概要 

① BSC の概念に準拠しており、「財務・顧客・業務プロセス・人材と変革」等の視点から短期・長
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期のバランスがとれた経営戦略の策定を支援。  

② BSC 導入に携わる 20 名以上の中小企業診断士および公認会計士が、実践で活用しているコンサ

ルティングノウハウを集約しており、より実践的な戦略策定をサポート。  

③ 現場の意見を取り入れた経営戦略の策定を支援。経営戦略の策定段階から、現場の意見を取り

入れることで戦略の浸透と遂行をスムーズに実現。 

④ 会社の経営戦略に沿って、部門戦略から個人戦略までを策定するため、個人が全社の方向性と

合致した目標を立てることができる。また、スコアカードによって目標管理制度の導入を実現。  

⑤ 全社統一のスコアカードで業績を入力することによって、迅速に実績が集約。レポート・グラ

フの自動作成機能によって、業績の概略を視覚的に理解することができる。 

⑥ BSC の概念に準拠した戦略マップを作成することで経営戦略の策定プロセスを理解することが

できる。 

経営戦略をより深く理解することで現場での戦略遂行をスムーズに実現。また、IR ツールとして BSC

を活用することによって、株主をはじめ利害関係者の皆様に、経営戦略と実行状況をわかりやすく提

示することができる。 

（２）具体的な展開状況 

2005 年 10 月から本ソフトを販売開始。販売方法はインターネットでの直販だけである。本ソフト

の使い方などのコンサル事業は行っておらず連携するコンサルタントの先生を紹介している。購入者

の 40%が税理士、中小企業診断士、ITコーディネーターなどの専門コンサルの方々である。 

更に 2007 年 2 月からは BSC をより理解しやすくするために、BSC 解説 DVD「見てわかるバランス・

スコアカードの創り方」を発売開始。発売方法はインターネットでの直販と Amazon での委託販売だけ

である。 

 
８ サービスモデル革新の内容 
企業独自の取組、等によるサービスイノベーション、サービスモデル革新の内容を以下の諸点を確

認しながら記述する。 

（１） 新しいサービス事業のアイデアの着想 

① IT 営業アウトソーシング 

新卒入社の企業で、IT 業界では営業人材が全く足りていないということを痛切に感じた社長の

伊藤一彦は、IT 業界の営業に事業領域を定めて創業した。 

事業を進めていく中で、IT 業界の営業人材が不足する構造的な問題を掴み①コミュニケーショ

ン能力を重視して採用した正社員派遣、②机上だけではなく自社事業における実践営業の教育、

③最先端の IT 知識を有す派遣先を選定してのキャリア開発、④BSC 等を用いた独自のモチベーシ

ョン管理、により問題を解決している。 

IPO 後は、リスクを取りながらベンチャー企業の営業部門のアウトソース事業へと拡大していく

ことを計画している。 

② 戦略創造  

自社で BSC を導入することを検討したが、その策定システムがないと運用に手間がかかってし

まう。市販のシステムは高額で手が出ない。そこで、自社でそのシステムを開発する計画を立て、

多くの中小企業診断士、公認会計士、IT コーディネーター等の先生方のノウハウを集約し、1 本
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3 万円（税込）の戦略創造 light を開発。現在、300 本以上の販売を実現している。 

（２）BSC による経営 

① 全社最適な仕組み 

自社の企業理念をベースに自社を取り巻く外部環境と自社の内部環境を整理して、将来のある

べき姿としての企業ビジョンを社員参加型で策定した。 

自社の内部環境（強み、弱み）と外部環境（機会、脅威）を組み合わせて、社員参加型で、戦

略案を策定し、戦略マップとして「財務」、「顧客」、「業務プロセス」、「人材と変革」の 4 階層に

区分して整理している。各課題について、財務の視点の成果に到達するために最下層の「人材と

変革」での対策事項から上の階層に向けての因果関係を体系化して、個人、事業部、全社レベル

での経営戦略策定、遂行、業績評価、改善のプロセスを顕在化し、全社的に最適化している。 

このシステムは、全社レベル、事業部レベル、個人レベルで作成し、社内で可能な限りの情報

共有がなされている。 

② 人事評価 

人事評価は、行動評価、スキル評価、業績評価で行っているが、この業績評価の部分で BSC の

結果を活用している。 

③ 社内会議 

取締役会、事業部会議、等の定例会議で各種報告のベースのフレームワークになっている。 

（３）ＩＴ営業アウトソーシングの戦略 

① サービスモデル 

このモデルの特徴は、IT メーカーに新規顧客獲得向けの IT 営業マンを自社の社員の立場で派遣

するもので、単なる人材の紹介斡旋による派遣とは異なっている。IT メーカーのユーザーからみ

れば、本企業が責任を持って採用・育成・能力形成した適材を、業界として不足している新規顧

客獲得用の営業マンの即戦力として受け入れ、活用するものである。これまでのところ評判が良

く、派遣先の IT 企業の営業部局内で、その活発な業務態度と営業成果が評価されている。 

② 人材育成 

社内の研修で接客態度、コミュニケーション能力、IT 技術、営業ノウハウ等を身につけて、先

方へ派遣しているが、彼らは、この機会に大手 IT 企業で先進の IT 技術が学べる。また、自社で

ベンチャー企業経営も学べるので、この職場を自己成長の機会として捉えることができ、社員の

モチベーションは極めて高い。 

（４）ＩＴソリューション事業の戦略 

① 顧客データベース、新規顧客獲得マネジメントシステム 

帝国データバンク等の名簿から、テレマーケティングを行い、4年半かけて、3万件の新規受注

の可能性の高い顧客予備軍の DB を作成している。手作りで SFA システムと自社の有望顧客 DB を

統合した社内独自の新規顧客獲得マネジメントシステムを構築してきた。これが自社の強力な競

争優位の源泉となっており、外部のベンチャーファンドからの評価も高い。 

② このビジネスのポイント 

このビジネスは代理店業務で、顧客とソニー等のメーカーとの需給情報のマッチングの仲介に

よる手数料収入獲得であり、営業担当者に要求される技術的能力は深くない。むしろ上記の新規

顧客獲得マネジメントシステムの方に価値がある。 
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（５） 戦略創造事業の戦略 

本システムは、自社での BSC システム導入の中から生まれてきたものであって、上場までは、

これを個別パッケージ形態での販売に止めている。現状では、これを IT 営業アウトソーシング企

業発掘の手段として活用している。大手 IT 企業の関係企業ではこの BSC を社内、関係企業先に導

入しており、これが分るアウトソーシング先として先方の理解が早い。また、将来、株式上場の

際には、株主になってもらうことも期待している。株式上場後は、新たなビジネスモデル展開も

考えている。 

（６） 株式上場に向けて 

本企業の事業多角化の方針は、機能別に展開しており、既に述べているように、受注情報に関

する領域から、人材派遣、経営ノウハウのパッケージ化の領域とリスク分散を図るとともにナレ

ッジ、システム・DB 等の共有による競争優位の確保がなされている。 

2009 年中の株式上場を目標に、計画的に事業拡大を検討しており、例えば上記アウトソーシン

グ事業での派遣人員を 2007 年 9 月には 30 名、2008 年 9 月には 60 名の水準に増員予定である。 

サービス業では、関係者間での全体最適な WIN-WIN の関係構築がその事業展開において不可欠

である。このアウトソーシング事業では、社員はこの派遣を自己のキャリア成長の場の提供、メ

ーカー側は低コストでの人材活用、エンドユーザーは低コストでのソリューションの享受、当社

は企業利益と企業成長の確保という WIN-WIN 関係の持続を考えている。 

（７） 産業化の方向    

① 組織能力の形成 

各事業展開に当たっての組織的供給能力・オペレーション能力は、BSC の展開の中で能力形成さ

れているが、社内での情報共有と各事業部担当取締役のマネジメント能力が大事。組織的イノベ

ーション能力については、BSC の中で仕組化しているが、新規のビジネスモデル提案は各取締役

から出ている。 

② 東京、名古屋に支店を置き、東名阪での営業展開が中心。  

③ 新サービスの開発 

当面は、現状の体制で事業拡大を考えているが、株式上場後には、既に述べている通り、ベン

チャー企業一般の新規営業のアウトソーシングビジネスへの参入、BSC のビジネスモデルのさら

なる展開を考えている。 

（８）市場での売上げ見通し 

 2007 年 9月期の売上の見通しは 2億 6,000 万円程度を見込んでいる。 

 
9 サービスモデル革新の成功要因 
（１） 先を見通して、ビジネス展開してきたこと。 

（２） タイムリーな支援、出資、融資を受けることが出来たこと。 

 
10 サービスモデル革新の効果 
（１）IT 営業アウトソーシング事業 

 本サービスは通常の人材紹介派遣サービスとは違い、IT 業界の新規顧客獲得の営業マンの不足に対

する潜在需要を顕在化した。また、派遣営業マンの技能のレベルは高く、人材養成にかかる時間も短
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く、人材のコストが低く能力が高いので生産性も向上する。このサービスは IT業界全体の構造変化、

製品供給体制の弱体化を支援するもので社会的価値もある。 

（２）戦略創造事業 

 本パッケージは、他のシステムソリューションに比べ極めて安く、その中小企業向けの導入ステッ

プに対応したものは他に例が無く、新規性がある。その意味で中小企業の潜在需要を顕在化させてき

ている。今の所ノンクレームで、早く操作出来、安く、中小企業経営における生産性向上効果、経営

戦略形成効果も高い。これで日本の中小企業経営の能力水準が上がれば社会的な効果も出てくる。 

 

11 総合評価  
 本企業は、2002 年に設立され、IT ソリューション事業で必要な事業基盤を構築しながら、2005 年

から 2つの新しいサービス事業、即ち新規顧客獲得に向けての IT 営業アウトソーシングサービスの提

供と中小企業の経営革新への BSC 活用のためのソフト（戦略創造）の開発・販売に取り組み、2009 年

株式上場に向けての準備を行っているベンチャー企業である。 

自社の経営システムの形成と運用をみると、中小企業では珍しく、BSC システムをベースに、その

企業理念に基づき、社員参加型で企業ビジョン、経営戦略、戦略マップを策定し、これを個人、事業

部、全社レベルで展開して、その経営戦略の策定、遂行、業績評価、改善のプロセスを情報共有・顕

在化し、全社的に最適化したビジネス展開を実践してきている。 

社長は大手 IT 企業でシステム営業を経験して、ベンチャー企業でのテレマーケティング事業の経験

を経て、会社を興し、社長業の中で中小企業診断士の資格を取得している理論家でもある。 

 社長の過去の事業経験がこれらの 2つの新サービスのコアの知見となっており、これらを社会で事

業化、産業化しようとの動機付けとなっている。 

即ち、IT 営業アウトソーシングは、IT 企業の新規顧客獲得に向けての営業人材ニーズに着目した人

材派遣パッケージで、自社内で必要な教育、営業ノウハウの獲得を行って、派遣先のビジネスニーズ

に対応し、将来的には、あらゆるタイプのベンチャー企業の新規顧客獲得人材の派遣ビジネスを目指

すものである。 

 また、この戦略創造は、企業の経営改革、企業成長にとって有用な経営戦略形成支援ツールの BSC

を中小企業にも使用可能なものに改変した経営支援ソフトパッケージで、社長執筆のマニュアル本と

の組合せで、専門のコンサルタント、税理士、等と連携して販売拡大に努めている。 

これら事業は日本の大企業、中小企業の必要な専門領域のニーズをうまく捉えており、今後ともこ

れらビジネスの拡大は見込まれよう。 

今後、営業アウトソーシング事業を中心に、その業務拡大を計画しているが、これに対応したサー

ビス従事者の人材育成への取組、将来に向けての経営人材の育成が必要になっている。 

いずれにしても、本企業は、今後ともこの BSC 等を活用し、社長、経営陣と各事業に従事する派

遣サービス従事者等との間での必要な情報の共有を行い、かつ、既にある会社全体、各事業、個人の

間の全体最適化に向けた経営上の仕組みにより、人材育成しつつ最適化した業務ルーティーンを形成

し、相互に WIN-WIN となるよう努めて、サービス供給上の優位性を持続的に構築して、今後の既存

事業の拡大へのスムーズな対応、関連多角化による新事業開発を行う必要があろう。また、これらに

対応した適切な組織改革を通じて、持続的な企業成長を実現させることが望まれている。 
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ケース９ ㈱グローバル・パッセンジャー 

 

 

１ 会社概要 
(1) 概要 
① 会社名 株式会社 GlobalPassenger 

② 本社所在地 東京都千代田区麹町 1-12-12  HOMAT 半蔵門 3F 

③ 代表者 代表取締役社長 中村 茂樹 

④ 設立年 2005 年 6 月 

⑤ 経営チーム数 3 名 

⑥ 許可番号（特）13-303880 （特定労働者派遣事業許可） 

⑦ 提携企業  VertexSoftware Pvt.Ltd 

⑧ 顧客企業の類型  

   大手システムインテグレーション企業を中心とした顧客層で、10 社程度と契約している。 

(2) 経営方針 
日本を経済大国に発展させた製造業は、もはや日本国内から海外に拠点の主軸を移している。今や

ＩＴ業界も、アジアを中心としたオフショア開発を躍進しなければならない時代に突入したと言える。

しかしながら、オフショアの活用は成功よりもむしろ失敗事例が過去を支配し、トラウマになってい

る企業が数多くみられる。 

 未熟な技術スキル、曖昧な用件定義、英語力、コミュニケーション不足等・・・様々な要因がある

が、それらの問題を克服しグローバル化を達成した企業が、今後情報化社会の勝者に成る事は明白で

あり、さらに質、量、速度を向上させる事が重要になってきている。 

我々は、品質の高いインドの企業（CMM レベル 5 取得）と提携し、グローバルな視点から情報を

集め、各国のサービスを日本の商習慣や品質基準に適した形にして提供することで、日本のお客様の

ビジネスのグローバル化のお手伝いを行っている。世界中の優れた IT 企業とビジネスアライアンス

を締結し世界中の優秀なエンジニアを駆使しお客様のプロジェクトに参画させていただく。 
(3) 経営組織 
 社長、取締役、監査役(非常勤)の 3 人の経営チーム運営。 

 インドの VertexSoftware Pvt.Ltd のＣＥＯが非常勤の取締役に就任 

(4）事業内容 
システム、ソフトウェア、アプリケーションの受託開発 

  IT 技術者派遣サービス 

  オフショアサービス 

  システムの設計・開発・保守・運用の受託サービス 

  開発プロセスコンサルティング  

(5）企業成長の経過 
当社は営業関係の３人で設立した会社である。 

中村社長は前職でルーターやスイッチなどのネットワーク関連のＳＩ業務をしていた。営業先では顧
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客と雑談中に「ＩＴエンジニアの人手不足で困っている」という話をよく耳にしていた。 

当初はボランティア的に知り合いを紹介していたのだが、いっそのこと海外に人材を求めていった

らどうだろうかと考えたことが始まりだった。 

その当時は親日的な雰囲気のベトナムに非常に興味を持っており、個人的な人脈でベトナム人エンジ

ニアを紹介したところ、スキル的に難しいという顧客の声があり、一方で同時に紹介したインド人エ

ンジニアの評判が高かった。 

そういった市場の生の声を受け止めて、パートナーとしてのインドの Vertex software（ﾊﾞｰﾃｯｸｽ･ｿ

ﾌﾄｳｪｱ）社を選び、前職場での息の合った仲間２人と共にスピンアウト、オフショア開発専門の会社「株

式会社グローバル・パッセンジャー」を設立した。 

その後現在に至るまで、地道な営業活動を行って顧客企業の開拓を行ってきた。 

 

２ サービスモデル革新のプロセス 
(1) 着想、新機能形成、 
① 着想 

顧客と雑談中に「ＩＴエンジニアの人手不足で困っている」という話をよく耳にしていた。 

当初はボランティア的に知り合いを紹介していたのだが、いっそのこと海外に人材を求めていったら

どうだろうかと考えたことが始まりだった。 

② 新機能の内容 

ⅰ ソフトウェア開発のウォーターフォールモデルでは、以下の順番になる。 

要求分析―システム設計―詳細設計―コーディング(単体テスト含む)―結合テストーシステムテスト

ー運用テスト 

 最近の事例では、詳細設計―コーディング(単体テスト含む)のモジュールを外国人材受入れにより

作業するか、オフショアでの業務委託をする場合が多い。 

ⅱ ソフトウェア開発のオフショアアウトソースに向う道筋として、以下の順番を踏むケースが多い。 

Step１ オンサイト業務開発・・・（IT 技術者派遣） 

Step２ オフショア開発 

Step３ ODC(オフショア開発センター)設置・・・（技術者による顧客専門の開発チーム） 

Step４ グローバルソーシング・・・BPO（業務全般のアウトソーシング） 

ⅲ 本企業は、ベンチャー企業として新規に現状でこの上記ステップの 1､2、3 の機能を日本語の話

せるインド人ＩＴ技術者により実現して、低コストで顧客企業の満足度を高めることに成功している。 

外国人材派遣、オフショア開発業務等に特化し、現状で新規に上記ステップの 1、2、3 を業務化し、

ステップ 1 では自社名で顧客企業に人材派遣契約を結び、また、ステップ 2、3 でも自社名で顧客企

業と案件毎の請負契約を結んで業務を行っている。 

(2）新サービスモデル形成 
①差別化の要素 

  日本語の話せるインド人ＩＴ技術者による高い技能、低コスト、日本語による業務遂行とい 

う利便性の提供という差別化の仕組を導入。 

②収益性確保のメカニズム 

提携先のインド企業及びインドＩＴ業界での人材供給余力は大きく、今後も受注拡大への供給サ
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イドの対応は可能性である。 

また、今後、対象の国・企業を中国、ベトナム等の東アジア地域のイメージで拡大していくこと

も念頭にある。 

(3) 新サービス開発・サービス内容 
①インド企業との提携によるサービス業務提供 

日本市場に特化したインド企業と提携することで、優秀なインド人技術者や高い品質を誇るインド

IT ソリューションの導入をコーディネートしている。 

本研究のフレームワークに即せば、顧客企業のソフトウェア開発上の機能チェーンの連鎖において、

顧客企業の不足するＩＴ人材の補完供給又は詳細設計機能等の補完請負・アウトソース業務を、イン

ドを始めとする外国企業と顧客企業との間に入り、これらを効果的・効率的に運営して最適化する新

サービスである。 

世界中から熱い注目を集めるインド IT であるが、導入に際する実際のノウハウやケーススタディ

など、具体的な情報が不足していることから不透明な部分が多く、知られざるポテンシャルがまだ国

内ではあまり認知されていないのが現状である。 

本企業はこうした発注側の顧客と、開発を行うインド企業との間に入り、きめ細かなコンサルティン

グとコーディネートを行いながら、豊富なプロジェクトの成功実績を積んできている。 

本企業は、顧客の信用を第一に考えており、業務拡大も慎重な姿勢を崩していない。 

初めて受注した仕事は、Java 言語で作られたシステムの結合テストであった。 

相手先にも迷惑をかけないようにするため、リスクの低い工程のみを選んだのである。 

これは、オフショア開発を短期的なコストメリットではなく、長期的なメリットを重視したものにし

たいという考えのあらわれでもある。 

本企業の考える長期的なステップというのは既に述べた以下の 4 段階である。 

Step１ オンサイト業務開発・・・（IT 技術者派遣） 

Step２ オフショア開発 

Step３ ODC(オフショア開発センター)設置・・・（技術者による顧客専門の開発チーム） 

Step４ グローバルソーシング・・・BPO（業務全般のアウトソーシング） 

②開発拠点 

本企業は、開発パートナーとしてインドの Vertex Software 社と提携している。 

Vertex Software 社は、ソフトウェア品質管理プロセスの最高基準を示す CMM レベル 5 認定、及び

ISO 9001:2000 認証を取得した信頼できる企業である。この企業の本社オフィスはインドのマハーラ

シュトラ州プネ市、支店は米ボストン及び東京に所在している。同社は創業以来 10 年間、堅調な成

長と一貫した利益操業を誇っている。 

同社は従業員が２００人規模で、インドでは珍しく日本に特化した会社である。 

日本語教育にも力を入れており、約４０％の従業員は日本語が話せる。 

コミュニケーションは日本語で仕様書も日本語ベースである。 

開発の進め方やよく起こる仕様変更の問題にしても、基本的に日本のやり方に合わせている点に特徴

がある。 

本企業のパートナーとしての信頼関係はかなり強固で、社長同士が互いの会社の役員を兼務するなど、

両社一体となった運営になっている。 
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(4)  IT 人材派遣、オフショア開発の課題 
① 仕様変更やトラブル時の対応 

日本語ができるインド人といっても、お互いの意見が対立関係にあるときはコミュニケーションが

難しい。 

日本人同士でも言葉尻ひとつで揉めることもあるのだから当然のことであるが、トラブルの場合は営

業が間に入ってフォローすることにしている。 

基本的には顧客の要望に出来るだけ沿うようにするが、内容によっては作業が増えた分の対価はパー

トナー会社へ支払えるように顧客と交渉をしている。 

② 成約までに時間がかかる 

大手ソフトウェア企業を顧客としているので、特に契約までのプロセスに時間がかかる。 

また、「本当に要求品質をクリアできるのか」「納期が守れるか」といった不安をオフショア開発に対

して持っているので、日本語のできるインド人ブリッジ SE が顧客先に常駐するといってもなかなか

契約に踏み切ってもらえない。この部分はどうやって短縮していくか課題としている。 

③ インドとの時差３．５時間 

日本が午後になると、インドは始業時間になる。営業面では顧客から見るインド側が先に帰ること

なく遅くまで頑張っている感じになるのでよいが、日本で間に入っている人間は結構長時間労働にな

りきつい面がある。 

一日を時差で長く使えるので、上手に連携すればアウトプットは品質の高いものになるので、苦労で

はあるがメリットでもある。 

(5)  今後の展開 
最終的には、システム開発だけではなくて運用、保守などから、業務全般のグローバル版アウトソ

ーシングを目指すつもりである。 

そのためには、第２のパートナーを中国又はベトナムに育てることとしている。 

Vertex software（ﾊﾞｰﾃｯｸｽ･ｿﾌﾄｳｪｱ）社の持っている日本語教育やエンジニア育成のためのノウハウが

活かせるからである。社長としては、現状ではパートナーが技術的に優秀なこともあり、幅広い分野

で何でも受注している状況であるが、いずれある程度業務は交通整理して強みを打ち出していきたい

意向である。顧客の要望に応えていくことで自ずと方向性が出てくるだろう。 

(6)  開業と顧客接点のマネジメント 
①開業  

会社の主たる業務が営業活動であるので、それに便利なこの地を選んだ。 

②顧客接点での経験のマネジメント 

 大手ＳＩ企業の担当の方々がオフショア開発を行う際の業務以外のトラブル解決を心がけている。 

(7)  市場での顧客満足・顧客感動の確保への取組と評価 
① 顧客満足と市場成果 

 業務品質が良く、上記のトラブル解決を心がけているので、顧客満足を得て、これまで来れた。 

② インド人ＩＴ人材の従業員満足と顧客満足 

 現在 20 人位が日本で働いているが、10 人位が家族を呼び寄せている。日本での社会・生活環境に

満足しており、収入が得られれば、日本で働くことに問題は無い。これらもあって、日本での高い業

務品質を維持してきて、高い顧客満足を得ている。 
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(8） 今後の成長戦略 
 中長期的には中国、インドの市場へ進出していくことも考えている。 

 自社の強みのある領域を選定し、強化していく。 

 今後、コンサルティング人材を確保して本格的な統合型のビジネスモデルを構築していく。 

 

３ 地域文化への対応 
インドの食事、飲酒等の風習、お祭りや結婚式など長期に休むことがあたりまえなので、その辺り

の理解が日本側の顧客に浸透していない点などは異文化コミュニケーションの難しさがある。今後、

インド人技術者の増加に対応して、異文化対応の専門家の雇用も考えている。 

 

４ サービスモデル革新の効果 
(1) 既存サービスとの対比での供給サイドの効果 

 インドの大手企業のＩＴ人材派遣サービスでは米国型の契約主義の業務スタイルを押し通そうとし

ているが、われわれのビジネスモデルは日本的である。 

(2) 需要サイドに与える効果 

 高品質で相対的に安価な人材供給のメリットを享受できる。 

(3)  社会、環境に与える効果 

 今後、中国、インド等へのアウトソースビジネスは拡大していこう。日本とこれら諸国との経済連

携の緊密化が進展していくが、自社ビジネスはこの動きを円滑化してゆくためのものであり、相応

の貢献が可能である。 

 

５ 成功の要因 
(1) 提携先インド企業のＩＴレベルの高さ、作業品質の高さ 

(2) 同社の親日的で誠実な対応とこの企業との信頼関係 

(3) 長年の営業経験から、顧客のＩＴ技術以外のインド人とのインターフェース管理、コミュニケー

ション支援の必要性に気付き、これらへの対応に心がけてきていることが顧客の信頼を獲得して、

短時間での顧客企業の獲得に成功している。 

 

６ 総合評価 
本企業は、2005 年、東京に設立されたインドＩＴ企業との企業提携をベースとした日本企業へのＩ

Ｔ人材派遣、業務のアウトソーシング請負等を業務とするＩＴ関連ベンチャーである。 

経済のグローバル化、知識経済化に対応して、日本のＩＴ産業も、米国の例に習いインド・中国等

の東アジアでのオフショア開発を推進する時代になっているが、種々の原因からこのオフショアの活

用は成功よりもむしろ失敗事例が多く見られる。 

今後、その原因を克服しグローバル化を達成した企業が、このグローバルな知識・情報化社会の勝

者に成る可能性が高く、さらにその質、量、速度を向上させる事が重要になってきている。 

本企業は、品質の高いインドの企業（CMM レベル 5 取得）と提携し、グローバルな視点から情報

を集め、東アジア各国のＩＴサービスを日本の商習慣や品質基準に適合した形で提供することで、日

本の顧客企業のビジネスの東アジア化・グローバル化に向けての支援を行っている。 
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具体的には、本企業は日本市場に特化したインドＩＴ企業と提携することで、優秀なインド人技術

者や高い品質を誇るインド IT ソリューションの導入をコーディネートしている。 

本研究のフレームワークに即せば、顧客企業のソフトウェア開発上の機能チェーンの連鎖において、

顧客企業の不足するＩＴ人材の補完供給又は詳細設計機能等の補完請負・アウトソース業務を、イン

ドを始めとする外国企業と顧客企業との間に入り、これを最適に運営する仕組を構築して優位性を形

成している新サービスである。 

その際、経営者の長年の営業経験から、顧客のＩＴ技術以外のインド人との風俗、習慣、異文化対 

応上のインターフェース管理、コミュニケーション支援の必要性に気付き、これらへの対応に心がけ 

てきていることが顧客の信頼を獲得して、短時間の受注企業の拡大につながっている。 

いずれにしても、今後、日本から中国、インド等へのＩＴのアウトソースビジネスは拡大していこ

う。日本とこれら諸国とのＩＴ上の経済連携の緊密化が進展していくが、本企業のビジネスモデルは

この動きを円滑化・加速化してゆくためのもので、今後とも相応の貢献が可能であり、堅実かつ持続

的な事業展開が期待される。 
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ケース 10 ㈱メディアラボ 

 

 

１ 会社概要 
（１）概要 
①会社名 株式会社メディアラボ（Media Labo Co.,Ltd） 

②住所  東京都立川市曙町 2-32-8 

③設立年 平成 3 年 9 月 

④社長  代表取締役 長島 広幸 

⑤資本金 10,000 千円 

⑥従業員数 45 名 

⑦主要取引先  

（株）ＡＩＴ、（株）インテック、ＮＴＴコムウェア（株）、（株）ＳＲＡ、インフォコム（株）、

（株）コスモ・サイエン ティフィック・システム、立川市、東京都市収益事業組合、帝人 

ファーマ（株）、ドレーゲル・メディカル ジャパン（株）、ニッセイ情報テクノロジー(株)、富

士ソフトＡＢＣ（株）、マイテレビ（株）、横河電機（株）、横河エンジニアリングサービス（株）、

リコーシステム開発（株）、病院多数  

（２）経営理念 
我々は、ソフトウェアのプロフェショナルとしての自覚を持ち行動します。  

我々は、社会が真に必要とする医療システムを提供します。  

我々は、社会に貢献します。  

（３）経営組織 
① 国内  

本社 機能別組織 

九州オフィス 

② 海外子会社 

株式会社 グローバルラボ・サイゴン（Global Labo Saigon CO.,LTD） 

日本市場のソフトウェア開発をオフショアで請け負うベトナムソフトウェア開発会社 

1102 Saigon Riverside Office Center, 2A-4A 

Ton Duc Thang street HoChiMinh City Vietnam 

（４）事業内容・サービス 
現状、以下のサービスを提供している。 

① 病院情報システム 

  電子カルテ、画像情報システム（医用画像管理システム：PACS、総合画像検査支援システ 

ム：RIS）、部門システム、看護支援システム、オーダリング、予約 

② 病院情報システム導入支援 

③ 看護師シフト管理 

④ インシデント管理 
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⑤ 預かり金管理 

⑥ その他システム開発 

（５）企業成長の経過 
当社は SE だった長島社長が一人で創業し、受託開発から始めた会社である。 

開発だけでなく企画、営業といった仕事を経験していたため、当初から協力会社を使うなど会社を成

長させるためのポイントは押さえていた。最初は画像処理関係の仕事を手掛けたが、これが医療関係

の仕事への第一歩であった。技術が売りで、新しい案件があると果敢にチャレンジし、業務アプリケ

ーション開発から、データベースのミドルウェア、動画配信、音響システム、Web システム、パソコ

ン教室など幅広く手掛けていった。ある意味試行錯誤の期間を経て、医療関係のシステムに集中する

ことに決め、パッケージソフトを開発した。 

この医療情報システムは受注が好調で、当社の売上げの７割程度を占めるまでに成長した。 

更なるチャレンジとして技術者不足解消やコスト削減のためにオフショア開発に取組んでいる。 

2005 年にはベトナムの活気あふれるところに惹かれ１００％出資の現地法人を設立した。 

現在は他社のオフショア案件を受注する体制も整えたところである。 

（６）顧客満足と市場成果 
① 顧客満足と市場成果の関係 

ⅰ顧客満足は業務の選択と集中のプロセスで考えはじめ、最近では殆どのエンジニアが病院又はソフ

ト販売メーカーと接点を持ち、顧客から直接評価を受けている。 

ⅱ顧客の満足が自分達の満足・喜びにつながっている。 

ⅲ会社の評判に心がけ、トラブルあればコスト抜きで処理に向かう体制出来ている。 

ⅳ顧客からの要望に応じ可能な機能追加を行い、社員教育も行なっている。 

ⅴ病院業務に特化しているため、業務ノウハウが蓄積できており、顧客の無理な要望にも応じられる。 

② 従業員満足と顧客満足 

ⅰ上がった利益を従業員に還元するにも限度があり、やりがいのある仕事、顧客との対話の中で顧客

が喜ぶ仕事を確保してきている。 

ⅱ従業員の業務提案を可能な限り生かしてきている。 

ⅲ社長が守りに入らず、常に攻めの気持ちで新規業務の開拓を行っている。 

 

２ オフショア開発事業 
（１）事業内容 
①業務体制 

現地に日本人マネージャーを置き、その下で自社パッケージソフトを開発している。 

日本側で商品の企画、基本設計を行い、ベトナムで詳細設計等の開発を行っている。 

開発単位で、日本人 SE が適時現地に赴きプロジェクト管理をしている。 

日本の開発に慣れてもらうために、ベトナム人 SE に定期的に日本で仕事をしてもらうような体制も

とっている。ドキュメントは日本語で現地通訳が翻訳する。 

通訳が日本留学経験者であることもあり、大変優秀で開発に深く関与している。 

② 業務陣容 

現在は 8 名の体制で、日本から本社と九州支社からの管理対応を行っている。 



 61

エンジニア７名に通訳が 1 名いる。 

エンジニアは、システムエンジニア２名、プログラマー５名。 

ホーチミン工科大学など大卒７名である。 

③ 使用技術と研修 

ソフト開発の言語にはいくつかのものがあるが、当社は JAVA が中心である。 

プログラムレベルは日本人と変わらないか、むしろそれ以上であるが、全体の仕様を理解する能力は

やや劣る。研修は OJT 中心で、はじめは初歩的な仕事を与え、それがクリアできれば次のステップの

仕事を与えている。外資系会社でオフショア開発中心の仕事をやってきて、当社へ転職してきた者が

多い。そのため技術はあるが、反面、全体をマネジメントする力は弱い。 

（２）生産工程間分業 
 今回のオフショア開発の意義は、本研究でのフレームワークに即して言えば、自社のソフトウェア

開発上の機能連鎖・チェーンの形成において、ベトナムでの人件費格差を活用して、自社のベトナム

子会社にその詳細設計等の機能を生産工程間分業の形で補完的に分担させて、内外の自社グループ企

業間でこの統合業務の全体最適化を果たす仕組を形成している。 

 

３ 事業上の課題 
（１） 技術志向の強いベトナム人技術者 

多くのベトナム人技術者はシステムの全体像を理解しようとし、仕様書通りに作ることが可能とな

っている。テクノロジーに興味があるので、新しい技術を覚える欲求は強い。同じ事をずっとやらせ

るとモチベーションが上がらないので、仕事の与え方には配慮している。 

（２） コミュニケーション 

開発基準（方法・手順）を日本のスタンダードにあわせて運用しているが、阿吽の呼吸を要求する

ことは難しい。 

ベトナム人社員は何回でも同じ質問をしてくるが、省略せずに丁寧に一から説明することが必要。 

プライドが高いので決して頭ごなしに怒ってはいけない。 

（３） ベトナムのインフラが弱い。 

都市でありながらも瞬電や停電が多い。通信インフラも弱い部分があるので、十分な速度を確保し

ようとすると費用が相当高くなる。また、都市部の家賃が高額である。ただし、IT 投資には国を挙げ

て積極的であるため、これらは次第に解消されていくだろう。 

 

４ 今後の展開 
他社のオフショア開発受注を拡大したり、現地で自社パッケージソフトを販売したりしようと思っ

ているが、そのためのコネクションを早く築きたいと考えている。 

 また、ベトナムの経済成長率は高く、今後、給料も上昇していくので、人件費格差メリットも長く

は続かないので、早くベトナム市場に自社製品を売りたい。 

 

５ 東アジア・グローバル経営 
（１）海外進出の背景・動機 
 自社のソフト開発の需要の高まりの中で、SE やプログラマー等の慢性的な人材不足の問題や、低
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コスト要請の高まり等から日本だけでの開発に限界を感じていた。 

これらの問題を解消するために、海外への進出を考えていたが、社長の知人でベトナムへ進出した企

業があり、2004 年 12 月からベトナムでのソフト開発を検討し始めた。 

2005 年 1 月にホーチミンを訪問し、空港からタクシーに乗って中心部へ行く間に、車窓から感じた

ベトナム社会の活気で、進出を決めた。 

当社は海外進出の経験がなく、ベトナム投資に関する情報も持ち合わせていなかったが、中小機構の

国際化支援アドバイザーなどから何度もアドバイスを受ける一方、積極的にベトナムを訪問し、ベト

ナムの IT エンジニアの確保や質など、オフショア開発の可能性を探った。 

投資申請から許可までは、非常に円滑かつ短期間で進み、2005 年 3 月には Global Labo を設立、ホ

ーチミン市内 1 区 Ton Duc Thang 通りの Saigon Riverside Office Center に進出した。 

IT 産業の進出は、ベトナムでは他の産業よりも優遇されており、早期に許認可も下り、短期間の内に

進出できたのである。 

（２）親・子会社関係と連携する組織能力 
 ソフト開発を海外で生産工程間分業を行う場合、現地企業に委託する場合と自社の子会社に業務委

託する場合があるが、本企業は、上記の自社の 100%子会社に業務委託している。 

本企業は親企業と子会社とも社長が共通で、知識・ノウハウ、業務方式は、自社・親会社のやり方

で統一でき、本社と子会社の間で連携する組織能力・業務ルーティーンが形成されてきている。これ

には自社でのパッケージ開発等の安定的な業務発注量が必要になるが、ベトナムでもこのやり方での

業務管理に目途が立ってきている。 

（３）現地従業員満足・地域文化への対応 
テクノロジーに興味があるので、新しい技術を覚える欲求は強い。同じ事をずっとやらせるとモチ

ベーションが上がらないので、仕事の与え方には配慮している。 

 ベトナム人社員は何回でも同じ質問をしてくるが、省略せずに丁寧に説明することが必要。 

プライドが高いので決して頭ごなしに怒ってはいけない。 

 また、受注が来たとき、ベトナムでは日本よりも納期を長く見積もる。これはベトナム人が残業を

嫌うためである。勿論、仕事が終わらないときは責任をもって残業をする者もいる。 

しかしベトナムのエンジニアはキャリアアップのため、仕事後に日本語や英語習得のために学校に

通うものも多い。加えて、翻訳・通訳時間も必要なので、余裕をもった納期設定が必要である。 

（４）ホーチミン市内の海外ソフト企業の状況 
 ホーチミン市内には、オフショア開発を行う日系のソフト会社は、５０～６０社近くが展開してお

り、委託加工形態を含めると、さらにその数は増える。 

アメリカ、カナダなどの外資系を含めると、約 1,000 社近くのソフト会社があると推測される。 

 

６ 海外展開の効果 
（１） 既存サービスとの対比での供給サイドの効果 

① 安い人件費メリット 

② 現社員の中にはベトナムへ出張したがる社員がいる。 

③ 新規社員募集に際して、ベトナムでの仕事に興味をもって応募する者が出てきている。 

（２） 需要サイドに与える効果 
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 既存顧客とは異なる客層から、自社がベトナムに出ていることを承知で、オフショア単価で多言語

対応での業務ソフト開発の引き合いがあった。 

（３） 社会、環境に与える効果 

現在は人件費格差でベトナムでの事業を開始したが、ベトナム人エンジニアの優秀さからして、将

来的には、日本で顧客の要求分析を行いベトナムで基本設計からの工程を担当させて、ベトナム子会

社の位置付けを兄弟的なものに格上げしようと考えている。このように日本とベトナムの企業連携が

一層緊密化していく。 

 

７ 成功の要因 
（１） ベトナム人通訳がまとめ役となっている。 

（２） 最後まであきらめないこと。 

（３） 2005 年までに現地で会社設立できたため、4 年間、法人税の免除を受けたが、早い決断がよ 

かった。 

（４） 異文化マネジメントへの配慮を行い、グローバルな意識を持って現地従業員と接してきてい

ること。 

 

８ 総合評価 
 本企業は平成 3 年に立川市で設立されたソフトウェア会社で、最近は医療関係のソフト開発で独自

の地位を占めているが、ベトナムにオフショア開発用の子会社を設立し、異文化マネジメントに配慮

してそのビジネスモデルの立上げに成功しているベンチャー企業である。 

 本企業のケースでのオフショア開発の意義を本研究でのフレームワークに即して説明すれば、 

自社のソフトウェア開発上の機能連鎖・チェーンの形成において、ベトナムでの人件費格差を活用し

て、自社のベトナム子会社にその設計等の機能を生産工程間分業の形で補完的に分担させて、内外の

自社グループ企業間でこの統合業務の全体最適化に向けた仕組を形成して優位性を形成している。 

 また、本企業は親企業と子会社の社長が共通で、知識・ノウハウ、業務方式は、親会社のやり方で

統一でき、本社と子会社の連携する組織能力・業務ルーティーンが形成されてきている。 

これには自社でのパッケージ開発等の安定的な業務発注量が必要になるが、ベトナムでもこのやり方

での業務管理に目途が立ってきている。 

今後のベトナムでのオフショア開発の展望は、他社のオフショア開発受注を拡大したり、現地で自

社パッケージソフトを販売したりしようと考えており、そのためのコネクションを早く築こうとして

いる。また、ベトナムの経済成長率は高く、今後、給料も上昇していくので、人件費格差メリットも

長くは続かないので、早くベトナム市場に自社製品を売り出す意向を持っている。 

 このような自社の子会社を活用したソフトウェアのオフショア開発が成功するためには、国内での

安定的な自社製品のマーケット、また、ベトナムを始めとする受け入れ国内の従業員に対する異文化

マネジメントに配慮したグローバルな視点での経営が不可欠である。 

 いずれにしても、本企業のように国内で医療関係等これから次世代に向けての重要なマーケットへ

の参入を果たして経営上の成果を上げ、同時にベトナムでのオフショア開発の事業拡大と市場開発に

向けて注力されることが期待される。 
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ケース 11 コンサルソーシング㈱ 

 

 

１ 会社概要 
（１）概要 
会社名  コンサルソーシング株式会社 

住所   名古屋市中川区尾頭橋４丁目 13 番 7 号 nabi 金山 

設立年  2004 年 12 月 （営業開始日 : 2005 年 10 月 1 日） 

社長   代表取締役 松井 順一 

資本金  300 万円 

従業員数 6 名 （2007 年 5 月 1 日現在）内コンサルタント 3 名 

取引実績 

  カゴメ株式会社、学校法人河合塾、キューピー株式会社、瀬戸市役所、東京商工会議所、トーマ

ツコンサルティング株式会社、トヨタ自動車株式会社、中日本高速道路株式会社、 

株式会社名古屋銀行、名古屋商工会議所、富士通株式会社、ブラザー工業株式会社、ブラザー販

売株式会社  他 多数  

（２）基本理念 
①基本理念 

顧客価値を高めることを“人づくり”と“改善”によって実現することを追及し続けます。 

②経営理念 

「やってみせ、言ってきかせて やらせてみせ、ほめてやらねば人は動かじ」を実践し、自ら気づき、

自ら考え、自ら改善する“人づくり”をめざします。 

適材適所の精神の基、プロフェッショナル連携のシナジー(相乗)を追求します。 

③ミッション 

三現主義（現地・現物・現認）と実践（やってみて考える）を基軸としたサービスを開発し、提供し

ます。コンサルティングとアウトソーシングを融合した第三のサービスを開発し、提供します。 

プロフェッショナル・パートナーとの連携により、シナジーサービスを創造し、提供します。 

（３）経営組織 
  コンサルタントによる業務分担による業務処理 

（４）事業内容 
① マネジメント・コンサルティング 

   TPS ベースの人づくり、組織づくり、業務改善、しくみづくり 

   セキュリティ・ISO のしくみづくりと改善 

② 研修・セミナー 

③ マネジメントクラブ、企画・運営支援 

 

２ 新コンサルティングサービス（職場のかんばん方式のサービス） 
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（１）着想、新機能形成 
①着想 

 従来、企業が社内で人材育成を行ってきたが、最近ではこれを怠っている。この人材育成分野は重

要で、企業内人材を鍛え良くしていくため、自分たちとして、実践的で独創的な人材育成を行うよう

企業を支援していく。 

②新コンサル業務のユーザーへの機能 

 顧客企業の本来業務である人つくりを行う仕組の導入と人材育成の支援。 

（２）新サービス内容 
本企業は、新サービスとして「ストア管理」をサービスメニュー化しているが、これは自動車関連

の製造現場で使われている「かんばん方式」からその根幹を成すトヨタ流のＤＮＡを抽出し、事務、

管理、開発部門、等の業務管理に適用させたものである。   

この仕組は、サービス業務における品質、生産性向上に役立つものと考えられ、以下にその概要を

紹介しよう。 

 本方式はⅰ業務に作業工程的な複数のプロセス・機能の連鎖があり、ⅱ人の能力が製品の品質、生

産性、等の成果達成に重要な役割を担っている、ⅲ各個人の能力をチームの中で補完しあう高い組織

管理能力が求められているような職場で大きな効果を発揮するが、その仕組、基盤と効果のポイント

を以下に述べる。 

① 仕事の見える化 

  仕事そのものの目的を見える化して、個の集団からチーム力を発揮する本当の意味の組織に発展

させる。顧客の要求である業務目的を明確化して、職員は顧客の視点での改善を考えるようにな

る。業務の優先度、重要度を組織の視点で決定し、運用する。作業結果の見える化を行い業務品

質を定義し、それを逸脱しない。 

② 業務体制の見える化 

  職員の能力と負荷の与え方を見える化して、能力と業務負荷のバランスを取りながら作業配分し

た管理を行い、組織能力の効率的な利用が可能となる。 

③ 仕事の進行の見える化 

  進行管理ボードを活用して、案件単位の作業カードの進捗を管理して全体の作業スピードを管理

する。 

④ 仕事の生産性の見える化 

  一定の労働時間に対応した作業カードの処理枚数の増減で物的な労働生産性を把握して、改善の

方向性の確認と改善へのモティベーションの維持を可能とする。 

  生産性の見える化により、非正味作業時間の発見等の改善のための要素を発見できる。 

⑤ ストア管理による業務改善 

  ホワイトカラー業務のＱＣＤＳを阻害するのは種々のムリ・ムダ・ムラである。 

  作業を正味作業と非正味作業に区分し、非正味作業から改善に取組み、作業のムダ、作業ミスに

よるムダ、情報伝達のムダ、見込み作業のムダ、処理待ち作業のムダ、動作のムダ、手持ちのム

ダ、等が改善の対象となり、これらを作業カードの動きやデータから把握し、改善。 

  仕事のムラには、密度のムラと能力のムラの２種類があり、これらはプロセス毎、人毎、日毎に

もたらされ、これを組織内で平準化させて業務処理する。 
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  これらムラに起因する慢性的なムリ（過負荷）を改善して品質等のトラブルを防止する。 

⑥ 変動対応性を高める平準化管理 

  業務変動への対応能力を高めるために、各業務プロセスでの仕事の一個流し処理によるリードタ

イムの短縮、仕事の１列待ち処理によるトラブル等への変動対応能力を向上させる。 

  また、この仕事の１列待ち処理を実効あるものにするためには職員が多様な業務を身につけてい

る多能工化が必要である。この多能工化には、仕事のプロセスの標準化を行い、個別対応の必要

のない共通業務の定義と習得を行うのが適切である。 

   また、開発業務を中心に仕様変更に備え、業務の最遅着手や需要に応じた業務の総量管理、枠

管理を行うことも必要な場合がある。 

⑦ トヨタ流管理・改善の基盤作り 

  管理・改善に向けた基盤の無い組織ではトヨタ流管理・改善は実践できない。 

上記の改善の仕組を育てられる基盤には、ⅰノイズの無い職場環境「５S」の実現、ⅱ改善の見

える化「改善ボード」の運用、ⅲ改善を伝道できる人づくりのための「改善塾」の運営と改善の

伝道ができる人材「改善伝道師」の育成、の 3 つの要素があり、これらの着実な実践が不可欠。 

   改善伝道師は、改善塾において、自分の持ち場以外の現場のリーダーに対し、必要なアドバイ

スを行い、各リーダーの行う組織成長活動をどう支援したかが評価される。これにより、他人に

成果を出させるマネジメントの知恵が形成され、これら活動の発表会を開催して、これら知恵を

形式知化する。このシステムは、トヨタ流の改善を現場に浸透させるのに効果的な手法である。 

⑧ 本サービス内容の評価 

 藤本隆宏(2001)によれば、物の新製品開発・生産・消費のプロセスは、ⅰ供給側の設計ステージで

の消費者のニーズ・ウォンツを反映した製品コンセプト形成、機能設計、構造設計、工程設計、ⅱ生

産ステージでの生産（量産）、流通・販売、ⅲ消費者側での消費者の新製品の使用による製品機能の使

用価値の解釈、顧客満足の流れとなる。 

 トヨタ生産方式のポイントは、主に部門・業務単位をまたがる開発（源流管理）・生産（かんばん方

式）の機能チェーンの連鎖において、練り上げられた組織能力により、品質と生産性の向上等を目指

したダイナミックに全体最適な仕組を形成・運用して、現場での改善基盤の構築と PDCA サイクルを

踏んだ業務改善を持続的に行うことである。 

 今回のサービスモデル革新の本質は、サービス業務の内、営業、開発、サポートサービス、管理業

務、等の多様な事務処理について、トヨタ生産方式のベースとなるコンセプトを抽出して、その業務

プロセスの連鎖において、品質と生産性の向上等を目指し、成長と変動への対応を中心としたダイナ

ミックな全体最適化に向けた仕組の形成・運用により、改善基盤の構築と IT に頼らないで PDCA サ

イクルを踏んだ業務プロセスを跨る業務改善を持続的に行うことにある。 

これらによりサービス供給上の優位性を形成して、市場での経営上の成果を目指すものである。 

（３）開業と顧客接点のマネジメント 
①開業 

 若いベンチャー企業として名古屋市のサポートを受けるため、本名古屋ビジネスインキュベーター

の一室を借りて開業した。 

②顧客接点での経験のマネジメント 

 顧客企業の経験、変身を意識して日常業務を遂行している。 
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 我々は、人材育成の仕組・基盤つくりを支援し、企業内で人材育成を実践していく人を育成し、彼

らが改善の楽しさ、改善成果の達成を経験させ、変身させる。 

（４）市場での顧客満足・顧客感動の確保への取組と評価 
プロジェクト単位で、サービス品質を維持・向上させるため、自社のコンサルティングプログラムの

実施において、社長が中心となって、現地で顧客企業の満足確保がなされているか確認する。 

（５）経営上の成果見通し 
 事業開始初年度で黒字を計上し、黒字が継続する見通しにある。 

 

3 新サービス内容の効果 
(１) 既存サービスとの対比での供給サイドの効果 

 トヨタ生産方式をサービス業務に適用するコンサルタント企業は未だ存在しない。 

(２) 需要サイドに与える効果 

 刻々環境変化が生じる中で組織を維持・成長させるための組織マネジメントを行う管理者の育成を

行う。 

 

4 成功の要因 
（１） 顧客企業の人材育成ニーズに合致していること。 
（２） コンサル内容の構成要素を「見える化」出来ていること 

（３） 顧客企業の組織管理者が改善の成果を実感できていること 

 

5 本研究のフレームワークから見た評価 
 本企業は、2004 年、名古屋市で設立(2005 年営業開始)の若いベンチャー企業で、その基本理念の

「顧客価値を高めることを“人づくり”と“改善”によって実現する」を目的とする企業である。 

また、そのミッションではトヨタ生産方式の基本である三現主義（現地・現物・現認）と実践（やっ

てみて考える）を基軸としたサービスをコンサルティングとアウトソーシングを融合した第三のサー

ビスを開発し、提供することとしている。 

 本企業の社長は、トヨタ系列の大手部品メーカーで新製品開発業務に携わり、その後、関連の機関

で経営コンサルティング業務に従事して、トヨタ生産方式の DNA をホワイトカラーの職場業務に適

用、サービス展開できないかと着想してきた。 

その後のモデル化、新サービスの供給を経て、これまでのコンサルティングの実践での成功事例を

ベースに、最近の著書でそのサービスモデルを公開して、広くサービス展開に努めている。 

今回のサービスモデル革新の本質は、サービス業務の内、営業、開発、サポートサービス、管理業

務、等の多様な事務処理について、トヨタ生産方式のベースとなるコンセプトを抽出して、その業務

プロセスの連鎖において、品質と生産性の向上等を目指し、成長と変動への対応を中心としたダイナ

ミックな全体最適化に向けた仕組形成・運用により、改善基盤の構築と IT に頼らないで PDCA サイ

クルを踏んだ業務プロセスを跨る業務改善を持続的に行うことにある。 

これらによりサービス供給上の優位性を形成して、市場での経営上の成果を目指すものである。 

最近の 2007 年 4 月 20 日の経済財政諮問会議への経済産業大臣の提出資料等においても、今後のサ

ービス産業におけるイノベーションと生産性向上に向けて、①サービス業での製造業の管理ノウハウ
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の活用支援、②サービス人材の育成支援、等が挙げられる。 

今回の本企業の提供する革新されたサービスモデルは、国内に広く点在するサービス業の該当する

関連業務についての、その実施基盤つくりと IT に頼らないダイナミックな業務改善の仕組化に関す

るものであり、今後とも、本サービスの着実な業務展開が期待される。 
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ケース 12 ㈱三技協 

 

１ 会社概要 
（１）本社所在地 

    神奈川県横浜市 

（２）資本金 2 億 9,600 万円 従業員数：単体 221 人、連結 635 人 

（３）経営理念 

（経営信条） 

社員の喜びと豊かさの追求は健全で発展的な企業活動を生み社会の進化に貢献する。 

智恵の共有はあらゆる場に切磋琢磨を起こし革新の起点となる。 

信頼はかくして生まれる。 

（経営目的） 

The Optimization Company を目指し企業価値の向上を図る 

（企業使命） 

企業の社会責任を果たす； 

     ・社員の雇用を促進・維持し人権を保障する 

     ・顧客に優れたサービス・製品と安全を提供する 

     ・株主に成長と利益、ガバナンスとコンプライアンスを誓う 

     ・社会との協調と貢献、福祉活動、好感度の向上に努める 

     ・国家に納税し法令を遵守する 

     ・地球の環境保全と保護活動に参加する 

（４）事業目的、主要事業 

 ① 事業目的 

   衛星、無線、情報通信分野における独立系専門サービス企業 

   顧客企業に対し、技術サービスや業務効率化ツールの提供を通じて、お客様の製品,サー 

   ビスのＱＣＤの改善に寄与する。 

② 主要事業 

  外国企業のマーケット参入支援、開発・製造請負 

  オプティマイゼーションコンサルティング 

  業務サイバーマニュアル販売 

  ユビキタスＩＴ環境設計･構築 

  ＩＰネットワーク設計･構築 

  センサーネットワーク設計・構築 

  モバイルネットワーク最適化作業 

  ネットワークシステム構築請負 

（５）主要顧客 

   ソニーとそのグループ企業、ＮＥＣとそのグループ企業、ＫＤＤＩ，ＶＯＤＡフォン、国、地方

自治体、等 
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２ 会社経営の成長経過 
1965 年 三和電気技術協力株式会社 創立（三和電気興業株式会社より分離）資本金 200 万円 

1985 年 資本金 1 億 8000 万円に増資  三技協に社名変更 株式会社埼玉三技協設立 

1987 年 横浜本社完成 営業開始 福島三技協設立 

1989 年 資本金 2 億円に増資 

1991 年 埼玉工場完成 操業開始  関西支店開設 営業開始 

1996 年 株式会社三技協メディアシステムズ設立 

1997 年 生産本部 ISO9002 認証取得 

1998 年 システム本部 ISO9002 認証取得 資本金 2 億 6300 万円に増資 

1999 年 一般第二種電気通信事業者登録 

2000 年 資本金 2 億 9660 万円に増資 

2001 年 ISO9001：2000 年版 認証取得 

2002 年 株式会社三技協ファシリティマネジメント設立 

現在に至る。 

 
３ 成長戦略 
（１）仙石社長は、（株）ソニー、ソニーコーポレーション・オブ・アメリカなどを経て、（株）ソニ

ープラザの取締役を最後に、ソニーマンとしてのキャリアを終えて 1990 年 4 月、父の創業した（株）

三技協に転じた。 

（２）ソニー時代に学びとった aggressive な経営戦略を導入し、それまではマイクロ波・衛星通信・

にかかわる各種設備の施工や現地調整を主な業務とする工事サービス企業を、成長戦略的な視点か

ら順次 IT、移動体通信、等への要素サービス事業を立ち上げて、現在の通信機器の検査から情報通

信システムの設計開発、施工、現地調整、保守管理、各種コンサルティング業務など、通信並びに

ＩＴにかかわるすべてのニーズに対応できる総合的なＩＴエンジニアリングサービス企業に育てて

きた。 

（３）自己の豊富な海外体験をベースに、必要な経営人材を外部から取り入れ、また、内部人材の育

成により、デジタル情報時代に真の意味でのグローバルな対応ができる企業に企業変革と企業成長

に努めてきた。 

 
４ 事業フレーム（ 主製品 ） 
（１）市場の範囲（国内、グローバル）、顧客の属性 

国内からグローバルまで 

（２）サービスの機能 

通信サービス企業、IT 企業の顧客へのコミュニケーション実現の業務の QCD 改善のためのサービス 

（３）機能の実現形態 

人、組織のコミュニケーションの実現、機能改善に向けての通信サービス企業、IT 企業の業務への支

援サービスを、対象の通信媒体が衛星、ケーブル、モバイル、光、LAN へと拡大し多様化した中でこ

れを実現。 
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（４）サービス製品の差別化 

通常のソリューションからビジネス、業務、作業のトータルなオプティマイゼーションサービス 

（５）市場までの供給ルート 

通常、通信事業者、製造企業への直納 

 
５ 組織設計の状況 
（１） 本社の組織設計 

   多事業本部制 

   オプティマイゼーション戦略本部、営業開発本部、第 1 及び第２モバイル営業本部、プ 

   ロードバンド営業本部、ＩＴシステム営業本部、管理本部、等 

（２） 子会社等 

   国内の関連 4 子会社、中国上海の中国子会社 

   国内各地域にある支店等 

   英国支店、ＵＳＡ事務所、ベトナム事務所 

 
６ 業務の特色 

（１） オプティマイゼーション戦略 

 本企業のコアビジネスは、①衛生・マイクロ波通信、②モバイル通信、③システムインテグレー

ションを主体とした対企業向けのサポートエンジニアリングサービスである。 

 最近では、オプティマイゼーション戦略本部を設置し、その戦略的なビジネスモデルをこれまで

の顧客の情報通信媒体毎の業務単位の課題、等に対応するソリューションの提案と実行から、顧客

のビジネス全体からのオプティマイズ（最適化）したソリューションを提案し実行するものへと進

化させてきている 

（２） 具体例 

 具体的には、①本企業が顧客に対し、技術サービス･ツールをオプティマイズして提供、②顧客

企業のエンドユーザーに提供する製品・サービスのＱＣＤ改善に資する業務・経営プロセス全体の

オプティマイゼーションを提案し、その実現に向けての支援、③エンドユーザーは、この最適化し

た製品やサービスの提供に満足する。 

 以上のサービスビジネスモデルは、①サービス企業の場合はそのサービス供給システム全体の最

適化、②製品供給企業の場合はその供給チェーン・イノベーションチェーンそれぞれの全体の最適

化の実現に向けてのサポートである。 

 

７ サービス経営 
 本企業のサービス経営の基本を具体的にそのモバイル通信工事最適化事業に見ると、本来この事業

の本質は、ＫＤＤＩ等の大手モバイル通信事業者が自ら、又は関連の子会社が無線電波の最適な通信

可能領域の設定とシームレスな通話の保障のための最適な設計と工事の組み合わせ実施により、国内

に携帯電話サービスを迅速、的確に提供することにあった。これまで高度な技術能力を持つ本企業が、

この範囲でのサービスパッケージで自社の持つサービスシステムを活用して、多くの地域でこの事業

を請負い、完成させてきているが、これは本企業が顧客に対し、顧客の満足するサービス価値（期待
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より高いサービス品質と予想より低いサービス価格の実現）を提供できているためである。 

 
８ グローバル経営に向けて 
 経営陣は、社長が在米合計 10 年で、その外の経営陣も豊富な海外経験を有している。米国ネヴァ

ダ大学のモース教授が社外取締役に就いている。社員にも外国籍社員が 10 名程度おり、上記海外子

会社、海外支店での事業を展開している。サンフランシスコで人材発掘用のためのキャリアフォーラ

ムに参加して人材の確保を行っている。 

 事業の性格がサービス供給であるため、これまで衛星、マイクロウエーブ、等の海外工事の受注と

施工を中心に世界で事業展開を行ってきた。外国企業の対日進出支援サービスも行っている。今後、

本企業のグローバルな業務内容と地域的な展開の方向が注目される。 

 
９ サービスモデル革新 
 本企業のサービス内容の拡大、統合化と市場の範囲のグローバル化、グローバル経営に向けた取り

組みをサービス供給企業のフレームワークの視点から整理しよう。 

（１） サービスパッケージの拡大 

 対象サービスのパッケージについては、マイクロ波、衛星通信、にかかわる各種設備の施工や現地

調整を主な業務とする工事サービスから、成長戦略的な視点から順次 IT、移動体通信、等への要素サ

ービス事業を立ち上げて、現在の通信機器の検査から情報通信システムの設計開発、施工、現地調整、

保守管理、各種コンサルティング業務など、衛星、マイクロウエーブ、モバイル、情報通信にかかわ

るすべてのニーズに対応できるまでパッケージを拡大して来た。 

（２）サービス供給システムの拡大 

 これに対応するサービス供給システムを構築するため、国内に関係子会社、各支店を立ち上げ、ま

た、海外工事等の海外業務の拡大に応じて、海外支店、中国子会社を設置して、内外の顧客事業者へ

のグローバルなサービス供給を行って来ている。 

（３）統合的サービス供給 

 この供給するサービスパッケージの空間的な市場の拡大と新しいサービスパッケージの追加的投入

と運用、さらにはオプティマイゼーションサービスとして、これらの統合的なサービス供給のレベル

に到達している。このようなサービスイノベーションの実現のプロセスと内容は、中小情報通信サー

ビス企業の標準を超えるレベルに達している。 

 

10 知識経営 
（１）基本構造 

 以上の先端的なサービス供給業務を支えているのが、業務分析手法（ＰＢＴ）と本企業の独自開発

によるサイバーマニュアルであろう。更にはこれらにより形作られてきた本企業独自の知識経営の仕

組みと蓄積され、社内に公開されてきた社内各社員のノウハウ、暗黙知の整理された知的資産と実践

である。具体的には、ＰＢＴにより、ある課題をビジネス、業務、作業の視点で、現状分析、問題分

析、業務の再設計の手順で解決方法を見出し実践する。これをＰＤＣＡサイクル的に改善するととも

にこの知識体系をサイバーマニュアルに登録してデーターベース化し、全社的に利用する。このマニ

ュアルには、本企業のあらゆる業務が体系的に構造化されて表現されており、透明性のある基本的価
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値と業務ルールの周知、社員のノウハウ・暗黙知の共有、等の効果がある。 

（２）組織能力からの評価 

 この本企業独自のサイバーマニュアルにより、①経営者の理念、経営戦略の見える化と②経営者と

社員間の経営の仕組情報の共有がなされ、経営者と社員間での全体最適な組織経営が実現している。

この結果、①上下の意思決定のスピード向上と例外業務処理のスピードの向上に効果があり、②ノウ

ハウ・暗黙知の共有による部門を跨る新たなソリューションの方向の発見、③間接部門の業務処理が

効率化して、組織構造がスリム化する、等の効果が見られる。 

 
11 組織能力と人材育成  
 以上を踏まえると、本企業の組織能力についてみれば、経営者のサービスイノベーションと市場の

グローバル化に向けたリーダーシップ、実行力が高く、その組織的管理運営能力は高いと判断される。

また、サービス内容の多角化、オプティマイズ化に向けた組織的サービスイノベーション能力は十分

高く、また、市場の国内からグローバル市場への展開状況を見るとその組織的サービス供給能力は十

分高いものと判断される。 

 その高度な組織能力を形成、持続させるため、社員の人材育成にも、国内のビジネススクールへの

短期派遣、国内の工科系大学院への留学による博士号の取得支援、通常の定期的な職員研修、等に力

を入れている。 

 
12 市場での成果の状況 
 サービス提供企業の性格から売上のサイクリカルな変動は避けがたい状況にある。 

98 年度の 147 億円をピークに 2004 年度の 88．1 億円と売上が減少して来ている。 

最近の市場での売上の減少の要因は国内での情報通信工事の減少等が大きいが、サイバーマニュアル

の効果もあって、間接部門の合理化、少数精鋭の業務処理体制の構築により、これを乗り切ってきて

いる。最近では、新しいモバイルキャリアへのビジネス立上げ支援、また、企業の設備投資関連の設

計、施行、運用、保守に関するプロジェクトマネジメント業務や同支援サービスの受注に向けた取り

組みを開始して、経営上の新しいステージへの移行を目指している。 

 
13 総合評価 
 本企業は、現仙石社長が、1990 年 4 月、ソニーから父の創業した（株）三技協に転じて、その後

の 15 年で大きな経営改革を実施して、企業成長を遂げた事例である。 

 具体的には、ソニー時代に学びとった aggressive な経営戦略を導入し、それまではマイクロ波・衛

星通信にかかわる各種設備の施工や現地調整を主な業務とする工事サービス企業を、成長戦略的な視

点から順次、IT, 移動体通信、等の要素事業を立ち上げて、現在の通信機器の検査から情報通信シス

テムの設計開発、施工、現地調整、保守管理、各種コンサルティング業務など、情報通信にかかわる

すべてのニーズに対応でき、また、これらに関するオプティマイゼーションサービスを実施できる総

合的なＩＴエンジニアリングサービス企業に育ててきた。 

 自己の豊富な海外体験をベースに、必要な経営人材を外部から取り入れ、また、内部人材の育成に

より、デジタル情報時代に真の意味でのグローバルな対応ができる企業に経営改革と企業成長に努め

てきた。 
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 この間、サービス経営、知識経営の各側面で先端的な技術手法、経営マネジメント手法を取り入れ

てサービスパッケージを順次追加し、サービス供給システムもグローバルに拡大してきた。最近では

これらを統合してオプティマイゼーションサービスの形でサービスイノベーションを実現していて来

ている。このオプティマイゼーションサービスモデルは、顧客が①サービス企業の場合はそのサービ

ス供給システム全体の最適化、②製品供給企業の場合はその供給チェーン・イノベーションチェーン

それぞれの全体の最適化の実現に向けてのサポートである。 

 本企業独自のサイバーマニュアルにより、①経営者の理念、経営戦略の見える化と②経営者と社員

間で経営の仕組情報の共有がなされ、経営者と社員間での社内の機能チェーンの全体最適化に向けた

仕組形成による組織経営が実現して、サービス供給上の優位性を構築しており、また、本企業の組織

能力は、組織的管理運営能力、組織的サービス供給能力、組織的サービスイノベーション能力面で見

て十分高いものと判断される。 

 その高度な能力を形成、持続させるため、社員の人材育成にも力を入れている。 

 市場での経営上の成果の状況を見ると、サービス提供企業の性格から顧客事業者の事業サイクルに

依存する面が大きいため、売上のサイクリカルな変動は避けがたい状況にある。 

その売上高の推移をみると、98 年度の 147 億円をピークに 2004 年度の 88．1 億円と売上が減少し

て来ているが、最近の市場での売上の減少の要因は国内での情報通信工事の減少等が大きいが、サイ

バーマニュアルの効果もあって、間接部門の合理化、少数精鋭の業務処理体制の構築により、乗り切

ってきている。 

最近では、新しいモバイルキャリアへのビジネス立上げ支援、また、企業の設備投資関連の設計、

施行、運用、保守に関するプロジェクトマネジメント業務や同支援サービスの受注に向けた取り組み

を開始して、経営上の新しいステージへの移行を目指している。 
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ケース 13 ㈱オーテック 

 

１ 会社概要 
（１）会社設立  1995 年 11 月 22 日  

（２）社長 

   呉宮 仁鎬   

     - 大阪工業大学 客員講師 

     - 阪南大学 客員講師 

     - AOTS（財団法人 海外技術者研修協会） 非常勤講師 

（３）資本金 2 億 7 千万円  従業員数 52 人 

（４）本社所在地 

大阪府八尾市跡部本町 3-4-14 

（５）ミッション 

デジタル情報技術を駆使したデザインからのプロダクションでユーザー欲求を充たす 

革新的な「ものづくり」サービスを創造する 

（６）事業内容 

デジタル・デザイン・プロダクション  

「先端デジタル技術」の導入による「国際工場ネットワーク」を活用した工業製品のデザイン・

設計・開発・製造 

 
２ サービス内容 
（１）工業デザイン研究開発  

① プロダクトデザイン  

3Ｄ CG/CAD ツールを駆使したデザイン提案により、製造の後工程までデータを一元化。時間・設

計ロス・コストを大幅削減。また、オーテックデジタルセンターが開発提供する先端デジタルツール

を併用することで、製品完成後のプロモーション資料などもデザインデータ完成と同時に提供できる。 

② 工業設計・開発  

3Ｄ CAD を標準ツールとして、各種エンジニアリング設計開発をコンカレントに進める。金型製

造工程以降を知り尽くした設計体制により、納期短縮・コスト削減に貢献。また世界に広がるオーテ

ックの R&D センターネットワークが顧客の開発拠点に近い場所での打ち合わせに対応する。  

③ 工業 RP モデル・モックアップ・試作   

オーテック R&D センター内の高速試作機能により、各種工業模型、モックアップ、試作を顧客の

ニーズに合わせた最適な工法により短納期で提案。またオーテックがコーディネートする試作工場ネ

ットワーク網が最適地供給を実現する。 

④ 工業デザイン設計開発拠点  

大阪本社、深セン、無錫 

⑤ デザイン設計設備  

3D CG: - Shade 
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3D CAD: -Rhinoceros -Pro/ENGINEER -Solidworks 
3D CAM: - CAM TOOLS C3 - NASCA ワイヤー CAM  

（２）高速設計・開発・試作・製造サービス 

① 高速デザイン設計 

② 高速金型・試作製造（カセットモールドシステム） 

光造形工法、金属造形工法、切削加工法 

③ ホットメルトモールディングシステム 

④ 拠点 
 大阪本社、深セン、無錫 

（３）高速ネットワーク製造サービス 

① 部品・ユニット品製造加工  

量産品を部品単体からユニット単位でも最適供給対応(Q.C.D.E)  

樹脂パーツ/ユニットを中心に、ゴム・ダイカスト・プレス・板金・その他金属のほか、新素材でも

素材・加工分野・製品分野を問わず、一品一様のカスタマイズ品の製造加工を少ロットから対応。Face 

To Face のリアルな活動でニーズにあった調達コーディネートサービスを提供。調達場所も世界中に

広がる工場ネットワークの活用で広範囲に対応、国内での打ち合わせ、現地での立ち上げコーディネ

ートが可能。    

② OEM ODM GMS(EMS)  

  国際工場ネットワークの活用により、製品のデザイン設計開発段階から量産、組立・デリバリーま

で対応 

国際ブランドメーカーの製品アイテム毎に各工程をフレキシブルに組み替えた製造を、国際工場ネ

ットワークを活用し、世界最適生産 （適質・適品・適価・適地・適量・適時）するサービス。幅広い

製品分野の完製品供給を OEM、ODM、EMS で信頼性高く提供。  

実績分野：一般電化製品、情報通信機器、自動車用部品（外装・内装・機構）、医療機器 他多数  

③ 拠点 

大阪トレードセンター（本社）、横浜トレードセンター、ソウルトレードセンター、深セントレード

センター、無錫トレードセンター   

（４）工業界デジタルソリューション 

① 工業界電子商取引 

ⅰ ものづくり情報プラットフォーム B２B サイト 

ⅱ 工業生産財の E－コマース 

② 工業界 IT ソリューション 

ⅰ デジタル・エンジニアリング・ソリューション 

ⅱ デジタル・マーケッティング・ソリューション 

③ 拠点 

大阪、深セン、ソウル  

 
３ 会社経営の成長経過 
＜能動的な技術提案活動、コンカレントエンジニアリングの取り組み ＞  
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1995.11  株式会社オーテック 設立  

1997. 6  （財）大阪府研究開発型企業振興財団 認定受賞 [フロートセンサー]    

＜ インターネットを使い工場ネットワークを構築 、市場に近い地域でのマーケティング、サプライ

ヤーリサーチ活動をアジア中心に展開  ＞ 

2000. 1  NOKIA（フィンランド）指定工場認証取得   

2000. 7  グローバル工業界 B2B サイト開設        

2001. 2  韓国オーテック株式会社 設立  

2001.12  香港奥泰克有限公司 設立  深セン代表所開設 

＜ インターネット上での商取引事例蓄積、工場ネットワーク、インターネットを活用し世界中のマ

ーケットブランドメーカーへの技術提案活動の拡充、試作・工業設計段階からの技術提案・製品提案

を開始 ＞  

2002. 9  日経インターネットアワード 2002  ビジネス部門インターネット協会賞受賞     

2003. 3  DELL（米）指定工場認証取得  

＜ プロダクトデザイン段階からの提案活動を開始 ＞   

2004. 4  工業生産財の E－コマース開設   

2004. 5  横浜支社 設立  

2004. 7  無錫奥泰克工業設計有限公司 設立  

     概念設計からの製造開発機能を保有 

2005. 1  全グループ拠点に R&D センターを開設 

2005. 4  深セン奥泰克ネットワークテクノロジー有限公司設立 

 
４ 成長戦略 
（１）1995 年のベンチャー企業の設立以来、同社は試行錯誤を重ねながら先端的なディジタル・イン

ターネット技術を武器に、次々と自己変革を遂げてきている。 

（２）部品供給企業として、能動的な技術提案活動、コンカレントエンジニアリングに取り組み、イ

ンターネットを使い工場ネットワークを構築 、市場に近い地域でのマーケティング、サプライ

ヤーリサーチ活動をアジアを中心に展開して来た。     

（３）インターネット上での商取引事例蓄積を行い、工場ネットワーク、インターネットを活用し世

界中のマーケットブランドメーカーへの技術提案活動を拡充して来た。 

（４）今後は、デザイン、設計、開発、試作段階からの技術提案と生産は東アジア大での工場ネット

ワークによる生産を組み合わせたグローバル最適な生産サービスを展開する。将来的には、「オ

ーテックインサイド」と言うサービスブランドを確立する。 

 
５ 事業フレーム（ グローバルブランドメーカーへの ODM サービスの事例 ） 
（１）市場の範囲（国内、グローバル）、顧客の属性 

世界に点在するグローバルブランドメーカーの納入場所 

（２）サービスの機能 

 顧客への ODM 提案の実現によるサービス価値の実現 

（３）構造・形態 
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 自社内でのコンカレントエンジニアリングと世界の関連企業での生産と配送 

（４）製品差別化 

 自社内の先端のディジタル技術の蓄積による差別化 

（５）市場までの供給ルート 

 自社内でのコンカレントエンジニアリングと世界の関連企業での生産と配送による世界に点在する

グローバルブランドメーカーの指定する納入場所 

 
６ 組織設計の状況 
（１）本社、支店 

① 本社組織 

 サービス企業特有のネットワーク連携型組織 

 トレーダー部門、ディジタル部門、デザイン部門、マスプロダクション部門に大別される。 

 顧客に提案する、また、受注するトレーダー部門と機能別の組織であるディジタル部門、デザイン

部門、マスプロダクション部門が連携して活動し、成果を上げる仕組みである。 

② 横浜トレードセンター 

③ IT ソリューションセンター (大阪市 )  

（２）海外拠点 

① 香港奥泰克有限公司 

② 深セン奥泰克有限公司 

③ 無錫奥泰克工業設計有限公司   

④ ㈱韓国オーテック  

⑤ 連絡事務所  

  ∇台湾[台北]  ∇USA[ロサンジェルス] ∇ドイツ[ハノーバー]   

 

７ 組織能力 
 本企業は、既に先端的なディジタル技術とインターネット技術を融合したグローバルなもの作りの

ための高度専門サービスを供給して来ている。 

 呉宮社長の知識経済化時代の生産活動におけるディジタルな知的資産とコンカレントエンジニアリ

ング技術による先端的なもの作りプロセスに対する理解をベースにした強力なリーダーシップにより、

日本本社内及び海外子会社との連携が図られて来ている。 

また、この方針を共有するグローバルな企業間連携によるネットワーク連携型の生産オペレーショ

ンに向けての体制作りがなされて来ている。 

顧客指向型のサービス経営におけるマネジメント、組織能力の方向は、自社の提供するソリューシ

ョンのサービス提供が、①迅速に、②顧客の予想するサービス品質を上回り、また、③予想する提供

価格を下回って、トータルなサービス価値の最大化が基本であろう。 

このための社内のフレキシブルな組織体制、トレーダー主導のソリューションビジネスモデルによ

るグローバルな企業グループ内での効果的、効率的な組織ルーティーンによる組織間連携と外部企業

との連携は、この基本を実現していると言えよう。 

 本企業のこのようなサービスオペレーションの仕組みと運用実態を見ると、サービスモデルにおけ
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る企業グループとしての高い組織能力を保持している事例と言えよう。 

 
８ サービスモデル革新 
 先端的なディジタル技術とインターネット技術を融合したグローバルなもの作りのための高度専門

サービスを提供している本企業のサービス経営をサービスモデル革新の観点から整理しよう。 

（１）基本構造とサービス供給上の優位性の確保 

 本サービスは、対事業所サービスにおける東アジア大でのグローバルな物作りサービスである。 

その供給対象領域は製品供給企業のイノベーションチェーン及び供給チェーン上の各機能で、バーチ

ャルな企業体を形成し、自社で上流のデザイン、設計、開発、金型製造の領域を担当し、生産、流通

領域を東アジアの生産ネットワーク企業に担当させる東アジア最適に向けた仕組・生産システムを形

成して、優位性を形成している。参加企業間でのＷＩＮ－ＷＩＮな関係も構築してきている。 

これにより、顧客企業の期待を上回るもの作りサービスを提供して来ており、個別サービス提供の

方法としては、顧客企業の業種、ニーズに応じたサービスパッケージを提供して来ている。 

 そのダイナミックな競争力の源泉は、先端的なディジタル・インターネット技術に対応する設備と

知識・技術の蓄積をベースに、プログラム、ソフト、データの蓄積による自社独自の知的資産にある。

これらが同社の高い組織的サービスイノベーション能力の技術上のコアの要素であり、これらをベー

スに設計面でのイノベーション上の優位性を形成して、高度情報通信技術を使ってグローバルに共有

して、案件毎の付加価値提供の源泉となっている。 

また、生産機能面で見ると、中国等の工場単位でのコスト上の優位性に加え、QCDE 面での指導、

連携により、自社のサービス供給能力の形成と連携した企業グループでのバーチャルな組織的製品供

給能力を形成し、これらをベースに物作り・製品供給面での優位性を形成して来ている。 

（２）サービスモデル革新の方向 

 サービスモデル革新の観点から見ると、呉宮社長の先端的なディジタル・インターネット技術を活

用した本企業のサービスモデル創造の「着想」に基づき、その原型が形成され、試行錯誤の中からサ

ービス内容の追加、改善がなされ、同時に、対象領域の空間的な拡大もその国内展開とアジア・グロ

ーバル展開をほぼ同時に進めて来ている。 

 
９ 新連携プロジェクト 
 上記の本企業のサービスモデルの内の金型・試作サービスの高度化に向けたプロジェクトとして、

17 年度より、下記テーマと内容で、事業がスタートしている。 

テーマ：３次元 CAD を活用した超高速試作サービス事業 

（１）事業計画 

①消費者嗜好の多様化と変化の高速度化により、多品種・少量生産が主流となり、新機能やデザイ

ンなどで付加価値を高めた商品の開発件数が増大している。そこで、価格面とスピード面の両面

を兼ね備えた試作サービスに対する大きなニーズが存在する。また、数量において、テスト商品

と一般商品の境界が薄れてきている分野からのニーズも出てきている。 

②このような市場の要求に応えて、「短期間に」試作を行い、テストマーケティングし、消費者の反

応を得て、修正を加え、商品を改良し、ヒット商品を生み出すという商品開発サイクルの短縮と、

多くの商品可能性を追求するための「コスト低減」を目的とした試作サービスが本事業である。 
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（２）連携体の機能連携 

 ① コア企業  ㈱オーテック 

 ② 連携企業 

    部品加工    (有)KS 技研         高精度な金型部品加工メーカー 

粉末造形・ソフト ㈱OPM ラボラトリー    金属造形での金型部品加工メーカー 

③ 加工技能の指導  

大阪大学                光造形工法の研究開発の指導 

（３）連携の特徴 

高い事業実績、樹脂成形技術を持つコア企業と３次元 CAD 技術と金属造形技術を持つ中小企業、

熟練の各種加工技術を持つ中小企業による連携体。 

（４）新事業 

 消費者嗜好の多様化と変化速度が高い市場競争で生き残るには商品企画段階から商品販売までの期

間短縮はメーカーにとって最重要課題である。 

本事業では従来比１/４の納期と低価格を実現し、更に量産時と同じ樹脂材料で試作品を供給できる

超高速試作サービスや、極めて小ロットの最終商品の生産を行う。 

（５）市場性 

 大手メーカーの試作開発 

ロボット産業やセキュリティー機器産業における多品種小ロット生産の商品 

デザイン分野における商品試作 

 
10 東アジア・グローバル経営 

上記６の組織設計の所で述べているが、本企業は韓国、中国に自社の子会社を保有し、連絡事務所

を台湾、米国、ドイツに設置している。 

深セン奥泰克では、深セントレードセンター、R&D センター、ディジタルセンター 

無シャク奥泰克では、無シャクトレードセンター、R&D センター、デザインセンター 

韓国オーテックでは、ソウルトレードセンター、R&D センター、ディジタルセンター 

国、地域の顧客ニーズ、その集積の技術ポテンシャル等に対応した業務分担を行い、本社の各機能

部局、現地顧客企業とのグローバルにタイムリーな連携を図っている。 

 
11 市場での成果の状況 

売上高 12 億 3900 万円 （2006 年 6 月期）  

最近では売上高よりは利益成長を重視してきている。  

 
12 人材育成 

先端的なグローバルなもの作りサービスソリューション提案企業になるためには、人材育成として、

次の 3 方向を目指している。希望者を業界研修に参加させている。 

① ウルトラトレーダー  

グローバル展開するブランド企業の QCDE 要求を上回る提案の出来るトレーダーの育成 

② ウルトラデザイナー  
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 顧客ニーズ、マーケッティングのわかる統合型のデザイナーの育成  

③ ウルトラバイヤー 

 アジア大に展開する生産企業への QCDE 要求と交渉力のあるバイヤーの育成 

 
13 総合評価 
 本企業は、東大阪市でのベンチャー企業の立上げから 10 年の間に、先端的なディジタル技術とイ

ンターネット技術を融合したグローバルな物作りのための高度専門サービスを提供する企業に成長し

てきた企業である。具体的には、1995 年のベンチャー企業の設立以来、同社は試行錯誤を重ねながら

先端的なディジタル・インターネット技術を武器に、次々と自己変革を遂げてきている。まず、部品

供給企業として、能動的な技術提案活動、コンカレントエンジニアリングに取り組み、インターネッ

トを使い東アジア大の工場ネットワークを構築 、市場に近い地域でのマーケティング、サプライヤー

リサーチ活動を東アジアを中心に展開して来た。その後、インターネット上での商取引事例蓄積を行

い、工場ネットワーク、インターネットを活用し世界中のマーケットブランドメーカーへの技術提案

活動を拡充して来た。 

 今後は、デザイン、設計、開発、試作段階からの技術提案と生産は東アジア大での工場ネットワー

クによる東アジア最適な生産を組み合わせたサービスを展開し、将来的には、「オーテックインサイド」

と言うサービスブランドを確立することを目標としている。 

 本サービスにおける供給対象領域は製品供給企業のイノベーションチェーン及び供給チェーン上の

各機能で、バーチャルな企業体を形成し、自社で上流のデザイン、設計、開発、金型製造の領域を担

当し、生産、流通領域を東アジアの生産ネットワーク企業に担当させる東アジア最適に向けた仕組・

生産システムを形成して、優位性を形成している。また、参加企業間でのＷＩＮ－ＷＩＮな関係を形

成して、顧客企業の期待を上回るもの作りサービスを提供している。 

 本サービスの本質は、もの作り企業のイノベーションチェーン及び供給チェーン上の各機能を言わ

ば横から見て、それぞれの各機能部分へのサービス、また、統合サービスを通じて、その高品質な多

品種、少量、短納期、環境配慮型のもの作りを加速させる高度支援サービスであろう。 

そのダイナミックな競争力の源泉は、先端的なディジタル・インターネット技術に対応する設備と

知識・技術の蓄積をベースに、プログラム、ソフト、データの蓄積による自社独自の知的資産にある。

これらが同社の高い組織的サービスイノベーション能力の技術上のコアの要素であり、これらをベー

スにイノベーション上の優位性を形成して、高度情報通信技術を使ってグローバルに共有して、案件

毎の付加価値提供の源泉となっている。 

 また、生産機能の側面で見ると、中国等の工場単位でのコスト上の優位性に加え、QCDE 面での指

導、連携により、自社のサービス供給能力の形成と連携した企業グループとしてバーチャルな組織的

製品供給能力を形成し、これらをベースに製品供給上の優位性を形成している。 

 新連携事業については、本企業の統合サービスで重要な位置を占める超高速試作サービスの事業化

に必要な切削、金属、光の各造形工法の分野における関連企業との連携、大学からの指導等の連携し

た要素技術の開発の加速と事業化を目指しており、タイムリーな支援となっている。 

 いずれにしても、本企業のように日本企業と東アジア企業の優位性をバーチャルに組合わせた事例

は非常にユニークで、今後ともこのサービスモデル革新を持続的に行っていくためには、自社と東ア

ジア関連企業との連携する組織能力構築に努めて、事業拡大に努めていくことが期待されている。 
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ケース 14 ビジネスオンライン㈱ 

 

１ 会社概要 
社名  ビジネスオンライン株式会社  

設立  平成 12 年 3 月 15 日  

本社所在地 東京都中央区日本橋人形町 2-14-6 セルバ人形町 4 階  

代表者 藤井 博之   

資本金 2 億 7,858 万円（平成 19 年 7 月 31 日現在）、 

従業員数 35 名  

事業内容  

 インターネットによるソフトウェア開発、販売 

   インターネットによるシステム構築コンサルティング  

   インターネットによる各種情報提供サービス  

   パソコン、及びソフトウェア導入支援サービス  

   情報システム導入に関する各種セミナーの開催 

 
２ 本サービスモデルの着想 
 元々、本企業の創業者は大手メーカーのパッケージ会計ソフトの開発を下請けしてきたが、その傍

らで東京商工会議所の経営のＩＴ化の支援エキスパートとして、中小企業の会計ソフト導入も 

手がけてきた。その経験の中で、中小企業における会計ソフトの導入の難しさや、米国でのＩＴ化と

の対比で、中小企業の会計処理のＩＴ化の遅れを痛感していた。 

 会計ソフトの効果的な流通・使用に関し、中小企業者の実態を見ると、人材面、技術面から、その

導入・利用に困難を抱えていると見ており、最近、その運用がスムースになってきたＡＳＰ･SaaS 方

式による会計処理のサービス提供では困難な技術面での管理、ソフトのバージョンアップが不要とな

り、ネット上での会計専門家との情報共有、専門家からの業務支援が可能となり、中小企業者から見

て効率的な会計処理が可能となって、本ビジネスモデルを構築した。 

 将来的には企業の会計処理と販売システム、バンキングシステムとの連携を図り、企業間の取引業

務や会計業務を自動化することが目標である。 

注： ASP アプリケーション・サービス・プロバイダー 

   SaaS ソフトウェア・アズ・ア・サービス 

 

３ サービスモデル革新の内容  
本企業は平成 12 年創業で以下の通りインターネット利用の多様な会計ソリューションサービスを

提供しているが、従来、中小企業がその記帳・会計処理を手書きからパソコン単体での処理へ移行し

てきている中で、主に未だ手書き処理或いは税理士任せになっている中小企業に対し、会計事務所（税

理士）と情報共有して、その記帳・会計の各次元でのＡＳＰシステムを利用したソリューションサー

ビスインフラを提供しその導入支援を行って、これら処理に関するサービスモデルのイノベーション

を実現している。 
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（１） ネット de 会計（ ＡＳＰ会計システム ） 

ネット de 会計は、インターネットで帳簿入力や集計ができる会計システム。 

① システム概要 

 このシステムは、ＢＯＬのサーバー上にソフトとデータベースを常駐して、ＡＳＰサービスにより、

全国の個別の中小企業者と会計事務所との間での情報共有をネットワーク上で実現して、中小企業者

の会計処理を効率化するサービスを提供している。 

② その特長 

インターネットに接続できる環境があれば、いつでもどこでも、すぐに利用可能。 

分析や決算は会計事務所に依頼し、日々の取引を自社で管理したい、という企業に最適。 

会計事務所から事業所に来てもらうことなく、インターネットでタイムリーにアドバイスを受けるこ

とができる。付箋機能を利用すれば、仕訳に「質問と回答」の入力が可能。 

会計システムがコミュニケーションツールとして機能。また、決算のときなども、会計事務 

所にデータを取りにきてもらったり、送る、という手間がかからない。 

ネット de 会計は、複数の拠点から、複数の方が、同時に入力、参照可能。 

WAN 環境を構築することなく、支店や営業所から直接入力し、本社では、リアルタイムに状況を把

握、決算をすることが可能。 

ASP サービスなのでソフトのインストールやバージョンアップといった作業は一切発生しない。 

（２） ネット de 記帳（ 商工会標準版ＡＳＰ記帳システム ） 

 事業主と商工会をインターネットでつなぐ最新の ASP 型会計システムで、商工会記帳機械化事業

の標準システムとなっている。 

① システム概要 

このシステムは、ＢＯＬの「ネット de 会計」のソフトを都道府県商工会連合会にライセンス供与

し、彼らのサーバーにソフトを移植して、ＢＯＬは、ソフトバージョンアップ等の保守管理を行う。

都道府県商工会連合会は、ＡＳＰサービスにより、県内の地域の商工会と個別の会員中小企業者との

間で会計情報の共有をネットワーク上で実現して、中小企業者の会計処理を効率化するサービスを提

供している。 

② その特長 

ⅰ簡単・正確・スピーディ   

預かった伝票や帳簿を商工会で正確かつスピーディに入力し、財務諸表を作成して届ける。  

ⅱ会社や自宅から直接 OK   

インターネットが使えるパソコンがあれば、会社や自宅等どこからでも元帳や試算表を確認したり、

直接伝票入力することができる。  

ⅲ会計ソフト購入不要 

月々経費はごくわずか  事業主様の方で会計ソフトを購入してパソコンにインストールする必要はな

い。また、消費税改正等のバージョンアップやデータのバックアップも 

すべて商行会側で管理。 

ⅳ遠くからでも 

親身なアドバイス  ネット de 記帳の使い方や記帳に関する指導もインターネットで同じ画面を見な

がらアドバイスが可能なので安心してご利用できる。  
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ⅴ万全のセキュリティ   

データは事業主様ごと会社コード・パスワードで管理し、データ処理も暗号化。大切な会社情報が漏

洩しないよう万全のセキュリティで管理。 

 
４ その成功要因（ネット de 記帳：商工会標準版ＡＳＰ記帳システムの場合 ） 

本システムの商工会への導入は 2002 年の神奈川県商工会連合会における記帳システムとして「ネ

ット de 会計」の導入から開始された。これまでの導入活動の成果として、この 2007 年 3 月には全国

商工会連合会内の 34 県連と約 1,800 地域の商工会（商工会議所）及びこれら傘下の約 75,000 の中小

事業者にサービス提供される予定である。本サービスは現在、全国商工会連合会の重点事業となり、

商工会が独自に普及展開を図っている。以下にその導入目的と成功の要因を述べよう。 

（１） 導入の目的 

① システム保守コストの削減 

連合会でシステム一元管理することにより、各商工会における、記帳システムの保守、運用コスト

（バックアップ、バージョンアップ等）を削減する。 

② 記帳業務の効率化 

代行入力したデータをインターネットで会員に確認させることにより、繁忙期（決算期）の記帳業

務を効率化させる。 

① 会員企業の自計化促進 

 自計処理できる会員については、出納等を入力してもらい、商工会側はチェック、指導に専念できる

ようにしていく。 

④ 会員企業へのＡＳＰ提供による収益事業へのシフト 

すでに自計化している一般会員企業にも有償提供することにより、新たな記帳会員を獲得し、ＡＳ

Ｐ収益を確保する。 

（２） 成功要因 

 従来は、各県連単位で、補助事業の記帳機械化システムを運用していたが、このシステムは県連に

サーバーを置き、各地域商工会の端末との間で会員企業からのデータ提出を受けた記帳代行サービス

を行っていた。このサービスでは、ソフトのバージョンアップの度毎にこの端末上のソフトのバージ

ョンアップを行い、また、会員企業はこのシステムによる自計化は、出来なかった。 

 2002 年 4 月神奈川県が、また、2002 年 8 月には全国商工会連合会が従来の記帳代行システムから

本ＡＳＰシステムへの移行を決めたが、これにより会員企業の記帳の自計化を可能とし、県連のＡＳ

Ｐ収入も確保し、各地域の商工会での端末へのソフト導入が不要になった。 

 この背景には、補助金削減の流れの中で、記帳代行という時代遅れの仕組みの維持が困難となり、

今後の電子納税申告の動きを踏まえ、インターネット活用の本ＡＳＰシステムの導入に踏み切ったと

ころである。 

 
５ サービスモデル革新の効果（ネット de 記帳：商工会標準版ＡＳＰ記帳システムの場合） 
（１） 導入企業側のメリット 

①会計ソフトの購入（導入）不要 

会員企業は、商工会連合会のサーバーにある「ネットｄｅ記帳」に直接インターネットでアクセスし
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て利用するため、会計ソフトを購入して自社のパソコンに導入する必要がない。 

②バージョンアップ、バックアップの必要なし 

システムはすべて商工会サーバーで一括管理されているので、会員企業側でソフトのバージョンアッ

プやバックアップの手間が要らない。 

③リアルタイムな情報把握 

商工会で代行入力やチェックした財務データをインターネットで即時に確認でき、会社以外にも自宅

や出張先から、常に最新の情報を把握できる。 

④指導員によるリアルタイムな確認、指導 

企業側で入力したデータも、商工会指導員が即座に確認・指導ができ、経理業務が効率化する。 

（２） 商工会側のメリット 

① 操作するパソコンにソフトの導入の必要なし 

商工会側も操作するパソコンそれぞれに、ソフトを導入する必要がなくバージョンアップも必要ない。 

②記帳業務の効率化 

代行入力したデータを会員企業側からインターネットで随時確認できるため、記帳業務が効率的に行

える。 

③会員企業によるスムーズな自計処理の実現 

会員企業側で入力したデータを即座に確認、指導することができスムーズに自計化が進められる。 

④会員企業とのコミニュケーションアップ 

会員企業は商工会ホームページを経由して利用するため、企業とのコミニュケーションが向上。 

⑤自動バージョンアップ 

税制改正等のバージョンアップや万が一の障害対応はすべてインターネットで即時対応。 

 
６ 本研究のフレームワークから見た評価 

本企業は平成 12 年創業でインターネット利用の多様な会計ソリューションサービスを提供してい

るが、早期から自社開発のネット環境下での WEB 技術を活用した会計処理プロセスへの参加者連動

型の中小企業向けの会計ソフト開発に成功した。 

従来、中小企業がその記帳・会計処理を手書きからパソコン単体等での処理へ移行してきている中

で、主に未だ手書き処理を行っている中小企業に対し、その記帳、会計業務を、ＡＳＰシステムを利

用して、会計事務所との間で情報共有して、中小企業者の会計処理を効率化するサービスインフラを

提供しその導入支援を行って、これら処理に関するサービスモデルのイノベーションを実現している。 

これは、本サービスモデルの「着想」にあるとおり、会計ソフトの効果的な流通・使用に関し、中

小企業者の実態を見ると、人材面、技術面から、その導入・利用に困難を抱えており、最近、その運

用がスムースになってきたＡＳＰ･SaaS 方式による会計処理のサービス提供では、従来困難であった

技術面での管理、ソフトのバージョンアップが不要となり、また、ネット上での会計専門家との情報

共有、専門家からの業務支援が可能となって、サービス供給上の優位性が構築され、中小企業者から

見て効率的な会計処理が可能となってきたためである。 

 特に、商工会連合会の「ネット de 記帳」のコンセプトは、未だ手書き記帳のレベルにある多くの

中小企業者に対し、会員企業のＩＴ化（個別記帳集計入力化）、ＩＴ経営へのきっかけを作り、継続的

な商工会と地域の会員企業との関係を構築して地域のＩＴネットワーク化をボトムアップで推進する
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ことにある。 

このネット環境下でのＡＳＰ利用のサービス供給上の優位性を持つ記帳会計システムの仕組の導入

により、従来の枠組みを超えて、本事業の機能チェーンの全体最適化に向けた仕組を構築出来、会員

企業、地域の商工会（場合によっては税理士）、都道府県の商工会連合会、本企業のそれぞれが本サー

ビスに参加して、結果として、それぞれＷＩＮ－ＷＩＮな関係の構築ができている。 

 本システムでの今後のビジネスモデルイノベーションの方向としては、①バンキングシステム（入

出金処理）との連携、②電子申告システムとの連携、③金融機関の融資サービスとの連携、等を考え

ている。これらの進化を通じて、地域の商工会が地域中小企業の経理システムのＩＴ化からインター

ネットを生かした多様な機能をＡＳＰサービスにより提供して、地域中小企業の経営改革、ＩＴ経営

の推進（ＥＤＩの推進）のための統合型のプラットフォームになることを可能にしている。 

 いずれにしてもＡＳＰ利用のこのようなサービスインフラのソフト開発とその導入、また、この導

入支援は、地域中小企業のＩＴ経営にとって大変重要な位置付けを持っており、今後とも本企業の地

道な経営努力が期待されている。 
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ケース 15 ㈱インフォマート 

 

１ 会社概要 
商号     株式会社インフォマート ( Info Mart Corporation )  

本社所在地  東京都港区浜松町 1-27-16 浜松町 DS ビル 

代表取締役社長   村上 勝照 

設立     1998（平成 10）年 2 月 13 日  

資本金    9 億 3,885 万円 （平成 19 年 6 月末日現在） 

従業員数   125 名（正社員 100 名／派遣 25 名）（平成 19 年 6 月末日現在）  

事業内容   フード業界企業間電子商取引（Ｂto B）プラットフォーム 

｢FOODS Info Mart （フーズインフォマート）｣の運営  

共同事業先  

   社団法人日本フードサービス協会 / 社団法人日本セルフ・サービス協会  

主要株主  

   村上 勝照 /三井物産株式会社  

   事業参加企業数の推移（最近３年：年末ベース） 

  以下の通り、最近の事業参加企業数の伸びには著しいものがある。 

2004 年 7,464 社、2005 年 11,179 社、2006 年 14,164 社、（2007 年 6 月末 15,806 社） 

社長メッセージ（着想、経営理念） 

日本中の食と食、企業と企業を結びつけ、さらによい未来を作りたい。こんな想いからフーズイン

フォマートを一から作りあげました。   

① 企業規模・地域を問わず、全企業同じ条件で参加できるシステムを提供します。  

② １社ごとのシステムではなく、常に業界標準型プラットフォームを考え多くの企業に利用してい

ただくことでコストシェアを実現し、安価な価格帯でシステムの提供をします。  

③ 利用企業全体が共通の仕組み・ツールを活用することで、利用効率を上げることができる仕組み

を提供します。  

④ 利用企業が増えるほど、企業間ネットワークが強化され、利用企業のメリットが増加する仕組み

を提供します。  

こうしたコンセプトのもとに食品業界の取引に関わる様々なシーンで業界のみなさまのお役に立て

ればと考えております。 

 
２ 企業成長の経過 
平成 10 年 2 月  フード業界企業間電子商取引プラットフォーム「FOODS Info Mart（フーズ・イ

ンフォマート）」の運営を行うことを目的として、株式会社インフォマートを設立  

平成 10 年 6 月 「e マーケットプレイス」のサービス開始  

平成 11 年 8 月  福岡カスタマーセンター（福岡市博多区）を開設  

平成 12 年 6 月  社団法人日本フードサービス協会と外食産業界向 JF FOODS Info Mart 事業の共

同事業開始  
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平成 12 年 10 月  三菱商事株式会社、三井物産株式会社、三和キャピタル株式会社 

（現：三菱 UFJ キャピタル株式会社）、ICG ジャパン株式会社（現：ハチソンハー

バーリングテクノロジーインベストメンツリミテッド）の資本参加  

平成 12 年 11 月  「決済代行システム」のサービス開始  

平成 13 年 6 月  「アウトレットマート」のサービス開始  

平成 13 年 7 月  社団法人日本セルフ・サービス協会と小売業界向 JSSA FOODS Info Mart 

事業の共同事業開始  

平成 13 年 7 月 「The business mall」に関して大阪商工会議所と業務提携  

平成 14 年 2 月  日経ネットビジネス 第 5 回 EC グランプリ｢2002BtoB 特別賞｣を受賞  

平成 14 年 9 月 「自動マッチングシステム」のサービス開始  

平成 15 年 2 月 「ASP 受発注システム」のサービス開始  

平成 17 年 4 月 「FOODS 信頼ネット」のサービス開始  

平成 17 年 4 月 「WEB 購買支援システム」のサービス開始  

平成 18 年 3 月  社団法人日本ニュービジネス協議会連合会 平成 17 年度ニュービジネス大 

        賞「特別賞」を受賞 

平成 18 年 8 月 東証マザーズ上場 

平成 19 年 1 月 第 3 回外食アワード 2006 を受賞 中間事業者分野にて 

平成 19 年 2 月 ASP・IT アウトソーシングアワード 2006 ベストイノベーション賞を受賞 

平成 19 年 6 月 「WEB 販売支援システム」のサービス開始 

平成 19 年 7 月 「ASP 商談システム」のサービス開始 

 
３ サービスモデル革新の内容 

本企業は、1998 設立のフード業界向けのＡＳＰサービスをベースにした電子商取引プラットフォームの運

営会社であるが、上記の企業成長の経過後、現在、食品食材市場（新規取引先の発掘の場）、ＡＳＰ受発注

システム（日々の発注・購買業務の効率化）、ＦＯＯＤＳ信頼ネット（安心・安全の仕組み作り）の運用を行って

いる。また最近では ASP 商談システム（取引先との商談業務の効率化）を開始し４つサービスを軸に運営し

ている。 

これらのシステム・仕組は、従来の地域単位での事実上の食品食材市場でのビジネスモデルに対し、最

新のＩＴ技術を活用し、従来からの各市場への参加事業者の課題であった①新規取引先の発掘、②日々の

商談業務、受発注業務の効率化、③食材の安心・安全に向けての仕組作りについてのソリューションを提供

するサービスモデルの革新であり、ＩＴ活用のサービスイノベーションの実現である。 

以下にこれらの内容を順次紹介しよう。 

（１） 食品食材市場 

全国の食品・食材に携わる企業が一同に参加し、各企業の「売りたい！」「買いたい！」をマッチングする

サービス。全国的な取引を実現するために必要な取引マッチング・商談・取引・受発注・決済・その他付加価

値機能を提供。  

（２） ＡＳＰ受発注システム 

 外食・給食・ホテル等の食材を仕入れる企業の取引先との毎日の受発注業務を効率化し、経営戦略・仕入

れ戦略に役立たせるための仕組である。 
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 そのシステムの特長は、①フード業界ならではの商慣習に適合した受発注システムであること、②他社の

提供価格に比し、格安であること、③多様な業態で培ったノウハウを生かした豊富な機能を提供。 

（３） ＦＯＯＤＳ信頼ネット 

本システムを利用することで、以下の情報管理・情報提供が可能となる。 

①アレルギー物質の表示を実現できる 

②従来の商品規格書・仕様書 がデータで一元管理できる 

③仕入食品の原材料詳細情報を データベース化できるので、詳細項目から該当商品を検索できる 

④取引先及び社内のこれら情報共有が徹底できる 

（４） ASP 商談システム 

取引先との商談業務における連絡、情報提供・管理、提案、見積管理、サンプル評価など取引決定までの一

連のフローを効率化する仕組みである。その特徴は、①取引先の取扱商品情報をいつでも電子カタログにて

確認できること、②グルーピング機能にてグルーピングされた既存取引先に対して一斉で提案募集や見積

依頼をかけることができること、③取り扱い商品を電子カタログ化することでこれまで取引のなかった商品が

取引となり売上拡大につながる可能性があること。 

 
４ その成功要因・効果（ＡＳＰ受発注システムの場合） 

2007年 6月末日現在のＡＳＰ受発注システムの利用企業数は、買手が 361 社 8,146 店舗で売り手の総取

引企業者数は 10,893 社である。 

（１） システム概要 

 データセンターのサーバー上にある自社開発のシステムにおいて、買手である企業の本部・各店舗

と全売り手企業との間の日々の受発注情報に関し、これらのデータ交換とデータ共有を通じて、多様

な管理を行うサービスである。 

（２） 成功要因 

このモデルの成功要因は、主に以下の 3 点であろう。 

① システムが、使いやすく、費用対効果が高く、豊富な機能を持っており、顧客の支持を得ている。 

② 以下の外食業界に共通の悩み・問題点をシステムと仕組み上で解決したことにある。 

ⅰ現状でファックスや電話での受発注にミスや行き違いが多い点に対し、本システムでは、取引実

績データを取引先と共有できるのでミスがない。 

ⅱ現状で仕入れ伝票の入力作業に膨大な時間が取られているが、本システムでは、入力作業は 

不要。経理システムとの連動も可能。  

ⅲ現状仕入れがデータ化されていないため過去の仕入れ実績を調べるのが大変であるが、本 

システムでは、仕入・単品管理ができ、分析・戦略に役立つ。  

ⅳ現状取引先からの請求と買掛金額が合わないことが多いが、本システムでは受発注データを共有

するため月次がすぐ締まる。 

③ 買手企業として新規に本システムに参加する場合、売り手企業の全社が参加することとなるが、

既に売り手企業が多数参加しているので、自社への売り手企業の賛同が得やすい。 

 
5 本研究のフレームワークから見た評価 

本企業は、1998 設立のフード業界向けのＡＳＰサービスをベースにした電子商取引プラットフォーム
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の運営会社であるが、現在、食品食材市場（新規取引先の発掘の場）、ＡＳＰ受発注システム（日々の

発注・購買業務の効率化）、ＦＯＯＤＳ信頼ネット（安心・安全の仕組み作り）、ASP 商談システム（取

引先との商談業務の効率化）の運用を行っている。 

社長メッセージ（着想、経営理念）にあるとおり、食品業界にターゲットを絞り込み、関係団体、

企業と連携して顧客ニーズに即したサービスモデルを形成しモデル上の優位性を確保して、食品食材

市場（新規取引先の発掘の場）、ＡＳＰ受発注システム（日々の発注・購買業務の効率化）、ＦＯＯＤＳ信頼ネ

ット（安心・安全の仕組み作り）、ASP 商談システム（取引先との商談業務の効率化）の運用を行っている。 

これらのシステム・仕組は、従来の地域単位での事実上の食品食材市場でのビジネスモデルに対し、最

新のＩＴ技術を活用し、従来からの各市場への参加事業者の課題であった①新規取引先の発掘、②日々の

商談・発注・購買業務の効率化、③食材の安心・安全に向けての仕組作り、についてのソリューションを提供

するサービスモデル革新であり、市場に参加する商品の売り手、買い手、関係機関、本企業の間でこれら機

能チェーンの全体最適化に向けた仕組の構築による優位性の形成を行っている。また、参加者間でのＷＩＮ

－ＷＩＮな関係を実現している。 

特に、ＡＳＰ受発注システムは、市場で継続的な取引を開始した食材購買企業の日々の発注・購買

業務の効率化を図るためのものであるが、このシステムは、食材購買企業の本部が各店舗と食材納入

元企業との受発注データをリアルタイムに共有して、ミスのない効率的な会計処理を行うサービス供

給上の優位性を持つものである。 

 いずれにしても、今後、このようなＩＴ活用の食品業界を始めとする業界別の企業構造、企業間関

係、商慣行、等に配慮したきめ細かい電子商取引市場の地道な発達が見込まれるが、このような業界

別のサービスモデルイノベーションの先進事例として、本企業の着実な事業拡大が期待される。 
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ケース 16 ㈱ドリコム 

 

１ 会社概要 
（１） 概要 

代表取締役 内藤 裕紀 

本社所在地 渋谷区恵比寿１－２３－２３ 恵比寿スクエア４F 

会社設立 2001(平成 13)年 11 月 13 日 

上場形態 証券コード 3793 東証マザーズ 

資本金  403 百万円 

従業員数 単体 148 名 

（２）経営理念 

ドリコムは高い企画力と技術力をコア・コンピタンスとし、新規事業をインキュベート的に創

出していくことによって、一人でも多くの人々にエンターテイメント性あふれる生活を提供し

ていく企業を目指します。 

（３）ビジョン 

私達はこの３つのキーワードをビジョンとして企業活動を行っていきます。 

with entertainment 「人々を楽しませること」  

always creative, all innovative 「いつも創造的に、すべて革新的に」  

challenge to change 「変化への挑戦」  

私達はこの３つを満たすサービスを提供していくだけでなく、この 3 つのイメージに見合う企

業になることを目指します。 

（４）事業概要 

法人向けインターネットソリューションの販売 

個人向けウェブサービスの提供 

（５）組織概要 

本社   

   関連会社   

㈱ドリコムテック、㈱ドリコムジェネレーティッドメディア、㈱ドリコムマーケティング、

㈱ジェイケン 

（６）主要取引先  

GMO インターネット株式会社、株式会社サイバーエージェント、株式会社リクルート、 

ＮＥＣ他  

（７）企業成長の経過 

 2001 年 11 月 (有)ドリコムを設立 

 2003 年 3 月 ㈱ドリコムへと組織変更 

 2004 年 6 月 東京事務所開設 

 2006 年 2 月 東証マザーズ上場 

  6 月 ㈱ドリコムジェネレーティッドメディアを設立 
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6 月 本社を東京・恵比寿に移転 

 2006 年 12 月 ㈱ドリコムマーケティングを設立 

 2007 年 4 月 ㈱ジェイケンを子会社化 

 
２ 事業内容 
（１） 概要 

日本において個人ユーザー向けに各種ブログ関連サービスを開始。そのノウハウやシステムを活か

し、法人向けに各種ブログソリューションを独自開発。多数の導入実績を持ち、ブログビジネスの

パイオニアとしての評価。今後は、ブログ分野に続く第二・第三の柱として、SaaS（Software as a 

Service）分野、CGM（Consumer Generated Media）分野の収益化を目指している。 

（２） 法人向け主要サービス 

①社内ブログ（SNS）構築パッケージ「ドリコムブログオフィス」 

ブログを使った社内の情報共有・コミュニケーションツール 

②収益拡大につながる SNS 構築システム「ドリコム SNS」／大規模ブログパッケージ構築システム

「ドリコムブログシステム」 

SNS／ブログシステム構築パッケージ。自社で SNS／ブログサービスを始めたい企業向けに提供。  

③中小規模向け Web サイト構築・更新システム「ドリコム CMS」 

WEB サイト制作・更新・管理システム（ASP） 

（３） 個人向け主要サービス 

①無料ブログ提供サービス「ドリコムブログ」（運営元：株式会社ドリコムジェネレーティッドメディア） 

②Web 型 RSS リーダー「ドリコム RSS」 

③ソーシャル・モノ・ブックマークサービス「モノリス」 

④ブログ読者向け求人広告掲載サービス「ドリコムジョブボード」（運営元：株式会社ドリコムジェネレ

ーティッドメディア） 

⑤求人情報検索サービス「ドリコムキャリアサーチ」（運営元：株式会社ドリコムジェネレーティッドメデ

ィア） 

⑥ユーザーマッチ型インターネット広告配信サービス「McroAd」（株式会社サイバーエージェントとの共

同事業） 

（４） 外部向けブログシステム導入の効果とドリコムブログシステム導入事例 

① 外部向けブログシステム導入の効果 

 ⅰ サーチエンジン最適化効果により、アクセスが増加、見込み顧客の増加、新規顧客の拡大 

   につながる。 

 ⅱ 情報発信により、情報が集まり、人脈ネットワークが広がる。 

 ⅲ 業種に応じて各社の事業プロセスの見える化による品質上の安心感醸成の効果が働く。 

② ドリコムブログシステム導入事例 

＜サービス名＞       ＜サービス概要＞         ＜導入企業＞  

「ヤプログ！」    女性向け総合ブログサービス     インターネット関連企業 

「ＧＭＯインターネット株式会社」  

「ゴルファーズブログ」 ゴルフ関連 EC サイトユーザー向け  ゴルフ関連ＥＣ運営企業 
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ブログサービス       「株式会社ゴルフダイジェストオンライン」  

「オリコンブログ」    音楽ファン特化型ブログサービス    音楽情報配信企業 

「オリコンＤＤ株式会社」 

（５）社内ブログの役割と活用事例 

①コンセプト 

社員にブログのスペースを用意することで社員からの情報発信を増やす  

発信された情報を検索することで情報共有する 

（キーワード、ディレクトリ、グループ、つながり）  

情報発信・情報共有の流れを促進させる 

以上を通じて、社内の情報共有・コミュニケーションを改善。   

②社内ブログ 4 つの役割  

 ⅰ ナレッジ：  各社員の記事を通じた情報共有・アーカイブの役割  

 ⅱ プロフィール： 各社員の過去の実績紹介・社内 PR を行う役割（Know-who）  

 ⅲ カルチャー：  社員間の相互理解により社内のワークスタイル・価値観を改善する役割  

 ⅳ グループ：  複数人でのブログを共有し情報共有・蓄積する役割  

③ 他の媒体との比較 

 ホームページでは、運用に専門知識が必要、情報の一方通行性がある。 

 メールでは、送信者がプッシュし、一方的に配信者だけに情報を送り、大量のメールが届く。 

 ブログでは、ⅰ簡単に整ったレイアウトのページが作れ、ⅱコメント・トラックバック機能による

双方向性、ⅲ情報を捜している人が自分で検索可能、ⅳ相手がいなくても情報発信可能、との特徴

がある。 

④ 具体的な効果事例 

各社ごとに解決できる課題・改善内容は異なるが、コミュニケーション上の課題を解決可能。  

ⅰ 中小企業や大企業の個別事業部内では、グループウエアの代わりでメールの補完として活用 

ⅱ 広告代理店のケースで、社内のクリエイターと営業マンが双方で情報発信し、適切なマッチング

が促進 

ⅲ シンクタンクのケースで、社員の情報発信を支援し、社内の情報共有を強化。非定型のナレッジ

共有、Know-Who 強化、記事の関連性の視覚化、社員の社内 PR に活用。 

ⅳ IT 先進企業のケースで、社内からのアイデアの吸い上げに。メールの流通量を急速に削減、pull

型の情報共有。 

 
３ 研究開発に向けてのドリコムテック㈱の設立と活用 
（１）ドリコムテック㈱の会社概要 

本社所在地  草津市野路東一丁目 1 番 1 号 立命館大学 BKC インキュベータ３０５号 

代表者    代表取締役 内藤 裕紀 取締役 小柳  滋 、他 

設 立     2005(平成 17)年 1 月  

資本金     1000 万円 

組織設計    本社   

事業概要 
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① 世の中をあっと驚かせるようなサービスの研究および開発 

② 検索サービス、広告配信技術などを中心としたインターネットサービスの研究及び開発 

（２）事業内容 

＜ローンチサービス＞ 

① ドリコムキャリアサーチ  

         求人情報検索サービス   

② MicroAd  ユーザーマッチ型インターネット広告配信サービス 

         株式会社サイバーエージェントに技術提供を行うことで実現  

＜研究プロジェクト＞ 

① 文書の自動分類  ブログなどの記事文書を自動でカテゴリに分類する研究   

② 関連文書検索 大規模な蓄積された文書から、関連する文書を検索するエンジンの研究開発 

③ 情報抽出    Web ページから特定のドメイン情報を抽出する研究開発   

④ 大規模キーワード検索  １億ページ以上を対象とする検索エンジンの研究開発   

⑤ インターネット広告配信技術  

          コンテンツマッチング広告配信技術に次ぐ、広告配信技術の研究開発  

（３）産学連携の経過、内容 

小柳教授は、2002 年本学に参加後、ドリコムと自分の持つ検索技術を使ってシステム開発を行い、

文部科学省の 14 年度の「大学発ベンチャー創出支援提案公募事業」に応募し、採択され、 

データマイニング技術を応用したウェブサービスの研究を行った。自分の持つアルゴリズムがユーザ

ー向けリコメンデーションに活用でき、ニュース＆ブログ検索サイトに生かされた。その後、上記３

MicroAd（ブログ・クリック）サービス、ドリコムキャリアサーチに生かされている。 

（４）大学と㈱ドリコムの関係 

 上記（３）の研究から出来た発明は、学内の職務発明のルールに従い、大学に機関帰属され、2004

年、大学が出願を行った。大学の成果活用のルールとしては、実施を希望する企業に対し、非独占的

実施権を広く与えて活用させることとしているが、本件については、ベンチャー支援の観点から、㈱

ドリコムに対し、独占的実施権を与える方向で協議を開始した。協議を重ねる中で、この発明の権利

をベンチャー企業に譲渡して権利行使したほうが制約が少なく、ベンチャー支援の実が挙がるとの判

断にいたった。 

 これを受け、権利の譲渡交渉を行い、2005 年 9 月、譲渡契約を締結した。譲渡の対価の支払いに

ついては、合意した対価の額を上限として、㈱ドリコムは大学に対し契約時に一時金を支払い、残額

分は同社の新株予約権を提供する内容とした。この権利行使の時期に関する合意内容は、上場（2006

年 2 月）後の半年後以降で、大学としては、契約で定められた権利行使可能時期以降に、直ちに権利

行使の予定。金額・方法の合意内容は、譲渡の合意対価金額で、上記残額に対応する新株予約権のみ

権利行使し、取得株式を売却して現金化することになっている。 

 この仕組は、大学がベンチャー企業の上場に伴うキャピタルゲインを指向するものではなく、ベン

チャー支援の立場にたって、譲渡対価を成果報酬型（一部を上場後に支払う方式）とした。 

 
４ サービスモデル革新の内容  

産学連携、企業独自の取組等によるサービスモデル革新の内容を以下の諸点を確認して記述する。 
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（１）新しいサービス事業のアイデアの着想 

  ブログシステムは、米国のトロット夫妻が発明し、そのシックスアパート㈱がブログシステム構築

サービス、個人向けを中心に ASP サービスを提供し日本でも日本法人がこれらを提供。 

本企業は、2003 年 1 月より、上記のブログの先進性、個人・企業の潜在的な情報共有ニーズを見

抜き、ブログシステムの独自開発と市場供給を着想した。 

  具体的には、マイプロフィールという日記サービスを別の技術言語で市場供給していたが、これ

は情報を毎日簡単に発信するという使い方・ニーズが分っており、これをブログという異なる技術・

切り口で製品化した。 

（２） サービス戦略の形成   

 自社の経営理念に基き、以下の事業戦略を遂行中である。 

① 市場創造企業 

 常に新しい市場を切り開き、製品単価とコストの差が最も大きい市場創造企業を目指し、市場で最

大の利益獲得を目指す。 

② 市場の流れを読む 

 自社のブログ事業を新規ドメイン参入フェーズ、製品化フェーズ、拡販フェーズと事業フェーズを

分けてビジネス展開してきている。 

 2004 年度 新規ドメイン参入 F ：無料サービス 市場啓蒙 

      ドリコム（ブログ、RSS） 

 2005 年度 製品化 F ： 投資コスト回収 スポット型ビジネス パッケージ販売 

      ドリコム（ブログシステム、ブログオフィス、ブログセット、CMS、トラックバッカー） 

 2006 年度 拡販 F  ： 高い利益率とシェアの拡大 ストック型ビジネス ASP 提供 

      ドリコム（ブログオフィス、CMS ）   

③ 未来を創造する 

 ２,３年後を見据え、来るべきニーズを創造しそこから現在に遡れば何をするべきかかが分る。 

（３） 開発・事業化の方向   

①サービスパッケージ 

ブログについて多くのサービスを供給しているが、有料のものについては高付加価値・高価格

戦略を取っている。また、導入実績が多いので、システムのバージョンアップによる品質の安定

と多機能化が実現している。また、ドリコムブランドも確立してきている。 

ASP サービスは即座に対応するがソリューション対応のサービスにはカスタマイズもあり、数ヶ

月かかる場合もある。 

②新製品開発システムにおける全体最適化に向けた仕組 

2006 年 4 月から現在の多事業本部制に移行したが、それまでは開発と営業の２本部と研究のド

リコムテック㈱で新製品開発と販売を行ってきた。 

   具体的には、開発と営業とで新製品開発チームを作り、どちらか得意な方が製品企画業務を担

当した。ソリューション製品の場合、製品企画の後を開発と営業がそれぞれ遅れて対応し、開発

が完了してパッケージ化して営業に回し、受注した段階で、カスタマイズのため開発と連携する。 

このシステムは、技術志向の高い新製品開発において開発と営業が連携してチーム体制で、情

報共有しながら、機能チェーンの全体最適化に向けた迅速な製品企画・開発・営業・カスタマイ



 96

ズの仕組みを作り上げ、それに対応した個別の業務ルーティーンを形成しているといえよう。こ

れは多事業本部制の中でも生かされ、本部間の連携も社長主導でタイムリーに行われている。 

 ③ 事業化の方向   

   既に述べた本企業の事業戦略において、そのブログ事業を新規ドメイン参入フェーズ、製品化

フェーズ、拡販フェーズと事業フェーズを具体的に分けてビジネス展開してきている。 

   ブログ事業において、このような事業展開におけるロードマップを持っているのは本企業だけ

ではないかと思われる。 

   市場での競争は、ドリコムブログシステムは市場での競争企業の参入を受け、競争が始まった

段階で、ASP 系サービスではこれから競争相手の参入が見られよう。これからは、中小企業向け

の営業拡大が課題となっている。 

（４） 産業化の方向   

① 組織的イノベーション能力 

  これは、本企業の経営理念に描かれている通り、組織としてＤＮＡ的に保持しようとしてお

り、その新製品開発のスピードの高さにも現れている。 

② 他地域への事業展開  

今後、その販売戦略では、全国展開しているディーラー等 15 社を代理店として契約し、ソ

リューション商品、ASP 商品とも販売の拡大を図っている。ネット販売でも ASP 製品を中心

に広告等を増やして、拡販に努める。 

    また、今後の個人向けサービスでは英語版も開発して世界展開することも検討している。 

（５） 市場での売上げ、経営上の成果（実績、見通し） 

最近 2 年度の経営上の成果(連結ベース) 

                              単位：千円、% 

年度   売上高   営業利益  当期純利益  営業利益率  純利益率 

2005     703,175     225,324      124,617       32.0         17.7 
2006     843,297   △181,081    △114,345        －          －      

 
５ サービスモデル革新の成功要因 
（１）当初から、内外の新技術、新サービスの動向にアンテナを張り巡らし、新動向を素早くキャッ

チし得た。 

（２）ブログの開発・販売企業の中にあって、本企業はユニークに、新規ドメイン参入フェーズ、製

品化フェーズ、拡販フェーズと事業フェーズを段階的に分けてロードマップを描いて素早いビジ

ネス展開をして、市場創造型企業としての事業化に成功してきている。 

 
６ サービスモデル革新の効果 

（１）需要創造 

ブログという新規需要を発掘し、他のＩＴサービスの補完を行っている。 

（２）需要家に与える効果 

この新サービスは、既に述べているように個人ベースと企業ベースでの社外・社内とでの情報

提供、情報共有、知識共有、等に大きな効果が見られる。 
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7 事業展開・新サービス開発の方向 
（１） 中小企業のソフトウェア投資の拡大の状況を考え、ASP ベースでのインターネット上で  

ソフトウェアツールの提供（ブログオフィス、ドリコム CMS、等）の拡大に努める。 

（２） ユーザーを中心にソーシャルデータベースとも言うべきインターネットサービスインフラが

形成されつつあり、今後のサービス展開に当たって様々なカテゴリにおいて DB が集まる仕

組み的なサービスの研究開発を行う。 

（３） インターネット広告市場におけるロングテール理論により成功している広告配信技術はリス

ティング広告、コンテンツマッチング広告、アフィリエイト広告であり、今後とも、このロ

ングテール獲得に向けた広告配信技術の研究開発に努力する。 

 
8 総合評価  
 本企業は、日本でも数少ないブログソリューション提供のベンチャー企業で、会社設立後 4 年強で

東証マザーズに上場したところである。 

 本企業は、主に日本でまだ萌芽期であったブログについて、企業、個人のニーズをすばやくキャッ

チして、ビジネス及び個人への多様で高品質のサービスパッケージ（業務ソリューション、ASP サー

ビス、等）を形成し、他社に先駆けて市場に供給して、市場での支持を得てきている。 

 本企業の技術志向の高い新製品開発においては、開発と営業が連携してチーム体制で、情報共有し 

ながら、機能チェーンの全体最適化に向けた迅速な製品企画・開発・営業・カスタマイズの仕組みを 

作り上げ、それに対応した個別の業務ルーティーンを形成して、スピードのある新製品開発体制を構 

築して、サービス供給上の優位性を構築している。 

また、当初から、内外の新技術、新サービスの動向にアンテナを張り巡らし、新動向を素早くキャ

ッチし、本企業はユニークに、新規ドメイン参入フェーズ、製品化フェーズ、拡販フェーズと事業フ

ェーズを段階的に分けてロードマップを描いて素早いビジネス展開をして、市場創造型企業としての

事業化に成功してきている。本企業の 2006 年 3 月期の決算説明資料によると、ブログのソリューシ

ョンサービスのドリコムブログシステム、社内ブログサービスのドリコムブログオフィスの売上も急

速に拡大してきている。 

本企業は、その経営理念において謳っているように高い企画力と技術力をコア・コンピタンスとし、

新規事業をインキュベート的に創出していく姿勢を保持している。 

 日本のブログユーザー数は急速に増加し、2006 年 3 月末時点で、総務庁の調べで 868 万人に達し、

かなりのスピードで増加している。今後のこの領域の事業拡大ニーズは大企業のみならず中小企業に

も拡大していくと見られ、また、ブログ技術はこれらを含む新しい通信技術、情報共有技術、データ

検索技術、等の進化の一部を構成している。 

したがって、上記７の今後の事業展開の方向に見られるような①中小企業向けの ASP ベースでの

インターネット上でのソフトウェアツールの提供の拡大、②ソーシャルデータベースとも言うべきイ

ンターネットサービスインフラが形成されつつあり、これら DB が集まる仕組み的なサービスの研究

開発、③インターネット広告市場におけるロングテール獲得に向けた広告配信技術の研究開発、はグ

ローバルな先進 IT 企業の技術開発、サービス提供の動き等と連動しており、今後とも、このイノベ

ーティブな研究開発、事業展開の方針の具体化が望まれている。 

いずれにしても、本企業はこの先進的な研究開発において、立命館大学琵琶湖・草津キャンパスの
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本機構のインキュベーション施設での小柳教授との産学連携的な活動の成果を適切に活用して、技術

内容の先進性と時間の経済性の確保に成功しているが、今後とも本姿勢を保持して、グローバルにダ

イナミックの競争力を確保して、企業・個人のニーズの充足に成功して、市場での経営上の成果の継

続的な確保と企業成長を実現するよう期待している。 
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ケース 17 ㈱フレスタ 

 

 

１ 会社概要 
(１）概要 
会社名 株式会社 フレスタ  

設 立 昭和 26 年 10 月 1 日  

代表者 代表取締役社長 宗兼邦生  

資本金 9,300 万円  

住所  広島市西区横川町３丁目２番３６号 

従業員数 従業員数 3,600 名（内正社員 610 名） 

(２）企業理念 
「私たちは、お客さまの笑顔を原点に、信頼される品質と安心を提供し、食から広がる豊かで快適な

「暮らし」の創造提案企業をめざします。」 

私達が商売をしている原点は、お客さまのご満足のためです。 

常にお客さまに喜んで頂くために、信頼できる商品と人に磨きをかけ、その食べ方や用途をやさしく、

親切にご提案することにより、お客さまの「ライフスタイル」（心も身体）を豊かに潤すことのできる

企業を目指します。また、私達の商売の原点は「食」ですが、「食」を中心としながらもそこから広が

りのある「暮らし」に関しても創造提案し、心地良い生活のお手伝いをさせて頂きます。そして、最

終的には、創造力と先進性をもって、お客さまへの喜びを創り出すという使命感をもった、人間的に

素晴らしい「人財」を育てることを企業の最終目的とします。 

これからも、「食」というものをコアとしながらも、そこから広がるライフスタイルの変化に対応し、

先進性を持ちつつ、地域の求める新しい価値観に応えていきたい。   

（３）経営組織 
① 本社の経営組織は機能別組織である。 

生鮮宅配事業については、もともと子会社であったため、統合後も事業部としての位置付け。 

この他にプロセスセンターと生鮮センターがある。 

個別店舗（県別店舗数） 

・広島県（広島市内 22・その他県内 18） 

・岡山県（３店舗） 

・Ｈ19 年度中に、広島市内 3 店舗、山口県 1 店舗出店予定 

② 子会社の概要 

株式会社レッツ： 食品スーパー   

株式会社リカーズ：  酒類・食品の販売、フランチャイズシステムによる酒類・食品販売店の 

経営指導業務  

株式会社フレッシュセブン：惣菜の製造・加工・卸  

株式会社コムズ ： コムズ安佐パーク、サンクスの運営管理、テナント管理、販売促進活動、 

          施設管理､等  
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③ 事業多角化の方針 

ⅰ創業以来、「食」に特化した経営を行ってきており、子会社についても「食」に関連した事業展開を

行っている。（㈱コムズもショッピングセンター運営であり広義で食関連） 

ⅱ今後も「食」をコアにしながら、そこから広がるライフスタイルの変化に対応したビジネス展開を

行っていきたいと考えている。 

ⅲそのため、Ｈ18 年度に新しい企業理念を制定し、「食」から「暮らし」へと事業定義を拡大させ、

全社的方針として取り組みを始めている。 

ⅳ具体的な多角化の方針としては「マルチフォーマット」を標榜し、ロイヤルカスタマーの生涯 

価値向上に向けて顧客接点のプロセスにおけるあらゆるニーズに対応できる多様なサービス供給ス

タイルの確立に向けて事業展開している。 

(４）事業内容 
 総合食料品・日用品雑貨販売のスーパーマーケット(４３店舗) 

ＩＴを活用したネットスーパー（生鮮宅配事業）を広島市内へ展開 

(５）企業成長の経過 
＜個人商店＞ 

明治 20 年 創業 

昭和 26 年 10 月 会社設立 

＜多店舗展開を見据えた経営基盤整備 ＞ 

昭和 35 年 9 月 スーパーマーケット主婦の店開店（広島で最初のスーパーマーケット） 

昭和 46 年 9 月 物流センターを開設、コンピューターを本格導入 

昭和 51 年 9 月 第 1 次ＣＩを導入し「ムネカネ」へ社名変更 

昭和 59 年 3 月 プロセスセンターを開設（精肉を集中加工） 

＜ストアブランド強化・確立、情報インフラ整備、広域出店開始＞ 

平成 3 年 9 月 第 2 次ＣＩを導入し「フレスタ」へ社名変更 

平成 6 年４月 全事業所に E メールを導入 

平成 7 年 9 月 グループウェア導入 

平成 8 年 8 月 岡山県に始めての出店～「津島店」オープン 

平成 9 年 4 月 会員カード導入～フレスタスマイルカード 

平成 10 年 11 月 鷹野橋店をリニューアルし「おかず工房」オープン 

＜事業多角化、付加価値化、次世代モデル確立＞ 

平成 13 年 11 月 生鮮宅配事業「エブリデイ・フレスタ」をスタート 

平成 14 年 4 月 本社屋・新横川店を建設（第一期工事） 

平成 14 年 12 月 ショッピングモールＣＡＺＬ横川ＯＰＥＮ（第二期工事） 

平成 16 年 11 月 コンセプト型店舗「上天満店」オープン 

＜マルチフォーマット化へ＞ 

平成 18 年 9 月 第 3 次ＣＩを導入し新企業理念を制定  

平成 19 年 2 月 決算期を 9 月から 2 月に変更。グループ企業 6 社の決算期統合。 

平成 19 年 3 月 第３次中長期経営計画スタート～「マルチフォーマットへ」 

Ｈ19 年度中に、広島市内 3 店舗、山口県 1 店舗出店予定 
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２ マルチフォーマット化に向けてのサービスモデル革新のプロセス 
本企業のケースでは、この小売チェーンストア方式での成功モデルであるディマンドチェーン経営

のフレームワークを紹介し、これを念頭に置いて、その後の進化系モデルである本企業の最近のマル

チフォーマット化（大型店舗、中型店舗、小型店舗、生鮮宅配事業）に向けた新たな取組の状況を以

下に紹介しよう。 

(１）ベースとなるディマンドチェーン経営モデル 
小川進（2000）によれば、90 年代に市場成長を実現した流通企業においては、以下の 5 つの内容

を本部と各店舗間で組織的・整合的に実施して、チェーン全体の最適化を図る仕組を形成してサービ

ス供給上の優位性を構築して、見えるロス（売り残し）、見えないロス（売り逃がし）の削減を行って

経営上の成果を得ている。 

ⅰ取引制度革新、ⅱ営業革新、ⅲ組織革新、ⅳコミュニケーション革新、ⅴ物流革新 

(２）着想、新機能形成 
① 着想、サービスのタイプ 

ⅰ平成 9 年の会員カードの導入以降、POS データ以上に詳細な購買情報収集が可能になった。 

ⅱ会員カードを活用した FSP 戦略（フリークエントショッパーズプログラム）を志向し、上得意客を

ターゲットにした顧客維持・拡大へのアクションプログラムを展開した。（会員価格・クーポン・プ

レゼントなど） 

ⅲ会員カード導入により、より細かな顧客ニーズを把握することができるとともに、講じた施策に対

する正確な効果測定が可能になった。 

ⅳ様々な検証結果により、新たな顧客ニーズが浮かび上がるとともに、人口減少社会に対応できるサ

ービスとして、生鮮宅配を中心とするマルチフォーマットが構想された。 

ⅴ具体的には、顧客の TPO に合わせて提供できるチャネルをマルチで用意し、顧客接点を最大化し

ていく。 

ⅵつまりは、週末は大型店舗、仕事帰りで時間の無いときは小型店、更に時間の無い時は宅配といっ

たように、顧客の TPO に合わせたチャネルを用意することで、顧客接点を拡大し、今まではやむ

を得ず他店に流出していた顧客を自社につなぎとめ、顧客の生涯価値を向上させていく狙いである。 

② 新機能の内容・性格 

【大型店舗】 

惣菜+生鮮に注力し、人材を最大限投入。新しい要素を多く取り入れた「複合型店舗」であり、地

域の旗艦店舗。週末集客型店舗。（横川店・上天満店・広店・東山本店・吉島店等） 

【中型店舗】 

既存店からバージョンアップされた、レギュラータイプの店舗。インストア加工とセルフ販売の割

合をバランス良く最適化し、店舗運営に必要な人員をやや抑える。小商圏でも出店可能であり、平日

の買物には十分な品揃えを行う。（己斐上店・祇園店・牛田店・海老園店等） 

【小型店舗】 

セルフ中心の店舗で惣菜のみインストアで加工。少人数で運営でき、小商圏や駐車場のない都心部

での営業も成り立つ。平日の仕事帰りや昼食のニーズに対応。（おかず工房・グランレッツ） 

【生鮮宅配】 

店舗を補完する宅配型事業。様々な事情でフレスタを利用できなくなったお客様、例えば、高齢者
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の方や小さな子供のいる家庭、要介護家族のいる家庭などに利用できるサービス。店舗と変わらない

豊富な品揃えと品質の商品に加え、宅配ならではの限定商品の販売を行う。今後の少子高齢社会に対

応できるビジネスモデルと位置付け。（高齢者は勿論、核家族化＝子供を見てくれる親がいない、女性

の社会進出＝買物時間が無い、といった状況に対応できると考えている） 

(３）新サービスモデル形成 
① 差別化の要素 

ⅰ営業エリアの競合企業においても、一部、生鮮宅配を導入しているが、店舗配送型であり、自社セ

ンターを備えた本格的な宅配事業を有するスーパーマーケットは存在しない。（生協は存在する） 

ⅱ店舗配送型の宅配事業は、店舗の存在が絶対条件となるため、店舗周辺しか営業できない上、１店

舗で配送できる顧客数にも制限があるのに対し、当社のような自社センター型は、店舗の存在しな

い、広域での配送が可能であり、設備増強することで、顧客数を増やす余地もある。 

ⅲ営業エリアの競合企業において、マルチフォーマットを標榜する企業は存在するが、本格的な宅配

事業は有しておらず、また、当社のような小型店フォーマットは有していない。 

② 収益性確保のメカニズム 

ⅰ様々なサービスを提供している当社の経費コストは、当然ながら若干高くなるが、大型店を中心に

付加価値の高い商品を販売することにより、業界水準の収益力は確保できている。 

ⅱ大型店については、競合他社を上回る品揃えやサービスを提供、店舗の外観や内装にも力を入れ、

高品質なスーパーマーケットとしてのブランドを確立しつつあり、上質な商品が売れる店作りがで

きつつある。 

ⅲ自社ブランド商品や推奨品として、「Ｂｉｍｉスマイル」商品を展開しており、店舗のブランド化に

寄与するとともに、他社との差別化につながっている。収益面での貢献も大きい。 

ⅳ業務改革部を中心に、自社の情報システムを活用し、商品別はもちろん、時間帯別での販売動向を

分析し、売れ筋・死に筋を把握、各種ロスの削減に努め、収益性確保に努めている。 

(４) 新サービス開発の基本 
本企業の新サービス開発の基本となる直営型の小売チェーンスーパーの機能チェーンの基本構造、

業務革新の経過と内容の概観、ベースとなるＩＴシステム設計について説明する。 

① 機能チェーンの基本構造 

ⅰ 主体間の機能の連鎖と業務サイクルの基本は、以下の通り。 

顧客の商品購入―各店舗の商品発注―本部の各店舗からの商品発注の取りまとめとベンダーへの発

注―ベンダーの製造と商品の物流センターへの納品―運送企業によるセンターから各店舗への商品配

送と店舗での商品受入れ・配列 

ⅱ 機能連鎖のダイナミックな全体最適に向けての仕組の構図 

本部は販売情報や顧客情報を分析し、ベンターへ提供する。 

それをもとにベンダーはより具体的で精度の高い、売場提案や商品提案を行い、本部はそれをベース

に店舗に対するマーチャンダイジング上の指示を行う。 

各店舗は、この指示、地域の顧客情報をベースに必要な商品を本部経由で発注する。 

ベンダーからの提案に対する店舗の取り組み結果については、会員カードを活用した検証を行い、本

部経由でベンダーにフィードバックするので、ＰＤＣＡ的な改善サイクルが生じる。 

フレスタが、会員データに基づき顧客の立場に立った分析を行い、ベンダーに提供することで、よ
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り最適な品揃え･売場作りを実現し、品質や生産性の向上につなげる。 

これら一連の活動を通して、商品の売れ残りロス、販売機会の消失のロスを減少させて、顧客、店

舗、本部、ベンダー間の機能チェーンのサイクルのダイナミックな全体最適に繋げていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
② 業務革新の経過と内容の概観 

フレスタは、1990 年から宗兼社長の下、キャッシュフロー経営を導入し、ディマンドチェーン経営モ

デルに即して、以下の業務革新を実行。 

ⅰ 取引制度革新：  

食品スーパー業界の通例で、殆どの商品は基本的にはベンダーからの買い取りを行い、自社で余分

な在庫を持たないよう管理している。 

ⅱ 営業革新： 

コンピューター化により、発注プロセスが明確化されたが、ビジュアルな発注端末によって、過去

の実績を検証しながら、仮説に基づいた販売計画を策定しながら発注を行う。 

コンピューターに蓄積されたデータは、誰もが容易に検索・分析することができ、それをもとに、売

れ残りロスや売逃しのロスの削減につとめている。 

会員カードの導入により、顧客の購買情報から様々なニーズが浮かび上がり、新しいサービスの方向

性が見えてきた。その対応方法として「マルチフォーマット」が構想された。 

ⅲ 組織革新：  

個別店舗単位で予算作成、運用、管理し、店長に権限と予算、業績と報酬（年俸制）をリンクさせ、 

インセンティブ付与とモティベーションアップ。能力主義報酬制度の導入。 

現場中心の経営スタイルに取り組み、自らが考え行動する強い現場作りに取り組んだ。 

いち早くグループウェアを導入・活用することで、営業情報の全社共有化を行った。 

ⅳ コミュニケーション革新： 

Ｅメールの活用にはじまり、グループウェアの導入により、ネットワーク上の掲示板等を活用して、

コミュニケーションの向上を図った。 

ⅴ 物流革新： 

ベンダー企業の協力により、発注及び納品の頻度を増やし、より個別店舗の販売動向や顧客ニーズに

対応できる物流体制を確立した。 
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生鮮宅配事業については、自社センターにおいてピッキングを行い、消費者に直接配達する機能を有

するに至った。 

③ IT システム設計 

ⅰシステム概要 

システムは下記のように大きく 3 つに大別される。その中でも、基幹系システムと分析系システム

は密接に関わっており、データウェアハウスを中核に置き、週別部門別の一連のマーチャンダイジン

グフローに沿って、構築されている。 

a 基幹系システム 

ＭＤ商品管理システム・・・商品計画・登録・発注管理・スケジュール管理 

営業管理システム・・・店舗管理に関する情報（売上速報・単品販売情報等） 

仕入･買掛管理システム・・・ＥＯＳ及びＥＯＢによる発注・仕入・買掛処理・ＥＤＩ 

店舗システム・・・店舗分析機能（発注・売上・ロス管理） 

生鮮センターシステム・・・生鮮センター経由の生鮮商品発注管理 

プロセスセンターシステム・・・プロセスセンター生産支持・生産管理システム 

ｂ分析系システム 

経営者情報システム・・・経営者・幹部社員向けに部門別経営数値から細部情報まで分析支援 

商品分析システム・・・仕入や売上など、商品計画を検証するための分析支援システム 

営業情報システム・・・店舗向けに、販売情報を中心に営業状況を分析する検証支援システム 

顧客管理システム・・・会員カードから顧客情報を収集し、分析･支援するシステム 

ｃ管理系システム 

予算計画・予算検証システム・・・経営計画から連携した、部門別店舗別予算計画管理システム 

人事・給与システム・・・人材育成・管理を支援する人事システムと給与・勤怠システムを連携 

勤怠管理システム・・・正社員・パート社員の勤怠情報を収集し人時生産性を管理するシステム 

財務システム・・・会社の財務情報を支援するシステム。財務帳簿を電子化して保存。 

F メールシステム・・・電子メール網により、全事業所の情報共有化を支援するシステム 

ⅱシステム構成 

情報システムを置くセンターに基幹業務サーバ・情報系サーバなどを置き、店舗には店舗サーバ・

EOB サーバ（発注端末）を置いている。その他にも、財務・人事などの管理系サーバや会員に宅配を

行うシステムを構築・運用している。 

ⅲ 効果 

a 地理的に異なる複数の地点へのリアルタイムな情報・データ送受信が可能。 

b 情報の再入力が不要、入力ミス、転記ミスが無くなる。 

c 全社レベルでのリアルタイムな情報共有が可能となる。 

d 企業内での商流、物流、金流、情報流のリアルタイム・同期・並列処理が可能となり、商品加工か 

ら販売までのリードタイムの短縮化が可能になる。 

e 商品分析システムの活用により、売れ筋・死に筋を明確に把握し、品揃え改善やロス改善 

に取り組み、利益改善に繋げることが可能となる。 

f また、分析情報のベンダーへの情報提供が可能となり、より精度の高い、商品提案・売場提 

案を受けることが可能となる。 
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g 会員カードの活用により、顧客の購買情報から様々なニーズが浮かび上がり、品揃えの改善や、新 

しい販売促進手法を用いることが可能になり、売上や利益の向上に繋げることができる。 

(５）マルチフォーマット化の内容と意義 
① ディマンドチェーンモデルの進化プロセス 

 中国地域の直営型の生鮮食品スーパーチェーンを形成する本企業は、ディマンドチェーン経営の戦

略を独自のスタイルで導入実施して右肩上がりの経営上の成果を上げてきた。 

平成 9 年に導入した会員カードの活用により、新たな経営上の進化のプロセスに入ている。 

本カードの機能により、より細かな顧客ニーズを把握することができるとともに、講じた施策に対す

る様々な検証結果により、新たな顧客ニーズが浮かび上がった。 

人口減少社会に対応できるサービスとして生鮮宅配を新規サービスとするマルチフォーマットが構

想され、具体的には、顧客の TPO に合わせて提供できる供給チャネルをマルチで用意し、顧客接点

を最大化していく方針を策定している。具体的には週末は大型店舗、仕事帰りで時間の無いときは小

型店、更に時間の無い時は宅配といったように、顧客の TPO に合わせた多様な供給チャネルを用意

することで、顧客接点を拡大し、今まではやむを得ず他店に流出していた顧客を自社につなぎとめ、

顧客の生涯価値を向上させていく戦略である。 

② マルチフォーマット化の意義、評価 

 上記のディマンドチェーンモデルで形成してきたサービスモデル、供給システムの良い所を生かし

つつ、経済社会の構造変化に対応したサービスの供給ソースをマルチなチャネルに拡大して、ロイヤ

リティーの高い顧客のダイナミックな商品購入プロセスにおける生涯価値の最大化を目指している。 

この新戦略の意義を本研究上のフレームワークの判断基準に即して整理すると以下の通り。 

ディマンドチェーン経営をベースとする経営モデルでは、店舗、本部、各ベンダーが顧客情報を共有

して、商品の売れ残りロス、販売機会の消失のロスの減少にむけての連携する取組を実施して、共に

経営上の成果を上げてきている。この取組は、本企業の生産性向上、品質向上等に向けた顧客、店舗、

本部、ベンダー､等の各参加者間での機能チェーンのサイクルでのダイナミックな全体最適化に向けた

仕組形成とその運用であるといえる。 

経済社会の構造変化に対応しての持続的な成長戦略として、この仕組にマルチフォーマットのコン

セプトを追加し統合化して、サービス供給ソースをマルチなチャネルに拡大して、ロイヤリティーの

高い顧客の商品購入プロセスにおけるダイナミックな生涯価値の最大化を目指していると評価できる。 

(６）開業と顧客接点のマネジメント 
① 開業 

ⅰ新規出店時には、出店エリアの商圏調査を行い、人口･世帯数･年齢･性別等を中心に、その地域の食

生活や行事など、地域に関わる様々な事項を把握する。 

ⅱ同時に、該当商圏で営業が成立するかどうか、経済的側面から検討を行う。 

ⅲ地域特性や居住者に合わせた、店舗コンセプトを立案し、商品の品揃えや売場作り、サービスを検

討し、導入を行う。 

ⅳ品揃えやサービスを検討する場合には、商圏内に地域特性が似通っている既存店での取り組みも参

考にする。 

② 顧客接点での経験のマネジメント 

ⅰお客様からのお褒めの声やクレームについては、報告書を作成し、関係部署に随時メールで配信さ
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れる。また１日単位でまとめられ、グループウェア上で、全従業員が閲覧できるよう管理している。

これはクレームの再発防止とサービス向上を意図している。 

ⅱ日々の店舗の状況や、店舗で直接耳に入るお客様からのご意見については、毎日、店長日報という

形で、報告書作成され、毎日、グループウェア上に公表される。これにより、顧客接点時に発生す

る様々な状況について、情報共有を図っている。 

③ パートさんの研修、人材育成 

ⅰパート社員については「スマイル社員」という呼称を用いている。 

ⅱスマイル社員は新規入社時に、必ず導入研修を 1 日実施する。導入研修は、午前中に企業理念・会

社のルール・基礎知識等の研修を行い、午後は接客・接遇・レジ操作についての研修を行う。以降

は現場での OJT になる。 

ⅲスマイル社員向けの資格制度があり、人材育成についてもそれに準じて行われている。資格は「ベ

スト職」「上級職」「中級職」「初級職」の４階級があり、それぞれ時給や賞与が異なる。 

ⅳまた、仕事の内容によって時給設定が異なり、「刺身が切れる+50 円」のように、スキルアップが直

接時給アップに繋がる仕組みになっている。スキルアップを支援するために、スキルアップ研修を 

実施するほか、業界の認定資格の取得を積極的に推進している。 

(７) 市場での顧客満足・顧客感動の確保への取組と評価 
① 顧客満足を確保するために、サービスカウンターの配置、ご意見掲示板の設置、バリアフリー化

などを行うほか、一部店舗で「ステップレディ」という呼称のお世話係を配置する等している。 

② 本店でもある横川店については、料理教室を開催する「おいしさスタジオ」を設置しているほか、

複数店舗でも、売場で料理提案のできる「デモキッチン」を設置するなどして、他社とは違うサー

ビスの提供を行っている。 

③ 会社全体として、リサイクル活動や食育、健康啓蒙活動などを推進している。 

④ その他、定期的なキャンペーンやコンテストを実施し、接客レベルの向上に努めている。 

⑤ 地元新聞社の実施する「大型店に対する顧客満足度調査」では、平成 15～18 年全てにおいて、

競合各社の中で最も高い評価を得ている。（調査は平成 15 年より実施） 

⑥ 当社の取り組みは、社外において好意的に評価されている面もあるが、顧客満足に至っても未だ

不十分であり、顧客感動のレベルに達しているとは思われない。 

⑦ 顧客感動を目指す必要はあるが、当面は企業理念にある「お客様の笑顔」を原点に、顧客満足の

実現を目指したいと考えている。 

(８）経営上の成果 
 下記の通り、最近の 8 年間の売上高、経常利益の水準をみると、長期不況の間でも売上成長と一定

の経常利益水準の確保がなされている。 

（単位：億円） 

 

 
出所：会社資料 

(９）安定成長・産業化の方向 
① 従業員満足への取組と顧客満足・感動確保の関係の評価 

ⅰ本企業では、CS の実現には ES の実現が欠かせないとの考えを以前から持ち、H3 年の第 2 次 CI

1999.9 2000.9 2001.9 2002.9 2003.9 2004.9 2005.9 2006.9
売上高 414 444 457 460 488 512 558 560
経常利益 10 7.5 8 8.1 10.2 11.1 9 10.3
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導入時に策定した経営理念の中にも「企業の成長を通じて、従業員の幸せを実現します」の一文を

入れ、従業員満足の実現に取り組んできた。 

ⅱつまりは、経営理念の実現が、ES と CS の実現に繋がるとの考えを持ち、会社全体として取り組み

を続けてきた。企業理念が変更された現在も、基本的には同様である。 

ⅲH14 頃から業務改革に取り組み、仕事の適正化を推進するとともに、H17 からは職場環境の改善に

も着手し、従業員を取り巻く環境は大幅に向上した。 

ⅳH18 年の CI 導入時には、全従業員を対象とした意識調査も行われ、今後も定期的な意識調査を継

続して行うことになっている。 

ⅴその調査結果は、本来の目的である企業理念の実現活動に使うことはもちろん、従業員満足の実現

に活かしたいと考えている。 

ⅵ最終的には「顧客感動」を実現したいが、まずは、最大の命題である「顧客満足」を実現するため、

そしてそれを実現するための方向性を指し示す「企業理念」を実現するために、全社を挙げて取り

組みたいと考えている。 

② 今後の出店・成長戦略 

ⅰ出店エリアについては、物流の視点から、拠点のある広島市から、2 時間程度で商品を配送できる

範囲としている。これは、当社が生鮮食料品に特に力を入れていることから、鮮度劣化や配送のリ

ードタイムなどの視点から導き出した基準であり、当面はかわらないと考えられる。 

ⅱ現在、広島県及び岡山県に店舗展開しているが、Ｈ19 年中に山口県へも出店することから、今後は

西部方面への店舗展開が活発化すると推測される。 

ⅲ出店戦略及び成長戦略としては、前述した「マルチフォーマット戦略」が基本となり、一定規模の

商圏に対して、多様なフォーマットを展開し、地域内シェアの獲得を狙うことで、顧客の生涯価値

を拡大していく。 

ⅳ新規の市場を開拓することから「市場開拓戦略」ではあるが、任意の市場でのシェア拡大を狙うこ

とから考えると「市場浸透戦略」と位置付けられる。 

ⅴ人口減少社会において、店舗展開エリアをむやみに拡大するよりも、市場開拓と、その後の市場浸

透を巧く組み合わせることが、企業の成長を維持することに寄与するとともに、マルチフォーマッ

トによる利便性の向上が、顧客満足向上に繋がると考えている。 

ⅵ直近の出店としては、Ｈ19 年中に 5 店舗（うち 1 店舗は子会社店舗）が出店することになっており、

マルチフォーマットを意識した店作りが行われている。 

③ 経営改革、人材育成・研修 

ⅰ経営改革は、現社長が就任して以来、随時行われてきている。 

ⅱ最近の取り組みとしては、H14 頃から業務改革に取り組んでいる。店舗業務については、作業を中

心に、基準があいまいなものが多く、それらの基準作りや生産性の管理を継続して行い、現在に至

るまで取り組んでいる。 

ⅲＨ12 頃には、現場中心の経営スタイルに取り組み、自らが考え行動する強い現場作りを行った。本

部主導のトップダウン型の経営から、「本部は店舗の支援が役割」といったボトムアップ型の経営ス

タイルの確立に取り組んだ。 

ⅳここ数年、人材育成には力を入れている。教育の基本となる技術研修や社内昇格試験については、

業界組織の公的な資格と絡めて取り組んでおり、業界組織と連携して、業界のスタンダート作りに
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も協力している。 

ⅴその他、経営幹部向けの研修や、次世代経営者を育成する「経営塾」など、役職や年齢、やる気に

応じた研修カリキュラムを用意している。 

 

３ サービスモデル革新の効果 
(1)既存サービスとの対比での供給サイドの効果 
①既存のサービスから、供給システムを改善したことにより、自社にとっては、売場や商品の最適化

が進み、売上や利益、作業性の向上に繋がったことが大きなメリットとして挙げられる。 

②供給するサプライヤー側としても、売上向上や収益向上といった、一般的な効果はもちろんのこと

ながら、当社からの情報を活用し、連携することで、ストック在庫の削減や効果的な営業、提案ノ

ウハウの蓄積といったメリットがあると考えられる。 

③また、サプライヤー側の最大のメリットは、提案や商品、施策に対する顧客の反応を当社を通して

知ることができる点であり、これにより、更なる施策、提案や、新商品の開発に活かす事が可能に

なると考えられる。 

(2)需要サイドに与える効果 
①お客様にとっての効果については、最適化された快適な売場が実現されることである。言い換える

とベーシックな商品はもちろん、季節の商品や流行の商品が並び、充実したサービスがあり、魅力

的で買いやすい売場が実現されることである。これは会員カードによる顧客分析による効果である。 

②カードによる様々なプログラムは、それだけでも十分楽しめるが、顧客データを分析することで、

意中の商品が品切れしていることが少なくなったり、好みの商品がお買い得で購入できたりと、見

えない部分で快適な売場作りが行われる。 

③従来、リテイラーが単独で購買分析を行っており、また会員カードが無かった時代には、POS だけ

で分析を行ってきたが、顧客別の購買データを活用し、分析することで、売場提案の精度は向上す

る。それに加えて、サプライヤーが共同で売場提案を考えるので、更に精度があがると考えられる。 

(3)社会、環境に与える効果 
①食品の安全性の高まりから、食肉を中心にトレーサビリティーへの対応を行っている。サプライヤ

ーと連携し、食肉については、店頭はもちろん、インターネットでの牛肉の生産履歴調査が可能に

なっている。 

②食肉以外の商品に関しても、サプライヤーと協力し、商品仕様書管理システムを導入し、商品規格

や商品情報の社内共有化を促進している。 

③リサイクル活動については、他社と同様に、サプライヤーと連携し、トレイや牛乳パックの回収・

リサイクルを行っている。 

④物流センターの活用し、共同配送を行うことで、車輌や走行キロ数を少なくすることができ、排気

ガスを低減することができるので、環境・省資源の両面で効果は大きい。 

⑤また、再利用できる折り畳みコンテナを使用することで、使用するダンボールが削減できるといっ

た効果もある。                                             

4 成功の要因 
現在まで、一定の水準で当社が成長しつづけることができた、成功の要因としては、下記の 6 点が

あげられる。 
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(1)時代に合致した明確な経営理念とコンセプト 

(2)競争力のある店舗フォーマット確立（ハード・ソフト） 

(3)商品開発力の優位性（ＰＢ商品・推奨品） 

(4)営業を支える情報システムの優位性 

(5)出店を支える人材確保と人材育成 

(6)１２０年の歴史に裏打ちされる地場での知名度 

 

5 総合評価 
 本企業は広島に本社を置き、現社長に時代に事業革新を行い、最新のコンセプトで中国地方に多く

の営業店舗を持つ直営型のスーパーチェーンである。 

本企業を始めとする 90 年代に市場成長を実現した流通企業においては、本部と各店舗間で、その

事業構造革新・ディマンドチェーン経営に向けた革新を組織的・整合的に実施して、チェーン全体の

最適化に向けた仕組を形成しサービス供給上の優位性を構築して、見えるロス（売り残し）、見えない

ロス（売り逃がし）の削減を行って経営上の成果を得ている。 

これまでの経営上の成果をみると、2000 年以降で見てもその売上高、経常利益の水準は高いレベル

を示している。 

本企業のこのような成功の要因としては以下の 6 点が上げられている。 

(1)時代に合致した明確な経営理念とコンセプト 

(2)競争力のある店舗フォーマット確立（ハード・ソフト） 

(3)商品開発力の優位性（ＰＢ商品・推奨品） 

(4)営業を支える情報システムの優位性 

(5)出店を支える人材確保と人材育成 

(6)１２０年の歴史に裏打ちされる地場での知名度 

また、本企業は、その後の経営上の進化プロセスから「マルチフォーマット化」というサービスの

供給ソースを多様化して、ロイヤリティーの高い顧客の生涯価値の獲得を目指した新たな持続的な企

業成長戦略を構築し、それによる事業運営を開始している。 

本戦略を本研究上のフレームワークから判断すると、従来からのディマンドチェーン経営における

機能チェーン上の全体最適化に向けた仕組に「マルチフォーマット化」のコンセプトを追加し全体を

統合化して、サービスの供給ソースをマルチなチャネルに拡大して、ロイヤリティーの高い顧客の商

品購入プロセスにおけるダイナミックな生涯価値の最大化を目指していると評価できる。 

 いずれにしても、21 世紀の日本経済においては、グローバルな経済環境下において少子高齢化が進

展し、また、東アジア経済との連携に対応して地域経済の疲弊と地域経済の振興の必要性が高まって

きているので、今後の企業の対応の方向として「もの」のイノベーションに加え、「サービス」のイノ

ベーションの同時推進が望まれている。 

 こうした中にあって流通産業もこれから産業内の垂直・水平な企業間関係における競争の激化、チ

ャネルリーダーの交代、等が見られ、大きな転換点を迎えている。 

 中国地方を拠点とする本企業は、このような激しい事業環境変化の中にあって、地域における流通

企業のイノベーターとしての役割は今後とも重要であり、本企業の新しい成長戦略の成功に向けての

着実な事業展開が期待されている。 



 110

(注) 本ケースの作成に当たっては、小売流通企業の先進的でヴィヴィッドなケース内容とするため、

本企業の経営企画部から経営上の貴重な事実関係、コンセプト提供を得ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



 111

ケース 18 スターウェイ㈱ 

 

１ 会社概要 

（１）概要 

会社名 スターウェイ株式会社（Starway Co.,Ltd.）  

社長 竹本 直文 

本社所在地 

 〒105-0013 東京都港区浜松町 1-18-13 高桑ビル ７階 

設立 1999 年 12 月 24 日 

資本金 3 億 5030 万円 社員数 13 人  

主要事業内容  

①  環境デリバリーパックの開発・販売  

② 省ゴミ梱包形態（イースターパック）の設計開発・販売 

③ リユース・リサイクル防湿袋（pack-IT）の開発・販売 

④ 環境対応物流（ESP-take1）システムの開発運営  

⑤ IC 運搬用トレイのリユース・サイクル業務  

（２）経営理念  

  当社は資材のリユース・リサイクルを始めとする 環境改善の手法を提供し、それに関わる国、地方

団体、企業との協力をもって限りある資源の有効利用と 地球環境への貢献とビジネスの融合を基本理

念とする。   

（３）主な株主構成 

竹本直文、大和証券、りそなキャピタル、ＭＵハンズオンキャピタル、住友信託銀行、 

興銀リース  

（４）主要取引先  

北越製紙株式会社 、北越パッケージ株式会社、エプソンサービス株式会社、ソニーイーエムシーエス

株式会社、ソニーセミコンダクター タイランド、デルコンピュータ株式会社、プロサイド株式会社、

株式会社ダックス、東芝テック株式会社、ダイヤモンドレンタルシステム株式会社、グローバル ソリ

ューション サービス株式会社、株式会社ミスターコンセント、株式会社テルム、パーツコンポーネン

トシステム株式会社、大日本インキ化学工業株式会社、西武運輸株式会社、株式会社日立物流、株式

会社近鉄エクスプレス、株式会社日立ケーイーシステムズ、共信テクノソニック株式会社、日精株式

会社、ユニデン株式会社、日本 IBM、Lenovo ジャパン 

 

２ 企業成長の経過 

 1999 年 12 月 会社設立 

 2000 年 4月 「イースターパック」の商標登録出願 

     7 月 ベンチャーキャピタルからの出資を受ける。 

     12 月 第 3者割当増資の実行 

 2002年3月 環境デリバリーパックの修理サービス契約を大手機械メーカーとの間で締結しサービ
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ス供給開始。 

2003年 ３月 りそな中小企業財団の新技術大賞の優良賞を受賞。 

2004 年 11 月 かながわビジネスオーディション 優秀賞受賞 

2005 年 7 月 中小企業創造活動促進法に基づき事業計画が認定を受ける。 

9 月 新連携支援の事業認定を受ける。 

2006 年 4 月 1 億 2,000 万円増資 

    6 月 スターウェイチャイナ㈱設立 

会社の中国名：斯達威（北京）貿易有限責任公司 

 

３ 主たるビジネスモデルの態様と進化の方向 

 今回の新連携に関連する主なサービス製品の内容とビジネスモデル進化の状況を確認しよう。 

（１）イースターパック 

① 商品概要 

イースターパックは,特殊ウレタンフィルムのクッションで、製品の両側から挟みこんで宙吊り状態に

固定させる構造で、短時間で梱包作業ができる梱包箱で、100 回以上リユース可能。 

② 主たる効果 

ⅰ梱包作業工程の削減 

 製品をイースターパックのフィルムで挟み込むだけなので、短時間で梱包できる。 

ⅱ梱包資材費用の削減  

使い捨てのワンウェイの梱包箱に比べ、百回以上のリユースが可能で、１回当たりの梱包材料費を削

減可能。更に、緩衝材が不要。イースターパックは、当社からのレンタルを基本。 

ⅲ廃棄費用削減 

ワンウェイの梱包箱では、都度、梱包材の廃棄が必要であるが、イースターパックは、緩衝材が無く、

更にリユースするので、廃棄費用を大幅に削減できる。使用不能のパックは新パックに再利用。 

ⅳ需要家の管理工数削減 

ワンウェイの梱包では、顧客が複数の梱包部品の購入、在庫管理が必要だが、後述の環境デリバリー

パックを使うと、当社がイースターパックの在庫管理をするので、顧客は、購入、在庫管理が不要。 

（２）環境デリバリーパック 

① サービス概要 

 環境デリバリーパックは、梱包作業時間が短くリユース・リサイクル可能な梱包箱（イースターパ

ック）を通い箱として使用し、運送、梱包作業、管理、環境データ提供を総合的に提供するサービス。 

② 修理メンテナンスのケース 

ユーザーが、修理メンテナンス会社に修理依頼をすると、修理メンテナンス会社が当社に引取・梱包

依頼をし、当社がユーザーに伺い修理依頼品をイースターパックで梱包し、修理メンテナンス会社に

運送。修理完了後、イースターパックで梱包し、ユーザーに届け、その際に、開梱して修理品をユー

ザーに渡し、イースターパックの空箱を回収。 

③ 大量生産品の搬送のケース 

生産工場で、製品をイースターパックで梱包し、顧客企業に運送。イースターパックを回収し、リユ

ースする。 
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④ サービス内容 

イースターパックを使用して、梱包、運送、空き箱回収の運送に関わる一連の作業をワンストップで

提供。  

ⅰ 基本サービス 

梱包資材（イースターパック)、回収・配送伝票処理、梱包作業、回収作業、全国運送、資材管理・保

管、資材回収、フローの構築、クレーム対応（輸送に関わる）、環境コンサルタント 

ⅱ 付加サービス 

代引きサービス、環境対応物流システムからの環境データの提供、時間帯指定(365 日対応)  

⑤ 主たる効果 

ⅰイースターパックの効果 

イースターパックで梱包すると、梱包作業工数、梱包資材費用、梱包資材廃棄費用、管理工数、資材

スペースを削減できる。 

ⅱ顧客満足度向上 

修理メンテナンスのケースでは、顧客が、修理依頼品を販売店に持込む必要がなく、提携運送会社が

顧客に出向き、修理依頼品を梱包するので、顧客は梱包する必要がない。 

顧客へ修理返却する時にイースターパックを回収するので、顧客は梱包箱を一時保管廃棄する必要が

ない。  

（３）環境対応物流システム 

環境対応物流システムは、リユース可能な通い箱の在庫管理、出庫指示、着荷受付、注文、修理指示

などができるアプリケーションプログラムの利用を提供する Web ベースのサービス。 

環境対応物流システムは、製品（通い箱）単位に、新品・リユース品の在庫状況を表示する。 

この情報はＣＳＶファイルに出力して、Excel などで編集可能。 

次の４種類の取扱いを通い箱に合わせた単位で管理できる。  

数量管理    ：数量のみで管理 

ロット管理   ：ロットごとにロット番号のついたバーコードラベルを貼付けして管理 

シリアル番号管理：通い箱にシリアル番号のついたバーコードラベルを貼付して、ひとつ一つの通い

箱の個体管理 

パレット管理  ：パレット上に通い箱を載せてパレット番号をつけ、パレット単位で管理 

 

４ 新連携の概要 

 まず、今回の新連携の事業内容を新連携事例集の内容で概観しよう。 

テーマ：ゴミ「ゼロ」梱包材による物流管理統合システム・サービスの事業化 

（１）事業計画の概要 

家電修理は、修理を受け付ける量販店、メーカー等が各々独立したシステムで対応しているため、

各者間の修理情報の共有が円滑でなく、結果的に修理完了まで時間がかかったり、修理費用の見積や

完了時期の不正確さを招き、トラブルの原因になっていた。 

本サービスは、修理・物流情報の総合的管理システムを構築し、ＡＳＰ方式で提供することにより、

量販店等は、ほとんどイニシャルコストをかけずに修理品の進捗状況等の迅速な把握が可能となる。

また、リサイクル可能なリターナブルで緩衝材を使用しない梱包資材（イースターパック）を併せて
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活用することにより、大幅なコスト削減及び環境付加の低減を実現する。 

（２）連携体の構成 

① コア企業：スターウェイ㈱ サービスの開発、運用、販売 

・環境対応サービスの設計、開発 

・環境コンサルティング、フロー構築 

② 連携中小企業：㈱エターナルサイエンス  システム開発 

・システム開発、保守 

③ 連携大企業：北越パッケージ㈱  梱包材の製造、管理、出荷 

環境対応梱包資材の製造、品質検査、管理、出荷 

④ 経営支援 

法律事務所、国際特許事務所、金融機関、Ａ大学 

⑤ 技術支援 

製紙会社、システム開発会社 

⑥ 販売連携 

 電子部品商社 

（３）連携の特徴 

コア企業の有する環境問題にも対応したトータルサービスのノウハウを具現化するソフトウェア

（システム）とハードウェア（梱包材）、各々に強みを持つ企業の連携。経営、技術、販売面の支援・

連携メンバーも強み。 

（４）新事業の内容 

家電製品の修理・物流情報を統合した総合管理サービスを展開。環境対応リターナブル梱包材の活

用で大幅なコスト及び環境負荷を削減。 

（５）市場性 

ターゲットは、家電量販店、家電製品メーカー。将来的には、医療機器や測定機器等の精密機器分

野にも水平展開の予定。 

（６）支援予定メニュー 

事業化・市場化補助金  

政府系金融機関の低利融資（商工中金） 

（７）成果 

 ① 今回の新連携の事業体により、新サービス供給に必要な各機能を全体最適的に統合開発でき、

新事業の事業化が加速された。 

 ② 今回の連携協議の中で、関係企業との間で、中国での低コストでのイースターパック組立と中

国での本企業の事業の現地展開を行う企業としてのスターウェイチャイナ㈱の設立が合意され、

この 6月に会社設立された。 

（８）新連携の効果 

 新事業のアナウンスメント効果は高く、増資、低利融資が楽に行えるようになった。 

 

5 ビジネスモデル革新の内容  

 本ケースで取り上げるビジネスモデル革新、サービスイノベーションの内容は、上記の新連携で事
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業化予定の「環境対応ソリューション」で、その内容について、本全体フレームに即して、順次以下

に説明しよう。 

（１）新しいサービス事業のアイデアの着想 

 会社設立当初の事業の着想は、自分が外資系半導体メーカーの営業でソニーの工場での LSI 輸送容

器の廃棄の状況を見て、資源の有効利用の観点からもったいないと思い、IC トレイのリユースモデル

を着想し、事業化した。その後、ビジネスモデルの水平展開の必要が生じ、環境対応型の梱包システ

ム、同物流システム、等の開発に着手した。 

 今回の新連携のニーズ発掘は、大手情報通信機器メーカーに対し、環境デリバリーパックで製品の

大量輸送を行っている時、メーカーの人から修理品の環境物流に問題があると聞くことがきっかけと

なっている。このニーズ把握から修理品の環境デリバリーパックのビジネスモデルが生まれ、その後

事業化し、さらにはバーコードを使う環境対応物流システム、RFID を使う環境対応ソリューションへ

とバージョンアップしてきている。 

（２）サービス戦略の形成  

本企業の経営理念は、「資材のリユース・リサイクルを始めとする環境改善の手法を提供し、それに

関わる国、地方団体、企業との協力を持って、限りある資源の有効利用と地球環境への貢献 とビジネ

スの融合を基本理念とする」であり、その事業範囲を環境物流に絞り込み、独自の環境対応物流シス

テムを構築し、特許化して、サービス展開してきている。    

（３）開発、開業、事業化の方向 

① 必要性 

製品販売後のアフターサービス・修理の体制整備は、リピーター確保の重要なポイントであるが、

手間のかかる作業となっている。また、家電製品の修理をメーカー、家電量販店が自社で修理を行う

場合には、自社で梱包費、資材保管スペース、データ管理費等を負担し、輸送を輸送業者に委託する

コストのかかるサービスとなっている。 

② 新サービスに対応するサービス供給システムの内容 

提供する環境対応循環型通い箱（イースターパック）を利用した環境ビジネスの企画・運用・構築

までをサポート。修理品の修理受付から返却までの所在/状態管理と、それを梱包する通い箱（イース

ターバック）の流通監視に RFID を使用し、修理情報/通い箱使用履歴情報を Web にて統合管理するシ

ステム。 

ⅰ RFID（読み書き可能）を利用した修理品および通い箱の物流管理の実現 

     現場主体に作業進行可能（オフラインによるバッチ処理をサポート）オフライン時の重複更新

防止機能 

ⅱ 修理品の追跡管理の実現 

     トレーサビリティ画面により、修理品が持つ作業履歴が確認可能 

ⅲ 通い箱の流通監視とメンテナンスのための使用履歴管理の実現 

      通い箱詳細画面により、通い箱の所在､状態および使用履歴が確認可能 

ⅳ 顧客を含めた修理関連情報共有化の実現 

      Web 接続機能付携帯や PC で修理状況の確認可能 

      コールセンタにおける顧客（納期）問合せ対応業務の手間とコストを大幅に低減 

      修理受付情報の事前入手により、修理業者の納期短縮が可能 
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ⅴ 環境負荷の低減 

      リユース可能な通い箱の利用で従来の梱包材を大幅に低減 

      環境報告書基礎データが作成可能  

③ サービスパッケージの内容 

ⅰ 品質 

修理品の移動の際の安全移動の品質保証を行う。 

共通の品質保証を行うため、箱の落下・振動試験を行い、各社の基準をクリアしたもののみ 

を使用している。 

ⅱ 価格 

修理ベンダーや家電量販店との間の契約により、彼らから修理品の回収とお届け 1件当たりいく

らという対価を得、また、配送業者に対し、この物流費を 1件当たりいくらという対価を支払い、

その差額が本企業の利益となる。 

ⅲ 納期 

  メーカー等とは、1 年超の長期計画を結び、メーカー等はスターウェイ（代理の運送業者）に対

し、ジャストインタイムでパックを届けることになっている。 

④ サービス供給システム・組織 

ⅰ 顧客接点のプロセスと業務チェーンの簡素化・全体最適化 

 個人ユーザーからの修理品回収の顧客接点のプロセスは、以下のとおりと従来の輻輳した梱包、開

梱プロセスを簡略化している。 

個人ユーザーが、メーカー、家電量販店に修理依頼をすると、これら会社が当社に引取・梱包依頼

をし、当社（代行の運送会社）がユーザーに伺い修理依頼品をイースターパックで梱包し、これら会

社に運送。修理完了後、当社（代行の運送会社）がイースターパックで梱包し、個人ユーザーに届け

る。その際に、当社（代行の運送会社）が開梱して修理品を個人ユーザーに渡し、イースターパック

の空箱を回収。 

また、この往復の物流プロセスをシステム化して電子管理することにより、修理品及び通い箱のト

レーサビリティーを可能とし、また、修理品のこれら会社、個人ユーザー、当社間での省資源で顧客

満足が拡大し、業務管理コストを削減可能とした全体最適に向けた仕組みを完成させ、これに対応し

た関係者間の効率的な業務ルーティーンが形成されている。 

個別には主に a  RFID（読み書き可能）を利用した修理品および通い箱の物流管理・トレーサビリ

ティーの実現、b  顧客を含めた修理関連情報共有化の実現、c  環境負荷の低減が可能となって、こ

れら会社、個人ユーザー、本企業の WIN-WIN 関係が成立している。 

ⅱ 組織設計の方向    

この新サービスの供給システムを今回の新連携の各参加者が分担連携して形成し、組織的には本企

業がコア企業とするバーチャルな事業体のスタイルとなっている。今回のスキームで既に述べたスタ

ーウェイチャイナ㈱を設立したが、今後、修理品サービス供給の中核となる事業運営会社としてスタ

ーウェイサービス㈱を予定している。 

⑤ 今回のサービスモデル革新の全体的な仕組み上の評価 

本企業は、上記イースターパック（通い箱）を開発し、イースターパックの持つ優れた環境負荷低

減性、物流に関する種々のコスト削減性を生かし、従来の修理の品の輸送サービスのみを提供する形
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態から、このパックを利用して、上記メーカー、家電量販店に対し、本 IT システムにより、関係者間

の梱包・輸送・データ管理に関する業務に横串を刺す形でこれら業務の全体最適に向けた仕組を創造

し、サービス供給上の優位性を構築して、一括提供する新サービスを開発・事業化した。これにより、

全体としての環境負荷低減が図られる上に、これら会社、個人ユーザー、本企業の間で、これら会社

の管理業務の削減、顧客満足の拡大、ニューサービス創造の利益の WIN-WIN な関係が成立した。 

関連企業の従業員、最終消費者はこの全体最適化に向けた仕組に対応した効率的な業務ルーティー

ンを形成することが可能となった。このモデルでは、通い箱の所有形態がメーカー等からサービス提

供企業に転換して、これをリユースしている。  

（４）市場での売上げの計上 

 今回の新事業のサービスの売上を 2社で 18 年度内に４億円程度を見込んでいる。 

（５）市場・顧客の態様・競争環境・市場価格の状況と対応の方向  

 現在は大企業を中心に営業活動を行っているが、今後は中小企業にも営業展開する予定。 

 現状独占状態で、早い産業化を目指している。    

（６）産業化の方向  

① 組織能力の形成 

これまでは竹本社長の能力・経歴からくる文理融合の事業構築・事業展開能力に依存してきている

が、事業展開上のオペレーション能力、新事業展開能力を社内で共有していく必要がある。 

② 今後のビジネス展開 

ⅰ 今後、本新サービスの市場での検証と既存顧客への販売、新規顧客への販売、中国での通い箱

の現地生産を開始し、また、日本でのサービスの中国での日系企業への現地展開を考えている。 

ⅱ 対象製品を家電製品以外に精密機器、医療機器、食料品、等に拡大する。 

 

６ サービスモデル革新の成功要因 

これまでのところでの成功要因は以下の通りであろう。 

（１） 環境保全、修理・メンテナンス、物流は永遠の課題であること。 

（２） 先端の IT 技術を使って企業の壁を越えての全体最適な環境物流システムが構築でき、環境上

のメリットに加え、ユーザー企業、個人消費者、本企業間の WIN-WIN 関係が出来たこと。 

（３） 出資、融資、新連携支援等、関係者のタイムリーな支援が得られたこと。 

 

７ サービスモデル革新の効果 

（１）既存のサービスとの対比での供給体制側の効果 

輸送に加え、梱包、データ管理分野の業務を取り込み、一括サービス提供の中から利益を確保。

これまでの人力に頼った供給サイドのシステムが IT 化、通い箱化することにより、生産性の向上、

品質確保、収益性の確保が可能となる。 

（２）需要家に与える効果、需要創造 

サービスの利用料を払うものの、梱包材・緩衝材の調達・廃棄が不要になる、梱包・廃棄作業へ

の工数の削減、データ管理システム導入の初期投資、データ管理業務が不要になり、経費節減、

生産性の向上が図られる。このため、本サービスへの多くの業種での需要創造が考えられる。 

（３）個人ユーザー・消費者に与える効果 
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  消費者は、要修理品を自宅で待って提出し、自宅で修理後品が受領可能となる、また、修理の状

況等に関する情報がすぐに得られるメリットがある。 

（４）社会、環境に与える効果 

  本サービスにより、緩衝材が不要であることによる環境負荷の低減、梱包材の再利用による 

省資源、廃棄物削減の効果がある。各家庭での包装、梱包材・緩衝材処分も不要となる。 

 

8 総合評価 

本企業は、1999 年設立で、家電等の修理品を対象に、環境負荷を低減させた物流革新システム・モ

デルを創造し事業化したベンチャー企業である。 

当初の着想は、自分が外資系半導体メーカーの営業でソニーの工場での LSI 輸送容器の廃棄の状況

を見て、資源の有効利用の観点からもったいないと思い、IC トレイのリユースモデルを着想し、事業

化した。その後、ビジネスモデルの水平展開の必要が生じ、環境対応型の梱包システム、同物流シス

テム、等の開発に着手した。 

 今回の新連携のニーズ発掘は、大手情報通信機器メーカーに対し、環境デリバリーパックで製品の

大量輸送を行っている時、メーカーの人から修理品の環境物流に問題があると聞くことがきっかけと

なっている。このニーズ把握から修理品の環境デリバリーパックのビジネスモデルが生まれ、その後

事業化し、さらにはバーコードを使う環境対応物流システム、RFID を使う環境対応ソリューションへ

とバージョンアップしてきている。 

今回の新連携の対象事業の環境対応ソリューションでは、自社開発の環境負荷低減性の高い通い箱

の物流に関する種々のコスト削減性を生かし、従来の輸送サービスのみを提供する形態から、この箱

を利用して、家電メーカー、家電量販店に対し、本システムにより、関係者間の梱包・輸送・データ

管理に関する業務に横串を刺す形でこれら業務の全体最適化に向けた仕組みと効率的な業務ルーティ

ーンを創造してサービス供給上の優位性を構築し、これを一括提供する新サービスパッケージを提案

した。これにより、全体としての環境負荷低減が図られるとともにこれら会社、個人ユーザー、本企

業の間で、自社の管理業務の削減、ニューサービス創造の利益、顧客満足の拡大の WIN-WIN な関係を

形成してきている。 

本企業の創造した地球環境対応型の物流システムソリューションサービスの需要は今後ますます拡

大するものと見通され、これは国内のみならず日本企業が進出している東アジア地域各国内の関連企

業の物流ニーズの環境対応型への転換の方向も見えてきている。 

本企業の今後の課題は、時代の先端を切ってサービス需要を創造しているため、提供サービスのサ

ービス需給、価格、品質等のマネジメントを行いつつ、資金確保、人材確保・育成、組織改革等、企

業成長のマネジメントを適切に行う必要があることである。 

いずれにしても、今後、本企業としては、企業成長プロセスでこれらのマネジメントに留意して、

安定成長軌道を維持しつつ本サービスの事業化から国内のみならず東アジア地域での産業化に向けて

努めて行かれることを期待している。 
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ケース 19 イー・トラック㈱ 

 

 

１ 会社概要 
（１）概要 
会社名  イー・トラック株式会社 

住所  〒107-0062 東京都港区南青山 1-15-22 

設立年 1999 年 10 月 19 日 

社長  石田 明也 

資本金  1 億 5,900 万円(資本準備金 1 億 3,850 万円)  

従業員数 15 名 

（２）経営理念 
① 経営理念 

 一隅を照らす。 

② 経営方針 

ⅰ ＡＳＰにより顧客に最新のサービスを提供して、顧客満足度を追及していく。 

ⅱ ビジネスモデル上の料金システムが月額利用料金制であり、安定した収益性とキャッシュフロー

を実現する仕組となっているので、高い経営の安定性を追及する。 

ⅲ 事業領域を輸配送のソリューション分野に特化し経営資源を集中して、顧客ニーズの吸い上げ・

深堀に努力し、そのための研究開発とノウハウ強化に努める。 

（３）経営組織 
機能別組織 

（４）事業内容 
物流･ロジスティクスの効率化支援ソリューション ASP   

（一般第二種電気通信事業者） 

   

２ サービスモデル革新のプロセス 
（１）着想、新機能形成 
①着想 

 物流の世界の非効率なサービス、ＩＴ化の遅れに気付いていた。ブロードバンドの到来を予想して、

これら課題解決に向けてのソフトのサービス提供を考えていた。 

②新機能の内容 

 これらのサービスモデルを実現する手段としてＡＳＰ技術を念頭において、サービス提供機能を設

計・開発してきた。 

（２）新サービスモデル形成 
①差別化の要素 

ⅰ配車計画分野でＡＳＰ方式のサービス提供をしているのは本企業のみである。 

他社はスタンドアローン型システムパッケージ 
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当社のみが１９９９年の会社設立以来一貫してＡＳＰ提供（日本初） 

ⅱビジネスモデルの特許を所有している。 

特許第３４１６６３５号 

（必要なアプリケーションは地図等のＧＩＳ情報も含めて全てサーバにて一元管理且つ集中計

算され、ネットワークで結ばれたクライアントとの情報の送受信によって成り立つ配車計画シス

テムとその仕組み） 

  その基本構造はトラックの配送コストの最小化に向けたＯＲによる制約条件つきの最適化計算で、

結果として 1 台当りの積載率(最大 100%)、回転率(1 日何回)の向上がソリューションとなる。 

制約条件は、指定配送時間、指定車型、車両特定等である。 

  これを顧客の配送先別又は集荷先別にタイムテーブル付のデータとして顧客に供給する。 

ⅲＰＤＣＡの一連をシームレスに提供している。 

当社のもう１つのＡＳＰサービスであるトラックのリアルタイムＧＰＳ情報に基づく車両動

態・集配進捗管理サービス（e-ViewTrack TM ）との連動により、計画と実績のリアルタイムの

比較、即ち、予実管理も WEB ベースでシームレスに実現可能となる。 

②収益性確保のメカニズム 

ⅰ 関連する事業パートナー（販売、システム開発分野、データーセンター）との連携 

ⅱ 現状、食品、住宅、電機のメーカーの物流子会社が主要顧客であるが、物流は多様な業種へと展

開可能で、業務の拡大への制約条件が少ない。 

（３）新サービス開発・事業内容 
① 完全 Web 対応輸配送管理ＡＳＰシステム 

本企業の輸配送管理システムはお客様の注文データに対し、短時間で最適な配車・配送計画を自動計

算する計画系の“e-SmarTrack”と、リアルタイムに配送状況を管理し、荷物の進捗を管理する実務系

の“e-ViewTrack”で構成されている。 

ⅰ e-SmarTrack の内容 

完全 Web 対応の配車支援・配送計画 ASP サービスで、お客様の注文データをもとに、最適な配車・

配送計画を自動計算し、車両の積載効率向上と車両の回転率向上を実現する。 

ⅱ e-ViewTrack の内容 

GPS やワイヤレスパケット通信を利用してリアルタイムに車両や荷物の位置情報を正確に把握す

ることで、最適な物流計画、配車、集荷・配送時間短縮、迅速な顧客対応等の付加価値向上などを実

現する。また、お客様の提携企業や顧客企業にもリアルタイムの情報提供と情報共有が可能で、お客

様のグループ全体で戦略的な物流計画や業務効率化の実現をサポートする。 

システムの特長は以下の通り。 

a GPS で車両の動きを捉え、その情報をリアルタイムにセンターへ送信可能 

 b パケット通信で車両とセンターを常時接続し、必要な時だけ情報取出しが可能 

 c ドライバー操作は不要でセンター側で遠隔制御が可能 

 d パケット通信専用料金プランで通信料も経済的 

② 上記２事業の優位性 

多様な物流条件に対応する“柔軟性”と、現場担当者様が容易に操作できるシンプルな“操作性”を兼

ね備えた“完全 Web ベース”のシステムとなっており、物流におけるⅰコスト削減（輸配送コスト、
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システムコスト）、ⅱ顧客満足度の向上、ⅲ商品力（品質）の向上、を合わせて実現し、ユーザー企業

の企業収益力の向上を支援する。 

③ 本事業の評価 

本企業のＡＳＰで提供する新サービスの機能を、本フレームでの考えで整理すると以下の通り。 

顧客企業の本来業務であったトラック配送における従来の個別事業部門・工場単位での個別最適な

配送計画策定・実行業務について、本企業が新規事業創造したＡＳＰ方式での差別化したソフトウェ

アを時間貸しの形で顧客企業にサービス提供することにより、ユーザー企業の自社内・関連企業間で

の統合輸配送業務を可能とし、顧客企業の業務生産性向上、サービス品質向上、等のためのこれら機

能チェーンの全体最適化に向けた仕組を構築、運用する支援を行っている。 

（４）開業と顧客接点のマネジメント 
① 開業 

 1999 年に本企業を設立したが、これまで本社での営業及びシステム開発の統括を行ってきている。 

② 顧客接点での経験のマネジメント 

 主に本社が顧客接点の窓口となるが、ＡＳＰの性格上、顧客ニーズにダイレクトに直面し、その要

求に対し短時間で対応してサービス改善に努めてきている。顧客からは、短時間の対応に驚かれ、顧

客感動の状態となり、口コミでの他の顧客紹介が得られている。 

（５）市場での顧客満足・顧客感動の確保への取組と評価 
 上記(4)②の取組の中で、顧客満足・感動の確保に努めている。 

 世界の技術進歩の動向を強く意識して、新サービス開発に生かしてきている。 

（６）経営上の成果 
 サービス内容が認知され、ブロードバンド環境が成熟してきて、17・18 年度においては売上が急拡

大してきている。 

（７）安定成長・産業化の方向 
① 従業員満足への取組 

 ベーンチャー経営でもあり、風通しの良い経営に努めている。ストックオプションの制度も取り入

れ、職員のやる気と企業成長・将来の株価上昇とがリンクできている。 

② 成長戦略 

 今後とも、関連する事業パートナー（販売、システム開発分野、データーセンター）との連携を図

り、業種横断的に顧客開拓に努めていく。 

③ 経営改革 

 今後とも本社組織は小回りの利く集団にし、外部企業とのアライアンスを考えていく。 

 

３ サービスモデル革新の効果 
(1）既存サービスとの対比での供給サイドの効果 
① 本システムは、ＡＳＰによる一元管理型のソリューション提供であるので、随時、サービス内容

が改善・更新できる。システム内で異業種間のデータ連携・統合が容易である。 

② 国際展開の拡張性 

ⅰ ローカライズが極めて簡単であるが、現地のローカルな地図情報との連動が鍵である。 

ⅱ サーバ管理は日本国内での一元化が可能。 
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  完全 WEB サービスの ASP であるがゆえの利点として、中国展開には最適であるが、その展開の

あり方については、多面的なリスク管理が必要である。 

(2）需要サイドに与える効果 
本システムがもたらすメリットと特長は以下の通り。 

①輸配送コストの大幅削減 

輸配送トラックの積載率や回転率が格段に向上し、必要車両台数が大幅に削減可能。 

②人件費（労務費）の削減（労務作業の平準化） 

人手をかけずに、また、熟練者の必要なしに最適で効率的な配車組みが実現。 

③無駄な情報投資や維持費等の TCO の削減 

既存端末のみで運用可能。また、システム維持のための余計な人員配置の必要なし。 

④他社との「共配」を含めた３PL 戦略の推進が可能（改正省エネ法に向けての鍵） 

一元管理されているサーバ内で対象データをマージするだけで簡単に実現。 

⑤仮説と検証を繰り返し実行できるバーチャルオペレーション機能（シミュレーション機能） 

現実のオペレーションに落し込む前に色々な検証が可能となり、業務改善がし易くなる。 

⑥システムの拡張性・柔軟性 

システムが陳腐化せず、地図情報も含めて自動更新され、常に最新の状態を維持できる。 

(3）社会、環境に与える効果 
①地球環境改善への貢献 

物流、特に輸配送におけるトラック車両の有効活用や共同配送を促進できる仕組みであるので 

不要なトラック車両（空荷や積載率の低いトラック車両）が削減され、また同時に、無駄な配送ルー

トも一掃するため、炭酸ガス（CO2）や NOx 等の排出削減や省エネを推進でき、地球環境の改善に

大きく貢献できる。 

②介護･福祉や児童･子供の安全等社会環境向上への貢献 

現状の適用拡大はまだではあるものの、同様のアプリケーション対象として、幼稚園や小学校の送

迎バスの最適ルート計画や、また、介護・福祉支援等の巡回コースの最適化計画にも順次応用拡大可

能なため、高齢者や被介護者、また、児童・子供等への支援を各地域単位で促進してゆくことが出来

る拡張性の高いサービスともなっている。 

 

４ 成功の要因 
(1) 顧客の課題・ニーズに真剣に向き合い、短いタクトタイム（開発期間）でサービス内容に 

  反映させ、これが顧客感動を呼び、口コミでの顧客拡大につながっている。 

(2) 先見性のある出資者に恵まれ、タイムリーに資本提供を受けたこと。 

(3) ＩＴ化の遅れた業界であったが、先入観を持たず諦めずにチャレンジしてきたこと。 

(4) 事業環境変化、ブロードバンド環境の成熟等、見通しが的中してきたこと。 

 

５ 総合評価 
本企業は、1999 年東京で設立されたトラック物流のネット対応でＡＳＰ方式での輸送・配送管理シ

ステムのビジネスモデルを事業創造して、市場での経営上の成果を上げているベンチャー企業である。 

本ビジネスモデルは、物流、特に輸配送におけるトラック車両の有効活用や共同配送を促進できる仕 
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組みであるので不要なトラック車両（空荷や積載率の低いトラック車両）が削減され、また、同時に 

無駄な配送ルートも一掃するため、炭酸ガス（CO2）や NOx 等の排出削減や省エネを推進でき、地 

球環境の改善に大きく貢献できる。 

 本システムを活用するとユーザー企業の供給システムサイド及び需要サイド、さらには社会・環境

面でのメリットが明らかとなっている。 

 これまでの成功の要因として、以下の諸点が上げられる。 

(1) 顧客の課題・ニーズに真剣に向き合い、短いタクトタイム（開発期間）でサービス内容に反映さ 

せ、これが顧客感動を呼び、口コミでの顧客拡大につながっている。 

(2) 先見性のある出資者に恵まれ、タイムリーに資本提供を受けたこと。 

(3）ＩＴ化の遅れた業界であったが、先入観を持たず諦めずにチャレンジしてきたこと。 

(4) 事業環境変化、ブロードバンド環境の成熟等、見通しが的中してきたこと。 

本企業の提供サービスを本研究でのフレームワークに即して説明すると、顧客企業の本来業務であ

ったトラック配送における従来の個別事業部門・工場単位での個別最適な配送計画策定・実行業務に

ついて、本企業が新規事業創造したＡＳＰ方式での差別化したソフトウェアを時間貸しの形で顧客企

業にサービス提供することにより、ユーザー企業の自社内・関連企業間での統合輸配送業務を可能と

し、顧客企業の業務生産性向上、サービス品質向上、等のためのこれら機能チェーンの全体最適化に

向けた仕組を構築、運用する支援を行っている。いずれにしても、本企業の提供サービスモデルはユ

ニークであり、今後の地球温暖化対策の具体化、東アジアでの一層の省エネルギー・環境保全への取

り組みの進展に応じて今後益々その社会・経済・産業的なニーズは高まっていく状況にあるので、今

後の本企業のサービスモデルの一層の進化と着実な事業展開が期待される。 
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ケース 20 ㈱ＧＤＨ  

 

 

１ 会社概要 
（１）概要 
会社名  株式会社ＧＤＨ 

住所   新宿オフィス 

       東京都新宿区西新宿 4-33-4 新宿中央公園ビル 8F   

練馬オフィス 

東京都練馬区豊玉中 2-27-12  

設立   2000 年 2 月 29 日 

社長   代表取締役社長 石川真一郎 

資本金  28 億 6,100 万円 

従業員数 55 名 

（２）経営理念 
① 経営理念 

「私たちは、ジャンルを超え、国境を越え、誠意と情熱を持って協力し、尊重し、お互いを高めあい

ながら革新的で魂を震わすコンテンツを創造します。」 

② 企業ビジョン 

ⅰ尖端的ブランドの確立 

ⅱグローバルな価値創造 

ⅲ高収益コンテンツ・ライブラリー・マネジメント 

③ 経営方針 

当社グループは、日本発で世界をリードする「21 世紀型アニメーション企業（グループ）」を目指

している。それは 21 世紀のデジタルネットワーク・ブロードバンド社会において、全世界の人々に

対して革新的かつ先端的な次世代デジタル・コンテンツを発信することにより、人々に感動と喜びを

与えていくとともに当社グループで働く社員自身が感動と誇りをもてる企業になりたいと願っている。 

アニメーションを中心としたコンテンツの下請け制作から事業を開始したが、全世界のユーザー及

びマーケットから支持される優れたコンテンツを継続的に輩出させるためには、マーケティング、企

画開発、事業スキームの組成、制作、販売等まで、総合的にコンテンツをプロデュースすべきという

視点に立ち、今日ではアニメファン向け作品を中心として様々なジャンルのアニメーションを世界に

向けて発信し、コンテンツビジネスにおけるグローバルリーダへと成長していくべく邁進している。 

更なる飛躍を遂げるためにも、企業ビジョンを念頭において、優秀な人材を確保・強化しながら、

強い経営基盤をもち、日本でも世界においてもコンテンツ産業を牽引していけるよう、努力し続けて

いく。 

（３）経営組織 
事業持株会社（㈱ＧＤＨ）と子会社、関連会社によるグループ経営 

ＧＤＨの組織形態は機能別組織 
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海外のロンドン、ロスアンジェルスに海外支店を設置 

（４）事業内容 
グループ企業の経営戦略及び企画制作策定と実行 

グループ全体の財務経営管理 

コンテンツ投資・作品投資 

版権管理 

ワールドワイドなコンテンツ開発 

ニューメディア向け事業展開 

海外番販  

（５）子会社・関係会社の概要 
①株式会社ゴンゾ  

設立 1992 年 9 月 11 日、持分 100%  

事業内容   

     アニメーションの企画・開発・制作業務 

     キャラクター・作品世界観等のプランニング・デザイン・編集・コンサルティング業務 

     クリエーター・マネジメント業務版権管理業務 

     アニメーションの販売及び輸出入業務 

     3DCG の企画・制作及び映像編集業務 

     映画・TV・CM など各種メディアの企画・制作業務 

     アプリケーションソフトウェアの開発  

②株式会社ゴンジーノ  

設立 2005 年 7 月 20 日 持分 100% 

事業内容   

   キッズ向けアニメーションの企画・制作業務  

③株式会社 GK Entertainment（韓国法人） 持分 100%  韓国人社長  

設立 2006 年 2 月 1 日    

事業内容  アニメーションの企画・制作   

④株式会社フューチャービジョンミュージック  

設立 2003 年 11 月 27 日  持分 100% 

事業内容   

   アニメーション作品の音楽制作とその著作権管理、 

   及び作詞家や作曲家の発掘、育成、マネージメント。 

   「良質のアニメに良質の音楽を」をモットーに、世界に通用するアニメ音楽を制作。  

⑤株式会社ゴンゾロッソ 

設立 1963 年 3 月 25 日  持分 62.5% 

事業内容   

   オンラインゲームの企画・運営、モバイルサイト・EC サイトの企画・運営、 

   各種映像・WEB コンテンツ制作など  

⑥株式会社ＧＤＨキャピタル  
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設立 2005 年 12 月 8 日  持分 100% 

事業内容   

コンテンツファンドの組成および運用、 

コンテンツ企業向けベンチャー・キャピタルなどの高付加価値な金融サービスの提供  

⑦GO-N Productions (仏法人） 

設立 2004 年 6 月 22 日  持分 40%  社長フランス人 

事業内容   

   欧州における世界マーケット向け、キッズアニメ映画作品及び TV アニメシリーズの開発、 

財務管理及び制作。 

   アニメ作品所有権の確立と著作権の管理。  

 （６） 企業成長の経過 
同社は、以下にあるようにアニメ製作会社であったゴンゾとデジタル映像製作を手がけていたディ

ジメーションとが合併して発足した。その後、事業持株会社として着々と成長を遂げ、傘下にコンテ

ンツに関連するグループ会社を多数収めるようになった。 

同社の経営や組織戦略を語る上で、外資系コンサルティング会社での勤務経験をもつ石川社長の存

在を見過ごすことはできない。主に石川社長のリーダーシップのもとに事業拡大してきた企業である。

同グループ会社が手がけたヒット作品として、「銀色の髪のアギト」や「SAMURAI７」「ブレイブス

トーリー」「アフロサムライ」などが挙げられる。 

1992 年 9 月 有限会社ゴンゾ設立  

1996 年 5 月 株式会社ディジメーション設立  

1999 年 5 月 有限会社ゴンゾから株式会社ゴンゾへ組織変更  

2000 年 2 月 株式会社ゴンゾ・ディジメーション・ホールディング設立  

2000 年 5 月 株式会社クリエーターズ・ドット・コム設立  

2002 年 4 月 株式会社ゴンゾと株式会社ディジメーションが合併し、株式会社ゴンゾ・ディジメーシ

ョンに社名変更  

2003 年 11 月 株式会社フューチャービジョンミュージック設立  

2004 年 6 月 GO-N Productions（ゴエン・プロダクション）設立  

2004 年 7 月 株式会社クリエーターズ・ドット・コムを株式会社 G クリエイターズに社名変更 

           株式会社ゴンゾ・ディジメーションを株式会社ゴンゾに社名変更 

           株式会社ゴンゾ・ディジメーション・ホールディングを株式会社ＧＤＨに社名変更  

2004 年 11 月 東京証券取引所マザーズ上場  

2005 年 7 月 株式会社ゴンジーノ設立  

2005 年 9 月 株式会社ワープゲートオンラインを子会社化  

2005 年 12 月 株式会社ワープゲートオンラインを株式会社ゴンゾロッソオンラインに社名変更  

2005 年 12 月 株式会社ＧＤＨキャピタル設立  

2006 年 2 月 株式会社 GK Entertainment 設立 

2007 年１月 Ｓｏ－ｎｅｔとＧＤＨが資本提携 
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２ グローバル企業に向けてのサービスモデル革新のプロセス 
（１）着想、新機能形成 
 96 年のディジメーション設立時に、以下の着想を行った。 

ⅰ 2000 年まではバックボーンとしてのインターネットが立ち上がり、 

ⅱ 2015 年までにブロードバンドに向けての設備投資競争、メディアコンバージェンス、サービスの

コモディティー化が進み、中を通すコンテンツに付加価値が付くようになる、 

ⅲ 日本に優位性があり、デジタルサービスと親和性のあるものとしてゲーム、アニメを想定、 

ⅳ 2010 年までの 15 年間でこの業態でグローバルな市場での第１人者になっていたい。 

（２）新サービスモデル形成 
① 差別化の要素 

 グローバルな市場・顧客を想定して日本に優位性のある多様かつ独創的なアニメコンテンツを創造

して、これを垂直統合的に市場へ供給して、グローバルな顧客満足・感動を得る。 

② 収益性確保のメカニズム 

 市場を国内からグローバルへと拡大し、事業の幅をアニメーションからゲーム、音楽、ネット配信

等へと拡大している。日本で収支トントンのビジネスが成立すればミニマムコストで世界中に販売で

きるので、作品の海外での配給権確保に努め、これで 2004 年にマザーズ上場できた。 

（３）新サービス開発・事業展開 
① アニメーションの機能チェーンの体系 

アニメーションの機能チェーン構造は、コンテンツのプロジェクトマネジメントの体系として、以下

の 3 段階に別れ、通常１サイクル 2 年を標準としている。 

ⅰ ＜プレ・プロダクション＞ 

a  マーケット調査 

b  企画開発 

c  プロデューサーによる事業スキームの組成 

   シナリオ調達 

   スタッフ構成 

   ファイナンシャルスキーム（資金調達、リスク対応、収益配分）組成 

     （ 制作委員会方式、ファンド形成、融資、等 ） 

ⅱ ＜プロダクション＞ 

a  メインプロダクション 

 監督・プロデューサーによる制作 

  絵コンテ、制作進行、原画、動画、彩色、特殊効果、CG、美術、コンポジット 

b  ポストプロダクション 

音響、音楽、編集、録音、等 

ⅲ ＜ディストリビューション＞ 

a  テレビ放映、劇場上映 

b  2 次市場（ＤＶＤ、ケーブルテレビ、ネット配信）への展開 

c  版権収入管理 

② 事業構成 
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 事業構成は大きくⅰ制作事業、ⅱライツ事業、ⅲメディア事業、ⅳその他事業に分かれるが、それ

ぞれの事業を本社と子会社との間で垂直統合化して事業運営を行っている。 

ⅰコンテンツ（制作）事業 

 ホビー向け及び子供向けのテレビアニメーション、大型劇場向けのアニメーション制作を行ってい

るが、アニメーションの製作スタジオをグループ企業内に保有して、作品の品質とコスト管理に努め

ている。また、生産性向上、組織のスリム化の観点から動画の製作工程を外部企業へ委託している。 

ⅱコンテンツ（ライツ）事業 

 自社製作のアニメのビデオグラム化権・海外利用権等の２次利用化権、この作品からの版権収入・

印税収入 

ⅲメディア事業 

 オンラインゲームの企画・運営事業、モバイルサイトの企画・運営事業 

ⅳその他事業 

 製作委員会への参加、コンテンツファンド及びベンチャーキャピタルファンドの組成・運営 

③ 資金調達手法 

作品によって、ファイナンスのスキームを使い分けしている。 

ⅰ コンテンツファンド 

作品の収益が期待できそうなものに対してはコンテンツファンドを SPC（特別目的会社）で資金調

達し、自社の１００％のコントロール下で製作することもある。従来の製作委員会方式では出資会社

に分散していた著作権をＳＰＣで一括管理して、著作権の有効活用が可能となる。 

他方、全てがこの方式をとることがベストではないという認識も明らかにしている。それは、全て

の作品がヒットするとは限らず、企業体としてリスクヘッジする必要がある。 

ⅱ 製作委員会方式 

製作委員会方式の大きなメリットは、出資するメンバーは、それぞれの得意分野を持っている。 

いわば、その道のプロである。プロが内容の目利きをすることによって、作品がブラッシュアップさ

れ、その結果、成功の確率が増える。したがって、製作委員会は、このような適材適所のパートナー

と組むための絶好の仕組みなのである。しかし、闇雲に多くのメンバーを招き入れることはしない。

なぜなら、それぞれの主張がまとまらなくなってしまい、結果として、企画段階で時間と調整のコス

トが発生してしまうからである。同社が製作委員会に出資するときの比率は、リスクヘッジという観

点からも、半分以下に抑えることを原則としている。 

ⅲ 製作プロセス管理 

製作プロセスにおいて、制作費を押し上げないための努力も行っている。製作予算内で制作費を収

めようとする努力と、スケジュールの範囲内で製作することが、肝要である。一方で、クライアント

と製作単価の交渉をする営業の存在も不可欠であるという。この秘訣の一つには、業界関係者らを招

聘するなど、地道な努力を行っていることが結果的に実を結んでいるようである。 

④ 本社と子会社の関係 

本グループの事業は制作事業において、海外からの制作受注や海外共同制作については本社が受注

しており、日本でのアニメ作品は子会社である株式会社ゴンゾが受注している。 

 ライツ事業においては、二次利用を中心に本社が事業を行っており、子会社である株式会社ゴンゾ

はアニメ作品を制作することにより発生する制作印税等の権利を獲得している。 
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 なお、本社が本グループ各社の経営管理業務を受託しており、本グループ各社の相乗効果により、

効果的な事業の推進がされるよう管理している。 

⑤ 垂直統合的な付加価値形成の評価 

本企業グループでの付加価値形成について見ると、従来の分断されて部分最適な業務体制から、グ

ローバルな事業持株会社制度を採用して、①世界各地域の顧客情報を日本に還流して制作に反映させ

る仕組を作り、②上記の機能チェーンの全体に対し、自社として効果的に影響力を及ぼして、流通・

販売を含めた全体的な付加価値形成の最大化を目指した機能のオーケストレーションによるグローバ

ル最適な仕組を構築してきている。 

このような事業持株会社制度を活用してのグローバル最適な仕組により、グループ内の効果的・効

率的な分業体制による高い提供品質と生産性の向上を実現させてグローバルな顧客の満足・感動を確

保してきている。 

（４）グローバルな顧客接点での経験のマネジメント 
① 現地でのコンテンツの消費者のメディア接触行動をつぶさに調査して、理解している。 

② どんなソフトが売れているか、どんな点に関心・満足を示しているかを理解して、コンテンツ作

りに生かしている。 

③ 具体的には、米、仏、独のテレビ局、DVD 販売企業、業界メディア等のパートナーと組んで顧

客ニーズを把握して、アニメ制作に反映している。また、各地域で開催される見本市に参加して、

現地の関係者と交流している。 

（５）グローバル市場での顧客満足・顧客感動の確保への取組と評価 
グローバルに店頭でのＤＶＤ売上げをチェックし、また、上記のパートナーとのやり取りの中でＰＤ

ＣＡサイクル的に顧客満足の状態を把握して対応している。 

（６）経営上の成果 
 最近 4 年の経営上の成果の推移を見ると、17 年度までは、売上げ規模の拡大が見られているが、

18 年度は、ＤＶＤ市場環境の悪化に伴なうビデオグラム収入の減少、会計処理ルール変更の結果、等

の要因で売上げ規模は拡大するものの赤字を示している。 

           平成 16 年 3 月  平成 17 年 3 月  平成 18 年 3 月     平成 19 年 3 月 

売上高（千円）     4,418,643      6,294,146       7,247,150         8,712,642 

経常利益（千円）      286,180         466,719        429,660       －1,932,975 

当期純利益(千円)         23,461         315,552        254,750       －2,594,935 

 今後のブロードバンド・ネット環境に代表される市場環境の急激な変化への対応として、以下の諸

点の取組を予定している。 

① 自社ブランドのより一層の確立と企画製作体制の強化 

② 国内劇場向けアニメーション事業、グローバル市場向けアニメーション事業の積極推進 

③ オンラインゲーム事業等への取組強化 

④ ライツ事業の積極的推進、グループ全体のコスト管理、経営体制の強化 

（７）安定成長・産業化の方向 
① 従業員満足への取組と顧客満足・感動確保の関係の評価 

ⅰ 従業員持株会を持っている。 

ⅱ コンテンツ企業では、社員は優秀なクリエーターとともによい作品作りに関与し、作品の継続的
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な市場成功のサイクルに満足を覚える。 

ⅲ 社員は会社のかんばん・ブランドで金を集めて、仕事の場を持ち、自己実現を果たすことを望ん

でおり、会社としてこれらを実現していく。 

② 成長戦略 

ⅰ 戦略の基本は、グローバルなコンテンツの持続的な開発である。 

ⅱ 今後は、a アニメ事業における原点回帰、b ブロードバンドにおけるリーダーシップの確立 

  （オンラインゲーム、アニメのネット配信）に努める。 

ⅲ メディアコンテンツ業界における機能のオーケストレーターを目指しており、国内外の企業と柔

軟にアライアンスを行う。オンラインゲームの会社を買収しているが、今後、経営、財務が安定

すれば新たな成長領域に資本投下していく。 

③ 人材育成・研修 

制作事業及びゲーム事業においては、グローバルな事業展開を視野に入れた創造性及び映像制作に

おける豊かな経験を有する人材が本グループの成長を支える重要な要素となっている。 

本グループでは、人事評価システムの向上、社内人材育成プランの構築、ストックオプション制度

によるインセンティブの充実により、優秀な人材の採用及び雇用維持に努めている。 

グループ企業としては、製作現場を熟知する人材や、制作費の単価交渉の舞台に立てる優秀な人材、

事業展開・グループ戦略において専門的知識をもつ人材を招聘することなどで、スタッフを充実させ

ている。 

製作現場においては、社外外注も活用するが、仕事を継続的に与えるなどの保証をしている。 

それは、良い作品を作り上げるには、良い外注先が不可欠であり、これらの人材をいかにロックイン

しておけるかどうかが、作品のクオリティーと深く関ってくるためである。 

そのため、能力は高くとも、一社に縛られたくないフリーのクリエイターに対しては、他の仕事をフ

リーで受けることを認めつつも、同社の仕事を継続的にコミットしてもらえるような待遇にしている。

また、製作現場全体に対しては、作品を制作することは、単に「製作する」という行為に留まらない。 

その作品を作る組織戦略上のテーマを設けている。例えば、ある作品では、デジタル系の技術力を

向上させることを目標においたり、別の作品では監督のリーダーシップを発揮させることを目標にお

いたりする。このようにして、作品の製作それ自体が、製作スタッフの人材育成の場となるよう工夫

している。 

 

３ グローバル経営 
（１）グローバル市場戦略 

日本のアニメーションが、海外における有望なコンテンツであると考え、設立当初よりグローバル

な市場に向けた以下の戦略を遂行してきている。 

① 英語圏でのイノベーションの中核であるハリウッド型ビジネスでのポジション確保 

   マンガ・アニメは日本は世界のリーダーであり、コンテンツホルダー兼プロデューサーとして

ハリウッドに入り込む。 

② 2015 年には需要の 50%を占めるであろう中国、アセアン諸国、等を念頭において、ネット配信、

オンラインゲームでの市場参入を果たす。拠点としては中国とマレーシアで参入を開始している。 
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（２）親・子会社関係と連携する組織能力 
① 海外事業の内容 

ⅰ アニメーション 

本グループは、今後も北米、欧州及びアジア市場においてアニメ作品の二次利用権の許諾等を積極

的に行うことにより海外事業を推進していく。 

本グループでは、米国市場におけるビデオグラム化権及びテレビ放映権等の販売において、その大

半を大手ディストリビューターに依存している。 

また、本グループでは、今後欧州市場でのアニメーション製作事業の拡大を目的とし、平成１６年

６月に仏国法人 GO-N PRODUCTIONS を設立した。 

さらに、平成１８年２月には、韓国の優秀なスタッフを常時確保・育成することで、ＧＯＮＺＯ作品

のクオリティの更なる強化を図るため、アニメーション制作事業を行う１００％子会社である株式会

社 GK Entertainment を韓国に設立した。 

ⅱ オンラインゲーム 

当社子会社の株式会社ゴンゾロッソは、マレーシア及びシンガポールにおけるオンラインゲームの

パブリッシャー業務実施を目的として、平成１９年２月にマレーシア国法人 GONZO 

ROSSO(M)SDN.BHD. を設立し、また平成１９年３月には、アジア地域におけるオンラインゲーム

の運営許諾サポート業務を行っていたマレーシア国法人 GOLD SKY ACCESS SDN.BHD.の発行済

株式を１００％取得した。 

② グローバルマーケティング 

日本だけでなく、海外マーケティングも積極的に行っている。具体的な部署としては、ＧＤＨの海

外部門で行っている。この部門には、東京とロンドン、LA の３拠点にオフィスがあり、海外流通を

活発にするための活動を行っている。 

また、フランスには、同社のグループ会社の一つである上記の GO-N（ゴエン）プロダクションと

いう企画会社を設立している。フランスでは、コンテンツ制作が盛んである。その機会を獲得したり、

同社の作品を海外展開することも視野においた活動を行っている。 

③韓国との生産工程間分業 

2006 年、作品の製作において、特に動画仕上げの工程において、同社が経営をコントロールできる

韓国の上記製作会社を設立した。一般的に、動画仕上げは、大量の仕事を大量の人材で処理する人海

戦術が必要とされる工程である。したがって、人件費の安い地域に進出することで、製作費用を節約

しようとする。そのため、海外に現地法人を有する製作会社の多くは、既に人件費が高騰した韓国よ

りも、中国やフィリピン、タイ、ベトナムといった地域に進出している。 

しかしながら、同社がなぜ、2006 年になって韓国に進出したのかには深い理由がある。 

まず、韓国の税制上の優遇措置が受けられたことである。次に、同社が信頼できる人物が韓国現地法

人の社長となっていることである。韓国現地法人の社長となっている人物は、ゴンゾで 2 年ほど働い

た経験があり、ゴンゾの作品の作り方やノウハウなどを理解している。そのような人物が現地で指揮

を執ることによって、日本の拠点と韓国の拠点間でのコミュニケーションが円滑に進む上、作業も順

調に進めることが可能となる。 

3 つ目に、韓国の製作スタッフの方が中国の製作スタッフよりも、製作クオリティーが高いことにあ

る。つまり、韓国の製作スタッフの人件費が高くとも、製作のクオリティーが高ければ、結果的に人
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件費の安い中国に出して、後からリテイクするよりも、トータルで換算した場合、コストパフォーマ

ンスが高くなるためである。このような韓国の現地法人の製作クオリティーが認められて、日本の他

の製作会社からも受注実績があるという。 

（３）地域文化への対応 
北米はグローバルに最大のエンターテインメント市場であるので、ロス支店で、北米地域の文化に

関する市場・地域情報を収集・整理している。これらを作品に反映させている。 

具体的にはローカライゼーションからカルチャライゼーションが必要で、その国の文化に合うよう

な作品に作り変える。 

（４）グローバル市場での成果の特色 
 18 年度売上げの内、海外売上げの比率は２－３割である。 

 北米のビジネスは、現地ディストリビューターへの販売委託によるロイヤリティー収入である。 

（５）今後の課題と展望 
① 経営の東アジア・グローバル化 

 海外子会社・関連会社の経営は、基本的には経営の現地化である。仏関連会社の社長は仏人、韓国

子会社の社長は韓国人であり、両社への本社からの社員の派遣はない。両国の社長は、本社の社長の

経営上のリーダーシップを受け入れて、グループ経営を行っている。 

② 発展戦略 

 今後の発展戦略は以下の通り。 

ⅰ アニメ事業における原点回帰 

ⅱ ブロードバンドにおけるリーダーシップの確立（オンラインゲーム、アニメのネット配信） 

  

４ グローバルなサービスモデル革新の効果 
（１）既存サービスとの対比での供給サイドの効果 

  グローバルな人的ネットワークが広がり、マーケット情報が得られ、グローバルなコンテンツ開

発への道が開けた。 

  事業持株会社化し、上場したので安定的に良い作品が作れるようになった。 

（２）需要サイドに与える効果 

北米市場を始めとするグローバルな市場で日本発の多様なコンテンツが享受できるようになっ

た。カルチャライズされたコンテンツ供給により、自分のものとしてその国に受け入れられた。 

（３）社会、環境に与える効果 

  アフロサムライを例にとれば、日本の侍文化と黒人のヒップホップ文化の東西融合がなさ 

れた。このような東西文化の融合、サービスイノベーションが実現した。 

 

５ 成功の要因 
(1) 経営者のリーダーシップ 

(2) クリエイティブ、プロデューサー、財務、技術の機能部門別の専門人材が集まったこと。 

(3) コンテンツというグローバルな成長市場で、会社としてタイムリーなグローバル化・組織化戦略

が奏功した。 
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６ 総合評価 
本企業は 2000 年に東京で日本発のグローバルなアニメーションの企画制作のためのベンチャー企

業として創設された。 

 その経営理念は「私たちは、ジャンルを超え、国境を越え、誠意と情熱を持って協力し、尊重し、

お互いを高めあいながら革新的で魂を震わすコンテンツを創造します。」と、当初からグローバルな顧

客を念頭に置いた質の高い顧客経験・感動の獲得を目指すコンテンツ創造企業である。 

そのサービスモデル上の特色は、アニメーションのマーケティング、企画開発、事業スキームの組

成、制作、販売等まで、そのコンテンツ形成上の機能・価値連鎖をグローバルに垂直統合的にプロデ

ュースしており、国内の他社には無いユニークな付加価値形成モデルとなっている。 

 このビジネスモデルを具体的なグローバルな親会社・子会社間の経営方式論で整理すると、以下の

通りであろう。 

本企業グループでの付加価値形成について見ると、従来の分断されて部分最適な業務体制から、グ

ローバルな事業持株会社制度を採用して、①世界各地域の顧客情報を国内に還流して制作に反映させ

る仕組を作り、②上記の機能チェーンの全体に対し、自社として効果的に影響力を及ぼして、流通・

販売を含めた全体的な付加価値形成の最大化を目指した機能のオーケストレーションによるグローバ

ル最適化に向けた仕組を構築してきている。 

このような事業持株会社制度を活用してのグローバル最適化に向けた仕組により、グループ内の効

果的・効率的な分業体制による高い提供品質と生産性の向上を実現させてグローバルな顧客の満足・

感動を確保してきている。 

これまでの本企業の成功の要因は、以下の点であろう。 

(1) 経営者のリーダーシップ 

(2) 各種の専門人材が集まったこと。 

(3）コンテンツというグローバルな成長市場で、会社としてタイムリーなグローバル化・組織化戦略

が奏功した。 

 直近の 18 年度の経営上の成果は会社の想定したものより悪化しており、それまでの右肩上がりか

ら 1 つの転換点を迎えているが、今後、同社としては、今後のブロードバンド・ネット環境に代表さ

れる市場環境の急激な変化への対応として、基本的方向として以下の 2 点の取組を予定している。 

(1) アニメ事業における原点回帰 

(2) ブロードバンドにおけるリーダーシップの確立（オンラインゲーム、アニメのネット配信） 

 いずれにしても、本企業グループの実現したサービスモデル革新の内容は、日本のアニメーション・

コンテンツ産業内でこれまでに無いグローバルな価値・機能連鎖に対して垂直統合的な影響力を及ぼ

すモデルの創造であり、今後の日本のコンテンツ産業におけるサービス輸出の先進企業モデルとして

の優位性を保持しているので、最近のブロードバンド・ネット環境の著しい変化への対応を行って、

持続的な企業成長の達成が期待される。 
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ケース 21 ㈱ウム･ヴェルト･ジャパン 

 

１ 会社概要 
株式会社ウム･ヴェルト・ジャパン 

社長 小柳 明雄 

本社所在地 埼玉県寄居町の県営の「彩の国資源循環工場」内の一角 

資本金 1000 万円  

従業員数７人 

 
２ 経営理念（ 経営者の志、使命感、等 ） 
   世界的視野に立ち、地球に優しい環境づくり、人間と環境が調和する新しい社会の実現に貢献

すること。地球的な規模で環境の保全と資源の有効利用を図ることからも、蛍光管リサイクル

によって、人体に有害な水銀を回収し、蛍光管ガラスの持つ素材を生かし、より価値のあるガ

ラス製品として、循環させる。 

 
３ 事業ビジョン 

環境産業人として社会に貢献し、創造性と革新性を高め豊かな会社にすること。 

 
４ 事業概要 

廃蛍光管処理事業（産業廃棄物・一般廃棄物） 

ガラス器の製造・販売（平成 17 年以降） 

ガラス工房（平成 17 年以降） 

蛍光管の販売  

 
５ 親会社の状況 
 ウム･ヴェルト株式会社 

 代表者  小柳 明雄 

 資本金  1,000 万円 

 社員数  50 名 

事業内容 

事業系一般廃棄物収集運搬  

産業廃棄物収集運搬、処理 

   産業廃棄物中間処分業 

再資源化 

 

６ 親会社との関係 
  同社は、産業廃棄物の中間処分や収集運搬などを手がけるウム・ヴェルトの全額出資子会社。廃

蛍光管のリサイクル事業に特化する形で、2002 年 10 月に設立した。 
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７ 会社経営の成長経過 
 親会社のウム･ヴェルト㈱は、小柳社長が、10 年ほど前、大手家電メーカーの埼玉県内の家電チェ

ーン店から転業して設立した上記の総合的な資源循環型の収集・運搬・処理サービス企業である。 

 従来一般に、廃蛍光管はそのまま上記廃棄物の１つとして廃棄・処分されてきた。 

この蛍光管の中には、金属水銀、口金・アルミ、プラスチック、残りガラス、等が含まれており、安

全で効果的・効率的なリサイクルシステムを構築して、有害な水銀の回収とその他資源の有効活用が

今後の日本の環境負荷の減少と資源リサイクルのため必要であるのではないかと判断された。廃蛍光

管のリサイクル企業は、北海道、京浜地区を中心として全国に 10 数社しか存在しない状態である。

特に、埼玉県を含む北関東にはこのタイプの企業がおらず、地域外へ搬送してきている。こうした中

にあって、同社長は、自社として廃蛍光管の安全で効果的・効率的なリサイクルシステムを構築する

ために必要な要素技術を確認しつつ、如何にこの技術を研究、開発するかと悩んでいた。 

こうした時に本庄早稲田のインキュベーションの存在を知り、そこに新規設立の子会社のウム･ヴェ

ルト・ジャパンの研究機能を入居させ、産学連携で必要な研究、開発を実施して、これまで成果を上

げてきた。この子会社を、廃蛍光管リサイクルの専門処理企業とし、その工場を埼玉県が寄井町にプ

ロデュースする全国初の総合的な資源循環型モデル施設「彩の国資源循環工場」に入居させ、工場の

施設建設は完了し、2006 年 4 月の稼動開始に向けて、残る技術開発、稼動準備に取り組んでいる。 

 この子会社のリサイクルのビジネスモデルを本業の総合的な資源循環型の収集・運搬・処理サービ

ス事業の中に組み込み、強力なコアビジネスとして、育てて行く方向である。 

 
８ 成長戦略 
（１） 親会社 

 従来からの総合的な資源循環型の収集・運搬・処理サービス事業に、この廃蛍光管リサイクル事業

を組み込んで、営業メニューを拡大し、これを武器に商権を拡大する方向である。環境 ISO 取得企業

及び自治体がターゲットになる。 

（２） 子会社 

 寄居町に本社所在地を移し、今後、処理工場の安全操業に努めつつ稼働率を上げて行く方針である。 

 
９ 組織設計の状況 
  機能別組織である。 

 
10 組織能力 
 総合的な資源循環型の収集・運搬・処理サービス事業を実施しているため、モノ作り企業の能力と

は異なるが、企業として環境 ISO の取得に取り組んでいる。このビジネスプロセスを社員に植え付け

ることとしている。 

 
11 蛍光管リサイクルのコアの技術プロセス 

ウム・ヴェルト・ジャパンは、蛍光管のリサイクルの地域内処理を提唱。小さな処理施設で、低価

格、輸送効率の良い（環境負荷の低減）システムにより、100%に近い総合的なリサイクルを形成する。

廃蛍光管のリサイクル率を限りなく 100%にしていく為、リサイクル処理を４工程に分け、リサイク



 136

ルを行う上で欠かせない分別作業を最重要視し、『事前選別』、『品目別破砕処理』、『水銀回収』、『粒度

別ガラス選別』を実施。 

もともと良質なガラスをよりよい条件で回収することを主として且つ口金等の水銀に接して 

いない部分を水銀にさらす前に分別しリサイクルを実施。これにより破砕装置及び水銀回収装置の負

荷も低減し、異物の混入を最小限にすることが可能となり、水銀回収後の選別も容易になる。 

また、破砕の品目コントロールを行うことで目的別のガラスリサイクルを目指す。 

 
12 産学連携を活用したサービスモデル革新の加速 
上記の早稲田での産学連携プロジェクトの導入の経緯、現状、成果を整理して、以下に述べる。 

（１）親会社としての新事業での事業フレームの検討と形成 

①事業機会の探索 

関連事業での多角化をベースに既存の顧客に対する新サービスの探索 

②事業アイディアの創出 

産業廃棄物収集運搬事業の中で廃蛍光管の低いリサイクル率に注目 

③事業フレームの検討 

マーケットリサーチ、機能確認、差別化、回収ルート、供給ルートの検討 

④子会社設立の経営判断、設立（平成 14 年 10 月） 

（２）サービス供給システム形成に向けての検討 

A 基礎技術の研究開発 

本庄早稲田のインキュベーションマネージャーの支援を受けつつ、以下の基礎技術の研究開発を実施

して成果を上げてきている。 

①廃蛍光管の素材別分離技術  

早稲田大学理工学部 大和田教授 

②ガラスの質の安定化 

早稲田大学理工学部 山崎教授 

③水銀の抽出技術  

横浜国立大学 堀教授 

④試作・実証プラントの設計・開発  

ウム・ヴェルト・ジャパン 

B サービスモデルの創造とシステム及びパッケージの構築に向けての準備 

この新規事業は、産業廃棄物収集運搬事業の中で廃蛍光管の低いリサイクル率に注目して、立ち上げ

た関連多角化としての新サービス事業である。本業とのシナジー、本業に新たなコンピタンスを付け

加えるものとなる。今回のプロセスはサービスイノベーションの好事例となっている。 

①プラント建設 

埼玉県が整備したリサイクル団地「彩の国資源循環工場」への新工場建設 

②廃蛍光管回収ルートの確保 

親会社ネットワークを利用した回収協力業者確保 

③リサイクル製品の供給ルートの確保 

一例：吹きガラス工藝家へのガラス材料の提供・販売 
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④信用力・認知度の向上 

本庄早稲田のインキュベーション入居によるマスコミ効果、ベンチャーフェア出展等 

（３） インキュベーションマネージャーによる総合経営支援 

ビジネスプランのブラッシュアップ、大学との連携、情報提供等の実施 

（４） 発展経過 

  15 年 12 月の入居以降、3 年の入居予定期間を 1.5 年で繰り上げ、17 年 9 月卒業。 

（５） 蛍光管リサイクルの新サービスモデルの革新 

   このサービスモデルは、従来の回収以降のモデルとは異なり、蛍光管リサイクルにおける地球

環境、ユーザー企業、本企業との間の全体最適で、ＷＩＮ－ＷＩＮな関係の構築となっている。

即ち、従来廃棄物として地中に埋められていたものを安全に処理して資源化し、ユーザー企業と

の間では、販売、据付、回収、処理のビジネスモデルを形成し、ユーザー企業から見ればトータ

ルの調達コスト削減、社内での回収業務の削減が可能となる。その本社での一括契約で、各支店

での業務展開により、大幅なコストダウンを提案できる。既に大手蛍光管製造・販売メーカーと

提携する話がまとまっている。 

   現在、この近代的で密閉型の処理施設への見学者が多く、国内他地域での展開に協力要請がき

ている。また、今後ニーズの拡大の見込まれる中国へのプラント提供の方策を検討している。こ

のサービス事業モデルをライセンス・技術指導の形で埼玉県とその近傍以外の地域の企業に広め

て行く方針を持っている。 

   また、処理施設では、体にハンディーを持っている人を雇用する事で地域社会に貢献できれば

と思っている。 

   更に、施設内にリサイクルガラス使用の再生ガラスを提供したガラス工芸の工房を建設してお

り、ガラス工芸家の卵の育成にも貢献したい。 

 
13 市場での成果の状況 
  親会社は、ほぼ１0 年前から事業をスタートし、この総合的な資源循環型の収集・運搬・処理サ

ービス事業に育て上げて来た。当初は赤字であったが、その後、売上、利益とも拡大してきている。

今回の新規事業の資金確保については、土地は県の工場用地を借地し、建物は自分で建設し、所有

している。この団地特有の土地利用制限もあって建物への担保権が成立しないので公的金融機関か

らの融資が受けられず、地方銀行からの融資により資金調達した。 

 
14 人材育成と研修の方向 
 この蛍光管リサイクルビジネスは、小売、卸業に近く、中小企業診断士を導入して、営業活動を後

押しすることとしている。今後、大卒学生を採用して、営業展開する方向である。今後、そのために

必要な研修も考えている。 

 

15 総合評価 
この事例は、親会社が総合的な資源循環型の収集・運搬・処理サービス企業で、その事業展開の中

の産業廃棄物収集運搬事業の中での廃蛍光管の低いリサイクル率に注目して、立ち上げた関連多角化

としての新サービス事業の立上げのケースである。 
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一般に、廃蛍光管はそのまま上記廃棄物の１つとして廃棄・処分されてきた。この蛍光管の中には、

金属水銀、口金・アルミ、プラスチック、残りガラス、等が含まれており、安全で効果的・効率的な

リサイクルシステムを構築して、有害な水銀の回収とその他資源の有効活用が今後の日本の環境負荷

の減少と資源リサイクルのため必要である。廃蛍光管のリサイクル企業は、北海道、京浜地区を中心

として全国に 10 数社しか存在しない状態で、特に、埼玉県を含む北関東にはこのタイプの企業がお

らず、地域外へ搬送してきた。 

今回の事業の立上げで、地域での廃蛍光管のリサイクル事業が立ち上がるだけでなく、親会社の本

業とのシナジー、本業に新たなコンピタンスを付け加えるものとなり、今回のプロセスはサービスイ

ノベーションに向けての好事例となっている。 

即ち、本庄早稲田のキャンパス内のインキュベーションのインキュベーションマネージャーの支援

を受けつつ、廃蛍光管の安全なリサイクル処理技術開発に必要な基礎技術を開発して、これをサービ

ス供給上の技術上のコアの優位性構築に役立てている。また、本サービスの特徴は、この技術を使っ

た蛍光管の販売、回収、リサイクルの実施により機能チェーンの全体最適化に向けた仕組を構築して

トータルなサービス供給上の優位性を構築するという新しいサービスモデルである。このモデル構築

に向けての準備を効果的、効率的に短時間の内に立ち上げ、2006 年 4 月、この操業を開始している。 

本サービスは、蛍光管リサイクル事業における地球環境、ユーザー企業、本企業との間の全体最適

で、ＷＩＮ－ＷＩＮな関係の構築となっている。即ち、従来廃棄物として地中に埋められていたもの

を安全に処理して資源化し、ユーザー企業との間では、販売、据付、回収、処理のビジネスモデルを

形成し、ユーザー企業から見ればトータルの調達コスト削減、社内での回収業務の削減が可能となる。 

 今後、プラントの安全かつ効率的な操業の中から必要なプラントオペレーション上のノウハウ・業

務知識を獲得し、また、ユーザーとのリサイクル上のノウハウを蓄積出来れば、これらを全体パッケ

ージ化して、システム全体を国内他地域、中国等の東アジア諸国への業務展開も可能となると考えら

れる。この分野の市場ニーズは、今後とも強まると思われ同企業グループの成長・発展が期待される。 
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親会社ウム・ヴェルト㈱

社長 小柳 明雄
本社 埼玉県久喜市
資本金 1,000万円

社員 50名

事業 産業廃棄物収集運搬

平成15年12月

子会社㈱ウム・ヴェルト・ジャパン

中小機構インキュベーションIOC本庄早稲田へ入居

本庄早稲田キャンパス内インキュベーション 卒業企業㈱ウム・ヴェルト・ジャパン 成長の軌跡

新
事
業
創
出
・
市
場
化

第1期

IMによる総合経営支援（ビジネスプランブラッシュアップ、大学とのマッチング、情報提供等）

社長 小柳 明雄
本社 埼玉県寄居町
資本金 1,000万円

社員 ７名
事業 廃蛍光管のリサイクル

事業フレーム形成
①事業機会の探索

関連事業多角化 既存の顧客に対する新サービスの探索
②事業アイディアの創出

産業廃棄物収集運搬事業の中で廃蛍光管の低いリサイクル率に注目
③事業フレームの検討

マーケットリサーチ、機能確認、差別化、回収ルート、供給ルートの検討

↓
子会社設立の経営判断、設立（平成14年10月）

コ
ア
・
コ
ン
ピ
タ
ン
ス
の
確
認

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
の
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ

イノベーションチェーンの確立
A 基礎技術の研究開発

①廃蛍光管の素材別分離技術
早稲田大学理工学部 大和田教授

②ガラスの質の安定化
早稲田大学理工学部 山崎教授

③水銀の抽出技術 横浜国立大学
④試作プラントの設計・開発 ウム・ヴェルト・ジャパン

B サービスモデルの構築

①プラント建設
埼玉県が整備したリサイクル団地

「彩の国資源循環工場」への新工場建設
②廃蛍光管回収ルートの確保

親会社ネットワークを利用した回収協力業者確保
③リサイクル製品の供給ルートの確保

吹きガラス工藝家へのガラス材料の提供・販売
④信用力・認知度の向上

IOC入居によるマスコミ効果、ベンチャーフェア出展等

平成17年9月

3年の入居予定期間を1.5年で繰り上げ卒業

卒
業

地元への
企業立地

による税収

新事業創出ノウハウ
成功体験

既存事業の経営革新

雇用効果

成功例創出
による他企
業への波及

出所：財団法人本庄国際リサーチパーク研究推進機構（船田）作成
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ケース 22 ㈱タカギ 

 

１ 会社概要 
会社名  株式会社タカギ  

本社所在地  北九州市小倉南区石田南２丁目４番１号  

資本金  ４億９千８百万円   

創業   昭和３６年５月  

代表者   高城 寿雄  

従業員  男性 217 名 女性 126 名   

売上高  82 億円(金型部門も含む) 2005 年度実績 

事業内容  

プラスチック家庭日用品 

家庭用浄水器の開発、製造、販売  

営業種目  

家庭日用品・園芸用品・家庭用浄水器 

特許省エネ商品・プラスチック射出成形金型 

プラスチック成形加工   

認証登録  

ISO9001 、ISO14001 本社、及び全国支店・営業所 

 
２ 会社設立の目的 

皆が楽しく働ける場所を提供する  

 
３ 経営方針 

年齢も、性格も、ものの考え方も、異なった従業員一同が、喜んで楽しく仕事ができ、その仕事を

通じて生活水準の向上と、会社の発展に、ひいては社会に貢献できることを念願としています。 

（１）会社発展の原動力は従業員ひとり、ひとりの高い人格と、すぐれた知能を親和の心で結ばれた

総力である。 

（２）進んで生産設備の充実をはかり、創意工夫による独自の高い技術をもって、その職分を達成す

る。 

（３）常に新製品の研究、開発をおこたらず従業員の衆知を集め特許を取り、自社ブランドで世界の

市場に普及させる。 

 

４ 経営組織 
本社 機能別組織 

支店  東京・大阪 ・福岡  

営業所  札幌・仙台・新潟・北関東・東京・名古屋・大阪・広島・北九州・九州・鹿児島  

関連会社  ㈱高城精機製作所  
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５ 企業成長の経過 
1961 年 5 月  高城寿雄の個人企業として北九州市小倉南区八幡町 140 番地において、プラスチック

中空成型機および金型の製造を始める  

1965 年 4 月  朝日精機工業(株)の技術指導を受け、精密射出成形金型の製造開始  

1966 年 8 月  北九州市小倉南区石田に新工場完成、小倉南区八幡町より本社および工場移転  

1973 年 2 月  新金型工場および事務所完成  

1977 年 4 月  主力製品を金型より家庭日用品に切り替える  

1978 年 11 月  東京・大阪・福岡に営業所を開設  

1979 年 11 月  資本金 1,000 万円で(株)タカギを設立する  

1981 年 7 月  (株)タカギ資本金 3,000 万円に増資、広島営業所を開設  

1982 年 9 月  (株)タカギ資本金 4,000 万円に増資、名古屋営業所を開設  

1985 年 9 月  新成形工場、新倉庫完成  

1986 年 12 月  (株)タカギ資本金 7,000 万円に増資  

1988 年 12 月  (株)タカギ資本金１億円に増資  

1989 年 1 月  仙台営業所を開設  

1989 年 2 月  新工場増築  

1991 年 8 月  工場増築  

1991 年 8 月  (株)タカギ資本金１億 5,000 万円に増資  

1992 年 3 月  新潟営業所を開設  

1993 年 3 月  本社社屋増築  

1993 年 11 月  物流センター完成  

1996 年 4 月  研究・開発棟完成  

1999 年 8 月  (株)タカギ資本金 2 億 4,800 万円に増資  

2002 年 1 月  (株)タカギ資本金 2 億 9,800 万円に増資  

2005 年 7 月  ISO9001、ISO14001 取得（本社、及び全国支店・営業所） 

2006 年 11 月 ㈱タカギ 資本金 3 億 4,800 万円に増資 

2006 年 12 月 ㈱タカギ 資本金 4 億 9,800 万円に増資 

 

６ 新連携の概要 
 ここではまず、今回のサービスイノベーションのテーマとなっている新連携事業の概要をその事例

集の中から紹介しよう。 
テーマ名：屋上緑化のための省エネ・低コスト型管理システムの事業化 

～屋上緑化をテーマとした建設業、造園業、電子機器業のコンソーシアム～ 
（１）事業計画の概要 
屋上緑化は、ヒートアイランド化の抑制、CO2 の削減及び周辺住民の癒しの場を確保する観点から

社会的関心の高まりとともに、新設ビルにおける建設指向が増大している。 

本事業では、構築物の負担を軽くし植物に対する良好な生育環境を確保するため、適時適量の散水

技術と、土壌の軽量化・流出防止及び施工の簡易化を実現するとともに、メンテナンス費用の低減を

実現する「低コスト型自動緑化管理システム」を提供するもの。 
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このことによって、より合理的な価格で利用者に屋上緑化の快適性を楽しむことが可能になり、同

時に省エネ効果に伴う経済メリットを享受することができる。 

（２）連携体の構成 

①コア企業（株）タカギ  灌水タイマーの開発･販売 
・水分感知潅水タイマー開発 
・散水パーツの開発・生産 
・自動潅水システム一式の販売 

②連携企業 
（株）マサキ・エンヴェック  土壌技術開発 

・軽くて流失の少ない天然土壌への有機肥料の開発・生産 

サン電子工業（株） プリント基板開発 
・水分感知センサー対応 

湘南グリーンサービス（株） 造園・施工・宣伝 

・植栽の選定、育成緑化 

・造園施工、管理 

・ＮＨＫ「趣味の園芸」講師 

（株）木村植物園  造園・施工 

・植栽の選定、育成緑化 

・造園施工、管理 

（３）連携の特徴 

手間のかからない快適緑化 

室温の上昇抑制、省エネ効果 

簡単施工・維持管理の容易化と低コストを実現 

（４）新事業 

降雨時には散水しない自動散水技術、軽くて流出の少ない天然土壌、植栽造園ノウハウを組合せ

た新しいタイプの経済的な省エネ緑化システム。 

（５）市場性 

首都圏を中心とした大手マンション建設業者との商談が進行中。 

市場規模は５年後には、約４６９億円で、関東市場のみで、約５億円の売上げを見込む。 
（６）支援予定メニュー 

① 政府系金融機関の低利融資（商工中金） ② 事業化・市場化補助金 

 
７ サービスモデル革新の内容  
 この新連携によるサービスモデル革新の内容を以下の諸点を確認しながら記述する。 

（１）新しいサービス事業のアイデアの着想 

本事業のアイデアのポイントは、最近の屋上緑化に対するニーズの高まりを念頭において、コア

企業であるタカギの新事業開発プロジェクトとして、いかに顧客の環境サービスニーズに合った付

加価値の高い顧客の個別ニーズに応じたカスタマイズされた提供パッケージを形成し、実際に事業

化していくことにあった。 

このため、既に実用化している企業の土壌技術である「ルーフソイル天然土壌」と、コア企業が

持つ「水分感知型の自動散水システム」をトータルで提供することによって、従来にはなかった「軽
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量・保水性・非土壌流出」と「無人自動化」による構築物屋上緑化システムの市場化を図るもので

ある。また、ユーザーへの提供に当たっては、「造園技術の利用ノウハウ」の組み合わせによって、

利用者の導入利便性を高めて提供するものである。 

（２）サービス戦略の形成   

 このようなトータルな屋上緑化サービスパッケージをコア企業として自前主義で行おうとする

とそのための技術開発、関連事業の拡大、準備に時間がかかるが、東京圏の市場ニーズに応じた関

連事業者とのドリームチームを形成して、新連携のフレームワークで素早い事業化に向けて取組む

ことが適切であり、このような戦略対応を取っている。 

（３） 開発の方向   

① 個別サービスの業務チェーンの設計 

 サービス供給システムの概要は次の通りである。これらの業務をコア企業の㈱タカギを中心とし

た新連携の仕組みで具体化するが、これらのチームは各分野の日本の市場での優位性を持つ企業を

集めた連携体であり、原料面、システム面、施工能力面、マーケティング能力面から見て、コア企

業が単独で行うより、全体最適な仕組みとなっており、対応する業務ルーティーンも適切に設計さ

れている。また、この仕組形成と運用は、コア企業を中心とする全体会議で推進してきている。 

  ⅰ ㈱タカギは、その得意先であるマンションデベロッパーやハウスメーカーから

受注を受け、その情報をもとに各部材メーカーに発注する。 

ⅱ サン電子工業㈱は水分感知型潅水装置の電子基板を作成し、 

ⅲ 土壌、肥料に関しては㈱マサキエンヴェックが担当し、 

ⅳ 散水パーツおよび水分感知型潅水装置の生産に関しては㈱タカギが担当 

ⅴ その後、各システム関連パーツは施工業者である（株）湘南グリーンサービス

又は（株）木村植物園に出荷され、(株) タカギからの指示のもと施工、管理を

行う。 

② サービスパッケージの設計 

販売 ◇土壌価格  23,000 円/㎡(工事費込) ◇センサー付タイマーを 2万円  

◇造園に関しては、ケースバイケース（提案見積）。 

◇施工賃込み全体で 30,000 円/㎡から 40,000 円/㎡ 

セット販売の場合の売価構成見込み(1,000 千円の工事の場合) 

    ◇潅水システム 190 千円（19%）、◇土壌 190 千円（19%）、◇植栽・造園 550 千円（55％）  

    ◇防止システム 70 千円（7%）、 

販売方針 価格競争でなく屋上と言う空間でのソフト面の提案により差別化を図る。 

（講習会・見学会など） 

③ サービス品質向上、生産性向上、コスト・資金効率上からの評価 

ⅰ 自動給水は、1日の散水回数・時間は任意に設定することが出来、降雨時にはセンサーの働きで水を撒

かない。 

ⅱ 泥炭の天然土壌なので土の流出がない。 

ⅲ 天然土壌の保水、保肥性にすぐれ屋上で潅木の育成やお米の収穫もできる。 

ⅳ 屋上緑化用の天然土壌（商品名ルーフソイル）については、すでに販売中で高い評価を得ている。 

（４）事業化の段階 
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①技術開発の状況   

ⅰ 水分自動感知型の潅水タイマー装置に使用する回路基板を㈱タカギとサン電子工業㈱にて設計済。

また、試作機にて水分自動感知試験を㈱タカギにて実験済み。 

ⅱ 開発スケジュール 

   05 年 10 月 試作品製作      

07 年 4 月 量産開始、販売開始 

   モデルルーム設置（06 年 2 月本社工場屋上） 

②市場・顧客の開発  

ⅰ タカギの浄水器一体型蛇口の得意先でもある、ⅰ三井・住友・野村不動産等マンションデベロッ

パーの関東地区中心に、ⅱ戸建住宅中心のハウスメーカー、設計事務所等を中心に売り込む。既

存およびその他の新規構築物（ビル等）、等での販売ターゲットを見込んでいる。その他従来考え

られなかった新規市場の開拓も計画する。 

ⅱ ㈱湘南グリーンサービスよる戸建住宅への販売。 

ⅲ マサキ・エンヴィック㈱による官公庁への販売。 

③競争環境 

ⅰ 東邦レオ㈱ 湿性多孔質人工土壌ビバソイル 

  施工時、湿潤状態で搬入されるため飛散がなく、1 ㎥フレコン袋入りなので撒きだし

が出来施工が早い、但し、クレーンが必要となる。 

ⅱ ㈱共同カイテック 底水型スクエアターフ  

底が貯水トレーになっているので万遍なく水が行き渡る利点がある。が、潅水コント

ローラーが 40 万～50 万と高価である。 

（５）産業化の方向   

① 組織能力の形成 

 会社訪問をして、実地にその量産化の仕組、新製品の事業化の仕組を確認した。 

コア企業であるタカギ㈱の既存品の量産化の仕組は、セル生産方式と部品の全自動組立ラインを

並存させており、これらによる QCD を確保した製品供給に関する高い組織的製品供給能力を有し

ている。また、新製品の事業化の仕組もチーム開発（営業と開発部隊の参加）による差別化された

新製品開発の仕組が実行され、その組織的イノベーション能力は高いものである。 

 今回の新連携の組織体の形成と事業運営の仕組について見れば、コア企業のマネジメント能力を

生かし、参加企業間でのオープンな情報共有と適切な利益水準、利益配分の考え方を合意し

WIN-WIN の関係を構築して、参加メンバーのモティベーションを高めている。 

  今回事業における今後の事業拡大・新サービスの方向としては、大きく 2 点ある。 

 ⅰ 工事サービスに関連して芝、植栽の追加提案、設備導入後の保守点検サービス 

 ⅱ マンション内の各家庭のベランダでの同様のサービス提供の展開 

 ② 他地域への展開 

  関東圏での事業展開に加え、関西圏への事業展開を考えており、その際には地元造園・施工企業

パートナーを確保することとなる。   

（６）市場での売上げ、経営上の成果（見通し） 

屋上緑化市場は、04 年度で約 265 億円の市場であり、年 10 数％の伸びが期待されている。 
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当面、関東圏の新築マンション市場をターゲットに初年度 10 棟(6,000 万円)、5年後 70 棟（4.5 億

円）を目標としている。 

 

８ サービスモデル革新の成功要因 
（１）コア企業が水分自動感知型の潅水タイマー装置の開発・販売から、造園工事全体をワンセット

のサービスシステム化し、また、その需要家を確保しているが、このようなコア企業の連携体

における位置取りが適切。 

（２）短時間でのシステムアップと経営力の高さ。 

（３）今後の政策支援として、国、地方から屋上緑化促進のための補助金等の支援が出るかで、屋上

緑化の普及のスピードが変わる。 

 
９ サービスモデル革新の効果 
（１） 既存のサービスとの対比での供給体制側の効果 

新サービスでは、自動給水で、1日の散水回数・時間は任意に設定することが出来、降雨時にはセンサ

ーの働きで水を撒かないので散水のコスト、生産性に差がでる。 

また、土地の品質についても、泥炭の天然土壌なので土の流出がなく、天然土壌の保水、保肥性にす

ぐれ屋上で野菜、お米の収穫もできる。 

（２）需要創造 

既存需要からの乗換えが図られるとともに、新規需要も開拓できる。 

（３）需要家に与える効果 

（１）で述べたようにその品質、生産性、等の面で需要家にプラスの効果を与える。 

（４）社会、環境に与える効果 

  本サービスで、ヒートアイランド化の抑制、CO2 の削減及び周辺住民の癒しの場を確保する効

果が高まる。 

 
10 総合評価  
 本企業は、北九州市所在の創立 35 年を迎えた家庭用散水・水周り機器の製造メーカーであるが、

その事業展開の状況をみると事業の選択と集中・関連多角化を持続的に行ってきている。 

今回はその新事業開発について、最近大都市でニーズの高まっている屋上緑化サービスを、新連携

事業スキームを活用して事業化しようとしている。 

この屋上緑化は、ヒートアイランド化の抑制、CO2 の削減及び周辺住民の癒しの場を確保するため、

屋上緑化事業への社会的関心が高まるとともに、新設・既設のビルにおける建設指向が増大している

ものである。  

この事業の内容は、構築物の負担を軽くし植物に対する良好な生育環境を確保するため、水分感応

型のセンサー開発による適時適量の散水技術を開発し、また、土壌の軽量化・流出防止及び施工の簡

易化を実現するとともにメンテナンス費用の低減を実現する「低コスト型自動緑化管理システム」を

提供するものである。これにより個別の顧客のニーズに対応したカスタマイズされた屋上緑化サービ

スが合理的な価格で利用者に提供され、この快適性を享受することが可能になる。また、このサービ

スは、地球温暖化防止、省エネ効果に伴う経済メリットを享受することができる優れたものである。 
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このサービス供給システムでは、各業務をコア企業の㈱タカギを中心とした新連携の仕組みで具体 

化するが、これらチームは各分野の日本の市場での優位性を持つ企業を集めた連携体であり、原料面、

システム面、施行能力面、マーケティング能力面から見て、コア企業が単独で行うより、バーチャル

な連携体として、不足する機能の連結を含む機能チェーンの全体最適化に向けた仕組みとなっており、

対応する連携後の個別の機能別の業務ルーティーンも適切に設計して、サービス供給上の優位性を構

築している。その品質、生産性、コスト面での具体的な優位性は、同業他社のサービスとの比較で証

明されている。 

いずれにしても、本事業は、最近の地球環境保全ニーズに対する規制の強化への対応、社会のサー

ビス産業のイノベーションへの期待の高まりの双方にうまく応える内容となっており、今後、本企業

のこれまでの主力事業での経営力を生かして、本新事業の事業化、産業化を順調に行い、この地球環

境分野でのサービスモデル革新の先行モデルとなることが期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


